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序 

本報告書は、2016年度から 2020年度までの 5年間にわたって国立環境研究所第 4期中長期計

画の課題解決型研究プログラムとして実施した「統合研究プログラム」の研究成果をとりまとめ

たものです。

この研究プログラムが開始される前年の 2015年は、9月に国連総会において持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals; SDGs）が中核となっている「持続可能な開発のための 2030ア

ジェンダ」が採択され、12 月にはパリで開催された気候変動枠組条約の COP21 において、世界

の平均気温上昇を工業化以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに 1.5℃に抑える努力を追求

する「パリ協定」が採択されるなど、持続可能な社会や脱炭素社会の実現に向けて大きな転換と

なった年でした。その翌年にはじまった「統合研究プログラム」では、様々なスケールを対象に、

社会、経済の課題と、低炭素、資源循環、自然共生等の環境の課題を統合的に解決する持続可能

な社会の実現を目指した研究に取り組んできました。

プロジェクト 1では、世界や国を対象とした統合評価モデルの開発を通じて持続可能シナリオ

の開発をおこなってきました。特に国別の低炭素（のちに脱炭素）シナリオの開発については、

低炭素研究プログラムのプロジェクト 3と連携して研究を進めてきました。 

プロジェクト 2では、地域を対象に気候変動の緩和策・適応策に加えて、地域活性化などの環

境、経済及び社会の観点から、持続可能社会の統合的ロードマップ開発に取り組んできました。

2018年には国立環境研究所に気候変動適応センターが新たに設けられ、気候変動影響・適応策も

踏まえた総合的な取組が求められるようになり、この課題も貢献してきました。

プロジェクト 3では、持続可能な社会の実現方策を、地域や生活のデザインと政策・法制度の

評価の観点から明らかにしてきました。

本研究プログラム期間中の 2018年に気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の『1.5℃特別報

告書』が公表され、2020年には菅義偉内閣総理大臣（当時）が所信表明演説において、「日本が

2050年までにカーボンニュートラルを目指す」と宣言するなど、日本を含めた世界が低炭素社会

から脱炭素社会の実現に向けて大きく舵を切った時期でもあり、そうした議論にもこのプロジェ

クトの成果は大きく貢献してきました。

2021 年度に開始された国立環境研究所第 5 期中長期計画では、統合研究プログラムで行った研

究をさらに発展させ、世界から国を対象とした脱炭素・持続社会研究プログラムや、地域の社会

課題にも向き合う持続可能地域共創研究プログラム等へと引き継がれています。待ったなしの持

続可能社会や脱炭素社会の実現に向けて、さらに大きな貢献ができるよう尽力して参ります。一

層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

令和7年2月 

国立研究開発法人 国立環境研究所

理事長 木 本 昌 秀
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1 プログラムの概要 

 

1.1 研究プログラム全体の目的、目標、構成等 

統合研究プログラムは、推進戦略に基づき、持続可能な社会の実現に向けたビジョン・理念の提示、持続可能な社会

の実現に向けた価値観・ライフスタイルの変革、環境問題の解決に資する新たな技術シーズの発掘・活用、災害・事故

に伴う環境問題への対応に貢献する研究・技術開発に、人文・社会科学領域や従来の環境分野の枠を超えた研究コミュ

ニティとの連携を進めながら取り組んできた。具体的には、図 1.1.1に示す 5つの視点での統合を試み、持続可能な社

会の実現に寄与する研究を行ってきた。1つ目の統合は、複数の環境問題の統合であり、第 4期中長期計画でも取り組

まれてきた低炭素、資源循環、自然共生、安全確保、環境創生の各環境問題についての統合を対象としてきた。2つ目

の統合は、環境、経済、社会を対象としたものである。3つ目は、都市、地域、国、アジア、世界といった異なる空間

スケールの課題をどのように統合するかを対象としている。4つ目は、長期的なビジョンと短期的な取り組みという異

なる時間スケールの統合である。5つ目は、分析手法の統合であり、定性的な叙述シナリオと定量的な分析を対象とし

ている。 

 

 

図1.1.1 統合研究プログラムにおけるスコープ 

 

本研究プログラムでは、以下の 3つの課題に取り組んできた。 

（1）世界及びアジアを対象に、低炭素や資源循環など複数の政策課題を取り扱う新たな統合評価モデルの開発とそれ

を用いた持続可能シナリオの定量化、及び定量化の基礎となる社会経済シナリオの開発（プロジェクト 1：世界

及びアジアを対象とした持続可能シナリオの開発に関する研究）。 

（2）国土から都市を対象に、気候変動を中心に資源循環なども含めた環境問題に対して、社会モニタリングを含めた

統合的な施策評価と実施計画の立案検討の枠組み構築（プロジェクト 2：適応と緩和を中心とした地域環境社会

統合的なロードマップ研究）。 

（3）持続可能な社会に向けた、地域及び生活を対象とした計画策定手法の開発、及び国・地域を対象とした法制度の

提示（プロジェクト 3：環境社会実現のための政策評価研究）。 
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1.2 研究の概要 

前項で示したとおり、統合研究プログラムでは 5つの視点での統合を試みてきた。図 1.2.1に、統合研究プログラム

の各プロジェクトにおいて、第 4期中長期計画期間において実施することができた課題と、次期中長期計画期間以降に

おいて引き続き取り組む課題の概要を示す。全球から国、地方、都市の様々なスケールを対象に、統合評価モデル

AIM（Asia-Pacific Integrated Model；アジア太平洋統合評価モデル）や土地利用モデルを用いて、低炭素を中心とした持

続可能社会の実現に向けた長期シナリオの定量化を行った。また、そうしたモデル分析の基礎となるデータを、電力消

費モニタリングや家庭部門の我が国のCO2排出実態統計調査の個票データから収集し、機械学習を用いた短期的な予

測評価や詳細な排出データの構築を行った。これらの分析結果や開発したツールは、計画策定の基礎情報として様々な

ステークホルダーに提供した。また、気候変動緩和策や持続可能性を評価するための指標の開発、合意形成の可能性、

メディアを通じた環境問題の取り上げられ方の変化を明らかにした。 

 

  

図1.2.1 第4期中長期において取り組んだ課題と次期中長期において取り組む課題 

注：各統合分野の上段（青色）は第4期中長期において取り組んで成果が得られた項目を、下段（赤色）は次期中

期においても引き続き取り組む課題を、それぞれ示す。 
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2  研究の成果 

 

2.1 プログラムを構成する研究プロジェクト（PJ1：世界及びアジアを対象とした持続可能シナリオの開発に関する研

究） 

2.1.1 サブテーマ1：世界を対象とした持続可能シナリオの開発に関する研究 

2.1.1.1 目的と経緯 

PJ1（1）では、世界を対象とした低炭素、資源循環、自然共生の各領域を対象とした課題解決の統合に加え、安全・

安心も考慮した統合的な持続可能な社会の実現に向けた世界規模の将来シナリオの開発に資する統合評価モデルの開発

と、それを用いた将来シナリオの定量化を行った。得られた全球レベルの結果を様々な領域にダウンスケールして、国

や地域のシナリオを分析する各課題に提供することも本課題で担当した。 

より具体的な研究項目として、「複数の政策課題の統合的解決の検討に資する世界規模の新たな統合評価モデルの開

発とそれを用いた将来シナリオの定量化」については、環境研究総合推進費課題 2-1702「パリ協定気候目標と持続可能

開発目標の同時実現に向けた気候政策の統合分析」や同 2-2002「世界を対象としたネットゼロ排出達成のための気候緩

和策及び持続可能な開発」と関連付けて推進し、国内外の他研究機関の協力も得ながら、 

� 1.5℃気候目標下での食料安全保障を確保する包括的な緩和政策の設計 

� 排出削減による食料安全保障への負影響を回避するための具体策のマルチモデル評価 

� 飢餓撲滅の国際目標に向けた取り組みが環境条件（温室効果ガス排出・水利用・森林面積・窒素利用）に及ぼす

波及影響の分析 

� 生物多様性保全・土壌劣化回避のための保護地設定が気候政策の実施条件（バイオマスエネルギーポテンシャ

ル）に及ぼす影響の分析 

� 所得不平等と二酸化炭素濃度上昇に伴う食料栄養不足の分布効果の評価 

� 気候政策が各種開発目標に及ぼす波及効果の統合評価 

の各研究を実施した。また併せて「社会経済シナリオの空間詳細化とその共有」にも取り組んだ。以下では、研究項目

別に方法（2.1.1.2）と結果と考察（2.1.1.3）を報告する。 

 

2.1.1.2 方法 

（1） 1.5℃気候目標下での食料安全保障を確保する包括的な緩和政策の設計 

気候政策が食料安全保障・飢餓リスク（持続可能開発目標 SDGsの SDG2に関連）に及ぼす波及的効果（例：バイオ

エネルギー作物のシェア増加に伴う食料価格上昇・飢餓リスク増加）の既開発の評価手法を高度化し、気候目標と飢餓

リスク軽減の同時達成に資する一連の追加政策（包括的緩和政策）の定量評価を可能にした。そのうえで、IPCC1.5℃

特別報告書への貢献を企図し、2℃目標ならびに 1.5℃目標と飢餓リスク増加回避を同時達成する包括的緩和政策の提案

を行った。 

食料安全保障に資する政策手段としては、国際援助、バイオエネルギー税、国内収入再配分に焦点を当てた。定量化

にあたり、AIMの既開発モデル群を結合的に用いるモデル枠組を構築した。このモデル枠組には、バイオエネルギー

作物、植林、非二酸化炭素ガスの排出削減などの土地ベースの緩和オプションが含まれ、その中核はエネルギー、農

業、および土地利用市場間の相互作用を描出するAIM/CGEである。分析対象シナリオとして、4つの気候緩和レベル

と 3つの社会経済シナリオを用い、そこに食料安全保障関連の政策の有無によりシナリオを追加した。 

 

（2）排出削減による食料安全保障への負影響を回避するための具体策のマルチモデル評価 

21世紀を対象に、温室効果ガス排出削減策によってもたらされる食料安全保障への負の影響を回避するための具体

策を提言し、途上国への必要な援助費用を算定した。欧州のHorizon2020プロジェクト（CDLINKS）に参画する、日本



 

 4 

を含めた世界の 6つの研究機関の統合評価モデルが提供する将来予測のデータを使用し、飢餓リスク推計ツールを用い

て解析を実施した。モデル内では将来の世界全体の累積二酸化炭素排出量を所与とし、それを満たすための温室効果ガ

ス排出削減を世界一律の炭素税を課すことで表す。炭素税は化石燃料の消費や森林伐採に対して罰金が科せられ、低炭

素なエネルギー源の消費や植林などを経済合理的なメカニズムで促す。この炭素税は主として以下の 3つの経路で食料

安全保障に影響をもたらす。 

a）農業由来の温室効果ガス排出削減のための費用により食料価格が上昇 

b）農業由来の温室効果ガス排出への課税により食料価格が上昇 

c）バイオエネルギーの需要が増加し、土地価格や食料価格が上昇 

将来分析には、温室効果ガス排出削減の規模が異なる 4シナリオを検討した。さらに、温室効果ガス排出削減策によ

ってもたらされる食料安全保障への負の影響を回避するための以下の 3つの具体策 

a）食料価格に対する補助金 

b）途上国に対する国際援助 

c）飢餓リスクに直面する人のみに対する援助 

について、費用算定を行った。 

 

（3）飢餓撲滅の国際目標に向けた取り組みが環境条件（温室効果ガス排出・水利用・森林面積・窒素利用）に及ぼす

波及影響の分析 

飢餓の対策として従来は食料の増産が考えられてきたが、食料の生産そのものは農地開拓、森林伐採、温室効果ガス

の排出などの環境負荷をもたらす。そのため、飢餓撲滅のために食料生産を増やすことが、環境に意図せぬ負荷を与え

る可能性がある。そこで、本研究では、環境に負荷を与えずに飢餓撲滅を実現するための政策を明らかにした。 

飢餓撲滅と食料生産・消費に関わる異なる複数の政策を組み合わせたシナリオを準備し、シミュレーションを実施

し、それらの結果を比較することで政策の効果を算定した。シナリオには以下の a～gの 7つを準備した。 

a) 現在の不平等な食料分配を維持しつつ全ての人々の食料消費を一律に増やすことにより 2030 年までに飢餓をなく

すシナリオ（図 2.1.1中の「食料増産」） 

b) 飢餓の人々に集中的に食料支援を実施するシナリオ（同「食料支援」） 

c) b)の食料支援に加えて食料廃棄物を削減するシナリオ（同「食料支援＋食料廃棄物削減」） 

d) b)の食料支援に加えて先進国を中心とした過剰摂取の削減（同「食料支援＋過剰摂取抑制」） 

e) b)の食料支援に加えて作物収量の改善をそれぞれ組み合わせて飢餓撲滅を実現するシナリオ（同「食料支援＋作物

収量改善」） 

f) 集中的食料支援と c)から e)の 3つの政策をすべて実施するシナリオ（同「食料支援＋ALL」） 

g) 比較対象として過去を将来に延長した飢餓対策を行わないなりゆきシナリオ 

を準備した。政策の効果は、飢餓撲滅の目標年である 2030 年について各シナリオの結果を、なりゆきシナリオを比較

することで算定した。 

シミュレーションには、国際応用システム分析研究所が開発・運用している農業経済部分均衡モデルGLOBIOM 

（Global Biosphere Management Model） を用いた。GLOBIOM は将来の人口とGDP を入力し、経済合理性に基づき食料需

給、土地利用分布、温室効果ガス排出量などを出力（将来推計）するモデルである。人口と所得から算定される農畜産

物の需要を所与とし、それを満たすための農畜産物の生産量、土地利用分布、それに伴う環境負荷を算定する。本研究

では、シナリオに応じて必要な食料需要量をあらかじめ算定し、それをGLOBIOM 内で想定し、その需要を満たす食

料需給、土地利用変化、環境負荷物質を推計した。食料需要の算定には、図 2.1.1に示すような一人当たり食料消費カ

ロリーに対する人口分布を用いた。「食料増産」シナリオでは食料分配の分布形を維持したまま、最小エネルギー必要

量以下の人口がいなくなるまで右にシフトし、その時の平均消費量を想定した。これは、飢餓がなくなるまですべての

人々の食料消費を一律に増加させることを意味する。「食料支援」シナリオでは、なりゆきシナリオで飢餓の状態にあ
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る人々の食料消費を最小エネルギー必要量のレベルまで増加させることを想定した。すなわち、最小必要量に不足する

分だけ食料消費を増加させることを想定している。「食料支援＋過剰摂取抑制」シナリオでは、「食料支援」に加え、

過剰摂取の人々の消費を最大必要量レベルまで落とすことを想定した。すなわち、最大エネルギー必要量を超える分の

食料消費を減らすという想定をした。「食料支援＋食料廃棄物削減」シナリオでは、「食料支援」に加えて、消費段階

でのロスをなくす、すなわち、廃棄分だけ食料消費量を低く想定した。「食料支援＋ALL」シナリオでは、「食料支

援」と「過剰摂取抑制」、「食料廃棄物削減」をすべて実施することを想定した。 

 

 

図2.1.1 飢餓撲滅達成のための可能な食料分配の変化 

注：上図の実線の曲線はなりゆきケースと食料増産ケースでの2030年における一人当たり食料消費カロリーに対す

る人口分布を示す。左右の赤の網掛けはそれぞれ最小エネルギー消費量に満たない範囲と最大エネルギー消費量

を超過する範囲を示す。青の網掛けは、2030年になりゆきケースで最小エネルギー消費量に満たない量を消費

する人口（飢餓リスク人口）を示し、食料支援政策ではこの不足部分を満たすことを想定している。下の青線は

各シナリオでの必要な世界の平均一人当たり消費量を示し、これがモデル内では食料需要の制約となっている。

黒の点線はなりゆきシナリオのそれを示す。 

 

（4）生物多様性保全・土壌劣化回避のための保護地設定が気候政策の実施条件（バイオマスエネルギーポテンシャ

ル）に及ぼす影響の分析 

低炭素に向けた多くの排出削減シナリオにおいて、バイオエネルギー作物の生産・利用が大きな役割を担うことが想

定されている。一方で、バイオエネルギー作物の農地を大規模展開することは、持続可能性の観点で様々な懸念が指摘

されており、作物生産・農地拡大に伴う陸域生態系への圧力を軽減するための政策はバイオマスエネルギーの供給ポテ

ンシャルと生産コストに影響を与える可能性がある。そこで本研究では、環境保護政策（陸域生物の多様性保全と土壌

の保護）ならびに需給両面の社会変革（需要側政策として持続的な食慣習、供給側政策として生産技術の高度化と食料

産品の貿易開放）について各種の想定を与えた場合のバイオマスエネルギーポテンシャルを推定した。分析には、世界

を対象とした応用一般均衡モデル（AIM/CGE）と空間土地利用配分モデル（AIM/PLUM；integration Platform for Land-Use 

and environmental Modeling）で構成される統合評価モデリングフレームワークを使用した（図 2.1.2）。生物分布適域の

分析結果をふまえた優先的に保護すべき地域や、土壌劣化回避の観点から保護すべき地域を所与の制約条件として与え

たうえで、炭素価格に応じた世界・地域別のバイオエネルギー供給ポテンシャルを推計し、供給曲線を描出した。 
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図2.1.2 AIM/CGE及びAIM/PLUMを用いたバイオエネルギーポテンシャルの推計フレームワーク 

 

（5）所得不平等と二酸化炭素濃度上昇に伴う食料栄養不足の分布効果の評価 

全球平均の大気中二酸化炭素濃度は、その増加を抑制する取り組みが無かった場合、2050年前後に 550ppmに達する

と見込まれている。圃場実験によれば、二酸化炭素濃度が増加した環境下において食用作物中の蛋白質、鉄分、亜鉛等

の微量栄養素含有量が低下することが懸念されており、従来から指摘されてきた気候変化に伴う作物収量減少に上乗せ

される形で、人間の栄養摂取状況に悪影響をもたらしうる。全球規模のモデル研究を通じて、そのような栄養摂取状況

への影響が、栄養不足人口の増加の形で顕在化することも指摘されている。そこで、大気中の二酸化炭素濃度の増加に

伴う農作物中の蛋白質、鉄分、亜鉛の含有量の減少が食料消費を通じた栄養摂取に及ぼす影響について、中国を評価対

象地域として分析を実施した。 

 

（6）気候政策が各種開発目標に及ぼす波及効果の統合評価 

全球を対象地域とした気候緩和政策により生じる複数の持続可能開発目標への波及影響（正の影響であるシナジーと

負の影響であるトレードオフ）の統合分析を行った。気候緩和政策の波及影響の評価対象とした持続可能開発目標に関

連した指標としては、SDG2（飢餓）関連で飢餓リスク人口と農作物価格、SDG3（健康）関連で大気汚染死亡数、

SDG6（水資源）関連で水不足人口、SDG7（エネルギー）関連で再生可能エネルギーシェア、SDG8（労働）関連で一

人当たりGDPと失業率、SDG9（経済）関連で二次産業シェア、SDG12（消費）関連で食料品廃棄量、SDG15（陸域生

態系）関連で森林面積と種多様性関連指標を採用し、その評価を行った。 

指標定量化のために、一般均衡型経済モデル（AIM /Hub）に、グリッド化土地利用配分モデル（AIM/PLUM）、生物

多様性モデル（AIM/BIO）、水不足評価ツール、排出量ダウンスケーリングツール、飢餓推定ツール、簡易気候モデ

ル、大気化学輸送モデル（GEOS-Chem）および健康評価ツールを連結した（表 2.1.1）。また、限界排出削減 SDG量

（marginal SDG-emissions-reduction values: MSVs／一単位量のCO2排出削減により生じる各 SDG指標の変化量）という評

価指標を新規提案・利用した。気候緩和政策としては、工業化以降の全球気温上昇を 1.5℃以下に抑制（1.5C）・2℃よ

り十分低く抑制（WB2C）・2℃以下に抑制（2C）・2.5℃以下に抑制（2.5C）の 4ケースを想定した。 
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表2.1.1 SDGs指標評価のために連結した各モデル・ツールの特徴 

Model名 モデルタイプ 解像度 主要出力 主要入力 

AIM/BIO 統計モデル 世界0.5°グリッド 種別潜在的生息域 土地利用・気候 

AIM/Hub 経済モデル 世界17地域 
経済、エネルギー、土地利

用、水、農業等 

GDP、人口、技術や選好等の

社会経済見通し 

AIM/PLUM 土地利用分配モデル 世界0.5°グリッド 土地利用 集約的な土地利用と価格 

GEOS-Chem 大気化学輸送モデル 世界2*2.5°グリッド 大気汚染物質濃度 気象、大気汚染物質排出 

Health tool 簡易計算モデル 世界0.5°グリッド 大気汚染由来健康影響 大気汚染物質濃度 

Hunger tool 簡易計算モデル 世界106地域 食料分配・飢餓リスク人口 平均食料消費量、GDP/cap 

Water tool 簡易計算モデル 世界0.5°グリッド 水ストレス人口 水需要・気候 

 

（7）社会経済シナリオの空間詳細化とその共有 

IPCC第 6次評価報告書に向けた気候変動研究での共通利用が見込まれる新たな社会経済シナリオ SSP（Shared 

Socioeconomic Pathways: 共通社会経済経路）のうち、国立環境研究所がAIMモデルを用いて開発を行った 5つの土地利

用シナリオについて、土地利用ダウンスケールモデルAIM/PLUMを開発したうえで、同モデルを活用して空間詳細化

を実施した。 

AIM/PLUMでは、AIM/CGEが出力する世界 17地域区分の土地利用シナリオを、植生・作物モデルから得られる土地

生産性の空間情報、初期年の土地利用分布の観測値（牧草地、農地、保護区、ツンドラ・水面、定住地等の空間情報）

を考慮した収益最大化によって分配し、0.5°×0.5°の空間情報に詳細化する（図 2.1.3）。 

また、IPCC第 6次評価報告書の作成に向け、当該土地利用シナリオならびにその他の SSPベースの空間詳細な温室

効果ガス・大気汚染物質排出シナリオへのニーズが高まることが予想されたことから、所内研究・共同研究の枠組みの

外でも広く活用されるよう、データの一般公開・配信に取り組んだ。 

 

 
図2.1.3 AIM/PLUMモデルの計算フロー 
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2.1.1.3 結果と考察 

（1）1.5℃気候目標下での食料安全保障を確保する包括的な緩和政策の設計 

国際援助、バイオエネルギー税、国内収入再配分等の政策手段により、気候政策（2℃目標・1.5℃目標相当の緩和政

策）の経済効果により生じる飢餓リスク人口の増加を回避できることが示された。これらの政策手段を施さない場合、

1.5℃目標シナリオでは、2050年での飢餓リスク人口が 1億 3300万人になる可能性がある。一方、上記政策手段を含む

包括的な気候政策に要する世界全体での追加的厚生損失は、気候緩和に要する総費用（3.7%の厚生損失）と比較して小

さく（<0.1%）、国際援助の財政費用も高所得国のGDPの約 0.5%に留まる（図 2.1.4の塗りつぶし無しの赤丸）。 

 

 

図2.1.4 基準年（2005）とSSP2・2050年（BL/NDC/2℃/1.5℃シナリオ）の飢餓リスク人口の地域分布（棒グラフ・単

位：百万人）及びBLと同水準の食料消費を確保するための国際援助政策の資金フロー（サークル・単位；

対GDP比%） 

注：BLは緩和政策無し、NDC、2℃、1.5℃はそれぞれ NDC延長、2℃目標、1.5℃目標に相当する緩和シナリオでの、食

糧安全保障の追加政策がない場合の推計値。サークルは、排他的な気候政策に起因する食糧消費減少を満たすた

めの財政的要件を対GDP比%で示している。 塗りつぶし無しの丸は支援国（先進国）の支出資金、塗りつぶしの丸

は被支援国の受取資金。図では2℃目標（青）・1.5℃目標（赤）での国際援助政策の分析結果が事例として示さ

れている。 
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図2.1.5 a) 世界のCO2排出量、b) 削減に必要な炭素税、c) 温暖化対策に伴う飢餓リスク人口（Baseline: 温室効果

ガス排出削減策を取らないシナリオ、NDC: パリ協定で各国が提出した2030年までの自主的な排出目標を満た

し、その後同程度の排出削減努力を継続するシナリオ、2℃、1.5℃: 全球平均気温をそれぞれ2℃、1.5℃以下

に抑制するシナリオ）、d)飢餓リスク人口増加を抑制するための費用（1.5℃気候安定化時の2050年における

モデル中位値をGDP比で表示） 

注：図中の幅は複数のモデルによる結果の幅を示す。 

 

（2）排出削減による食料安全保障への負影響を回避するための具体策のマルチモデル評価 

図 2.1.5 d)が示すように、途上国への援助費用は世界全体のGDPあたり 0.18%（約 30兆円）に相当した。これは温室

効果ガス排出削減費用と比べると一桁小さいオーダーとなる。また、 2℃あるいは 1.5℃目標の達成のために必要な炭

素価格や費用を推計したところ、その推計値はモデルにより大きく異なることが示された（図 2.1.5 a）と b））。ま

た、気候目標に準じた温室効果ガス排出削減策を実施する場合、排出削減策を取らないと仮定したベースラインと比べ

て、飢餓リスク人口は 2050年で 1.6憶人（1.2～2.8憶人：モデル不確実性）増加となる（図 2.1.5 c)）。また、食料消費

量は年世界全体平均で 5～10%程度の低下となった。 

 

（3） 餓撲滅の国際目標に向けた取り組みが環境条件（温室効果ガス排出・水利用・森林面積・窒素利用）に及ぼす

波及影響の分析 

なりゆきシナリオでは、今後の経済発展に伴い、世界の平均一人当たり食料消費カロリーは 2010年時点で 2770kcal/

日/人であるのに対し、2030年には 2940 kcal/日/人にまで増加する。これに伴い、必要な農作物は 2030年時点では 2010

年比で 18億トン増え、農地と牧草地はあわせて約 1.6億 ha増えることが推計された。 

2010年時点の世界の不平等な食料分配を改善することなく、一律に食料配分を増やして 2030年に飢餓をなくす場

合、飢餓撲滅に必要な食料生産が環境に悪影響を与えることが示された（図 2.1.6）。この場合、2030年時点で、上の

なりゆきシナリオと比べて食料生産は 20％増え、農地・牧草地は合わせて 4800万 ha増、農業・土地利用由来の温室効

果ガス排出は 5.5億トン（二酸化炭素換算）増となった。 
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図2.1.6 2030年での異なる飢餓撲滅政策のもとでの農業由来の環境負荷。指標はそれぞれ森林損失、その他自然地の

損失、農業用灌漑水利用、窒素肥料利用、農業・土地利用変化に伴う温室効果ガス排出量を示す。値は2030

年における各指標の2010年比の変化量をなりゆきケースと比べたときの割合（%）を示す。 

 

一方、飢餓の人々に対する集中的な食料支援により飢餓撲滅を達成する場合、なりゆきシナリオに比べて追加的な食

料生産は 3%程度増加となり、追加的な環境負荷も小さく抑えられた。さらに、貧困層に対する集中的な食料支援に加

え、先進国を中心とした食料廃棄や過剰摂取の削減などの対策も合わせて実施することで先進国・発展途上国の食料分

配を改善しつつ飢餓をなくす場合は、食料生産とそれに伴う環境への負荷が大きく削減されることが示された。具体的

には、2030年時点のなりゆきシナリオ比で食料生産は 9％減、農地と牧草地はあわせて 2.3 億 ha 減となるほか、温室効

果ガスは 13.6億トン（二酸化炭素換算）減となることが分かった。 

この結果は飢餓撲滅や他の SDGsの同時達成に向けた政策を検討する上で、飢餓撲滅には食料増産だけではなく、貧

困層への集中的な食料支援と、先進国を中心とした食料廃棄物の削減や過剰摂取の抑制などの食料分配の改善を合わせ

て行うことが重要であることを示唆している。 

 

（4）生物多様性保全・土壌劣化回避のための保護地設定が気候政策の実施条件（バイオマスエネルギーポテンシャ

ル）に及ぼす影響の分析 

保護地の制約条件を想定しない場合、政策なしでの世界のバイオエネルギーポテンシャルは 245 EJ /年（5 US$/GJの

炭素価格では 192 EJ/年）のものが、陸域生物の多様性保全と土壌劣化回避のための環境保護政策（作物栽培に使わな

い保護地の設定）を想定した場合には 149 EJ /年（5 US$/GJの炭素価格では 110 EJ/年）になると見積もられた（図

2.1.7）。生物多様性保全の方がより広域での保護地の設定を要する想定であるため、土壌保護よりもバイオマスエネル

ギーポテンシャルに大きな影響を与えた。需給両面での社会変革を想定した場合には、環境保護政策下であってもバイ

オマスエネルギーポテンシャルは 186 EJ /年（5 US$/GJの炭素価格では 143 EJ/年）となった。これらの結果から、産業

革命前比で 2℃を十分下回る世界平均気温上昇の抑制に必要な大規模なバイオエネルギー農地の展開は、環境保護目標
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とのトレードオフに直面する可能性があり、それらの環境保護目標と調和した緩和経路や追加施策の検討が必要である

ことが示唆された。 

 

 

図2.1.7 各シナリオ想定での2050年における全球バイオエネルギー供給曲線 

 

（5）所得不平等と二酸化炭素濃度上昇に伴う食料栄養不足の分布効果の評価 

中国を評価対象地域として、同国内での所得階層別の食料構成を考慮した分析を実施した結果、全体が摂取する蛋白

質、鉄、亜鉛が約 2.17〜4.75%少なくなり、栄養不足人口率が 1.35〜4.42%増加することが示された（図 2.1.8）。 

さらに、二酸化炭素濃度増加に伴う上記栄養素の摂取減少の大きさが所得階層により異なること、もとより所得階層

により上記物質の摂取に差があるところ、二酸化炭素濃度増加に伴い階層間の格差がより広がる傾向があることについ

て見出した（図 2.1.9）。下位 10%の所得層の上記栄養素の接種減少率は、上位 10%の所得層の減少率の 1.37～1.54倍と

なると見積もられた。低所得層では、蛋白質、鉄、亜鉛すべての栄養素の摂取量が同時に減少し、健康リスクに対して

より脆弱になる。この研究は、二酸化炭素濃度が上昇した環境下で著しい社会的不平等が存在することを明らかにし

た。この社会的不平等を解消するためには、低所得層を明確に対象とする栄養政策の実施が必要となる。 

 

 
図2.1.8 二酸化炭素濃度 550ppm条件下での所得階層別の栄養摂取減少率に関するモンテカルロ解析の結果（（a）タ

ンパク質、（b）鉄、（c）亜鉛） 
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図2.1.9 蛋白質・鉄分・亜鉛それぞれの間での栄養摂取減少率の相関 

注：D1～D10はサンプル数を10で割ることで作成した収入区分で、D1が最も収入が低い） 

 

（6）気候政策が各種開発目標に及ぼす波及効果の統合評価 

図 2.1.10は、緩和無し想定（ベースラインシナリオ）と比較した二酸化炭素排出削減率（横軸）と SDG指標変化

（縦軸）との関係を示している。図中の直線（線形回帰）の傾きがMSV（限界 SDG指標変化）となる。また、信号機

の緑、赤、黄はMSVに基づく、副次的便益、トレードオフ、統計的な有意性無し（5%信頼水準）を示している。副次

的便益・トレードオフの関係は地域間差が小さいことも読み取れる。 

大気質、再生可能エネルギーシェア、エネルギー強度、失業率、森林面積について副次的便益がみられ、ベースライ

ンシナリオと比較して 1%の二酸化炭素排出削減で 0.58%、0.23%、2.6%、0.02%、0.34%の改善となる。一方、飢餓、農

業価格、GDP、及び生物多様性のリスクは、それぞれ 0.94%、0.26%、0.034%、及び 0.026%のトレードオフとなる。食

品廃棄物の傾きは統計的に有意ではなく、二酸化炭素排出量との関係性を特定できなかった。 

多くの指標で線形回帰により有意性のあるMRVが求められたが、一部の国で二酸化炭素排出削減が 80%削減を超え

ると緩和に対して強い非線形の応答を生じることも分かった。例えばインドの飢餓リスクは、主にバイオ燃料生産強化

に伴う地代上昇により高い二酸化炭素排出削減率で強い応答が生じる。線形応答を想定したMSVが、中程度の削減

（80%未満）で適用可能であるが、80%を超える削減域では適用に注意が必要である。 
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図2.1.10  SDG指標とCO2削減率の関係（色はシナリオ、マーカーの形は地域を表している） 

 

（7）社会経済シナリオの空間詳細化とその共有 

土地利用ダウンスケーリングモデルAIM/PLUMモデルの開発に際しては、計算手法の詳細説明、手法検証、及び同

モデルを用いて作成した土地利用シナリオを用いた土地利用炭素排出量推計で構成されるモデル記述論文を公表した。

ダウンスケーリングを実施した場合とそうでない場合の二酸化炭素排出量を比較すると、土地利用のダウンスケーリン

グは、農地と牧草地の拡大による炭素ストック密度の空間的分布と炭素排出の地域的異質性を適切に反映できることを

示した。 
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図2.1.11 AIM/PLUMモデルの出力例（SSP2ベースライン（緩和政策無し）シナリオでの

基準年2005年から2100年の各土地利用区分の面積率の変化） 

 

社会経済シナリオ SSPについて、空間ダウンスケーリング手法（土地利用についてはAIM/PLUM、温室効果ガス・

大気汚染物質についてはAIM/DS）を適用し、気候予測実験や環境影響評価での将来想定として利用可能な土地利用並

びに各種温室効果ガス・大気汚染物質排出量の空間詳細化情報（空間解像度 0.5°×0.5°のグリッド化データ）を作成

し、データ配信を行った。図 2.1.12はデータ配信ウェブページ（https://www-

iam.nies.go.jp/aim/data_tools/aimssp/aimssp.html）のスナップショットである。なお、データ作成手法と仕様、ならびに既存

の他機関データとの比較については、当該データを利用する研究での引用を想定しデータ記述論文を公表した。同デー

タの特徴は、単一の統合評価モデル（AIM/CGE）と空間ダウンスケーリング手法を用いて、将来の複数の社会経済発

展経路（SSP1/2/3/4/5）と気候安定化水準（RCP1.9/2.6/3.4/4.5/6.0/7.0/8.5）の網羅的な組み合わせ（実現不可能な組み合わ

せは省く）についてシナリオデータを作成・提供していることである。 
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図2.1.12 AIM-SSP/RCPグリッド化排出・土地利用シナリオの配信ウェブサイト 

 

さらに、海外研究機関と共同で、気候予測実験や環境影響評価での将来想定として利用可能な土地利用ならびに各種

温室効果ガス・大気汚染物質排出量の空間詳細化情報（空間解像度 0.5°×0.5°のグリッド化データ）を作成し、その

作成手法の記述論文の公表にも貢献した。なお、国立環境研究所・京都大学・立命館大学によるAIM/CGEモデルは、

同国際共同作業で開発された 9シナリオのうち、SSP3-7.0（緩和努力が取られないGHGs高排出ケース）ならびに

SSP3-LowNTCF（CO2については SSP3相当の高排出・CH4や硫酸エアロゾルなどの大気汚染物質については早期より

低排出）の将来経路推計を担当した。両シナリオは IPCC第 6次評価報告書に向けて実施されているモデル比較評価プ

ロジェクト（ScenarioMIP、AerChemMIP、LUMIP）で世界の多くの気候・影響モデルチームによって用いられる予定で

ある。 
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2.1.1.4 まとめ 

気候政策（緩和）を実施した場合の他社会・開発目標への波及効果について評価手法開発・分析を重ねた。例えば、

「1.5℃気候目標下での食料安全保障を確保する包括的な緩和政策の設計」、「排出削減による食料安全保障への負影

響を回避するための具体策のマルチモデル評価」では、気候政策が食料安全保障・飢餓リスク（持続可能開発目標

SDGsの SDG2に関連）に及ぼす波及的効果（例：バイオエネルギー作物のシェア増加に伴う食料価格上昇・飢餓リス

ク増加）の既開発の評価手法を高度化し、気候目標と飢餓リスク軽減の同時達成に資する一連の追加政策（包括的緩和

政策）の定量評価を実施した。 

より包括的に、気候政策が飢餓リスク軽減の他の持続開発目標に及ぼす影響についての評価にも取り組み、「気候政

策が各種開発目標に及ぼす波及効果の統合評価」の研究として成果のとりまとめを行うことが出来た。さらに、気候政

策が他の開発目標に及ぼす影響を見るという視点とともに、逆に、「飢餓撲滅の国際目標に向けた取り組みが環境条件

（温室効果ガス排出・水利用・森林面積・窒素利用）に及ぼす波及影響の分析」や「生物多様性保全・土壌劣化回避の

ための保護地設定が気候政策の実施条件（バイオマスエネルギーポテンシャル）に及ぼす影響の分析」では、それぞれ

食料安全保障・飢餓リスク軽減や生物多様性保全を前提とした場合の気候政策の実現可能性について論じることが出来

た。 

加えて、「社会経済シナリオの空間詳細化とその共有」に関しても、IPCC第 6次評価報告書での利用を想定し開発

された SSPシナリオについてその空間詳細化したデータセットの開発に取り組み、本研究課題の中でも将来の社会経

済変化の想定条件として用いるとともに、国内外の気候変動緩和研究・適応研究でも利用できるようにデータプロダク

トの記述論文の作成・公表ならびにデータの公開に取り組むことが出来た。 
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2.1.2 サブテーマ2：アジアを対象とした持続可能シナリオの開発に関する研究 

2.1.2.1 目的と経緯 

本プロジェクトが開始された 2015年にパリ協定が採択され、世界の平均気温を産業革命前から 2℃よりも十分低い

水準に抑えるという「2℃目標」に世界各国は合意した。また、それに先立って各国は INDC（Intended Nationally 

Determined Contributions：約束草案）と呼ばれる各国における取り組みを設定し、国連に提出した。日本は、2030年の温

室効果ガス排出削減目標として 2013年比 26%を掲げた。また、パリ協定では、世界平均気温の産業革命前からの上昇

を 1.5℃に抑えるという「1.5℃目標」も努力目標として掲げ、1.5℃の気温上昇にかかる影響や関連する地球全体での温

室効果ガス排出経路に関する評価を IPCCに招請した。これを受けて IPCCでは、2018年に「1.5℃特別報告書（正式名

称：気候変動の脅威への世界的な対応の強化、持続可能な開発及び貧困撲滅への努力の文脈における、工業化以前の水

準から 1.5℃の地球温暖化による影響及び関連する地球全体での温室効果ガス排出経路に関する IPCC 特別報告書）」

を報告した。 

こうした社会情勢のもと、PJ1（2）では、日本を含むアジアの国々を対象に、気候変動緩和策を中心に持続可能な社

会の実現に向けた取り組みを評価するモデル開発と、それらを用いた政策評価を行うことを目的として分析を行った。

分析対象としたモデルは技術選択モデルであるAIM/Enduseと応用一般均衡モデルであるAIM/CGEであり、対象国は日

本、中国、インド、タイ、インドネシア等である。また、モデル開発を目的としたトレーニングワークショップや、政

策決定者との対話を目的としたワークショップにも参加し、モデル開発やモデル分析の普及にも努めてきた。 

 

2.1.2.2 方法 

 本サブテーマでは、国を対象とした分析を行ってきたが、分析に用いたモデルは主として技術選択モデルである

AIM/Enduseと経済モデルの 1つである応用一般均衡モデルAIM/CGEであり、これらのモデルを各国に適用してきた。

以下ではこれらのモデルの構造を説明する。 

 

（1）技術選択モデルAIM/Enduse 

 各国を対象とした技術選択モデルAIM/Enduseでは、図 2.1.13に示すように将来のエネルギーサービス需要量を人口

やGDP等の予測値から推定し、このエネルギーサービス需要量を満たすように初期費用の年価と運転費用の合計が最

小となるような技術やエネルギーを選択し、あわせて温室効果ガスの排出量を推計する。 

 

 
図2.1.13 技術選択モデルAIM/Enduseの概要 
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（2）応用一般均衡モデルAIM/CGE 

 応用一般均衡モデルであるAIM/CGEでは、価格メカニズムを基礎にしたモデルであり、生産者においては想定され

た生産関数を前提に利潤最大化、家計（消費者）においては所得制約下で効用最大化するようにそれぞれ行動し、生産

要素を含めたすべての市場において需要と供給が均衡するように価格と活動水準が決定されるモデルである。気候変動

緩和策など環境政策を導入した場合のマクロ経済影響を評価することができる。図 2.1.14にAIM/CGEの概要を示す。 

 

 

図2.1.14 応用一般均衡モデルAIM/CGEの概要 

 

2.1.2.3 結果と考察 

（1）日本を対象とした分析結果 

 2020年 10月に菅義偉首相（当時）が、日本は 2050年に脱炭素社会を実現することを明らかにし、日本も低炭素社会

から脱炭素社会の実現に向けた取り組みに本格的に舵を切った。PJ1（2）における日本を対象とした分析では、従来の

目標であった 2050年 80%削減を中心に分析を行うとともに、脱炭素社会の可能性についても検討を行った。 

 日本を対象とした 2050年 80%削減を対象とした分析については、AIM/EnduseとAIM/CGE両方を用いて分析を行っ

た。AIM/Enduseを用いて、2050年 80%削減を実現する経路を分析した。80％削減を実現する取り組みとして重要とな

る技術は、ネガティブ排出技術であるBECCS（バイオマスエネルギー＋CCS）や再生可能エネルギーであり、原子力

発電は 2050年までフェーズアウトしても目標は達成可能であることを示した。 

 また、AIM/Enduseによる分析結果をもとに、AIM/CGEを用いて 2050年に 80%削減を達成する場合のマクロ経済影響

を評価するとともに、経済影響をできるだけ抑える取り組みを分析した。図 2.1.15に結果を示す。単純に 2050年まで

の排出制約を課したOption0の場合、低炭素社会の実現のために必要な追加投資だけ生産投資が減額され、また、投資

回収年数が短期のもとで技術選択が行われることから、2050年のGDPはReferenceのそれと比較して低下し、10万円

/tCO2eqを超えるGHG価格も必要となる。これに対して、政府が追加投資を補助して生産投資を維持するとともに、

投資回収年数を長期に想定して技術選択を行い、さらに非効率的なストックを耐用年数前に破棄して効率的な技術を適

切に導入することで、2050年のGHG価格は 2.5万円/tCO2eq程度に低減し、また、GDPもReferenceを上回るという結
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果となった。こうした結果から、経済活動の回復によって潜在的なGHG排出量が増大するというリバウンドが確認さ

れ、リバウンドを回避するような取り組みが必要となることを明らかにした。 

 

 

Option 0：GHG制約のみ導入するケース 

Option 1：GHG制約の導入とともに追加投資を補助するケース  

Option 2：Option 1に投資回収年数を長期に想定するケース 

Option 3：Option 2に 2030年以降に非効率的な従来技術を強制的に廃棄し、廃棄分だけ固定資本形成を増加するケース  

Option 4：Option 2に 2030年以降に非効率的な従来技術を強制的に廃棄し、技術進歩を考慮して固定資本形成を増加す

るケース 

図2.1.15 AIM/CGEを用いた2050年のGDPへの影響とGHG価格 

 

 

LED：生活や生産構造の変化などを考慮し、エネルギー消費やGHG排出につながる社会に変容していくことを想定。 

ELE：再エネ発電の大量導入と徹底した電化によって、脱炭素社会の実現を目指すシナリオ。 

H2：再エネ発電によるH2生産、H2とCCUから生産される合成燃料によって、脱炭素社会を実現するシナリオ。 

Zero：需要低減、電化・新燃料の導入促進などの対策を総動員して、 2050年のGHGネットゼロを目指すシナリオ。 

図2.1.16 2050年におけるGHG排出量の実質ゼロを実現するシナリオの定量化 
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 さらに、2020年 10月に表明された 2050年脱炭素社会の実現に向けて、その可能性について検討を行った。図 2.1.16

に示すように、電化（ELE）や新燃料（水素や合成燃料）を大量に導入するケース（H2）や、サービス需要量を抑える

ケース（LED）など様々な状況を想定したが、現状の排出量と比較して 20%程度の温室効果ガス排出量が残る結果とな

った。再生可能エネルギ－の供給を経済ポテンシャル以下に抑えつつ、2050年にGHG排出量を実質ゼロにするために

は、これらの様々な取り組みを総動員する必要があることが示された（Zero）。なお、ZeroにおいてもGHG排出量は

現状の 10%残存する結果となり、この排出分については植林やBECCS（バイオマスエネルギーと炭素隔離貯留を組み

合わせた技術）等の負の排出技術の導入により相殺されて、正味の排出量のゼロが実現されている。詳細な検討は、第

4期中長期計画以降の課題である。 

 

（2）中国を対象とした分析結果 

中国では、民生部門を対象とした省別技術選択モデル（AIM/Enduse）に対して、経済発展の段階に応じて導入される

エネルギーが変化するというエネルギー遷移の考え方を取り入れて、将来のエネルギー種別需要の変化とそれに伴う

様々なガスの排出量推計を行った。過去の省別のパネルデータを用いて、都市及び農村における民生部門のエネルギー

種別のシェアを、所得や 1人当たり床面積などで説明する回帰式を推定し、これをモデルに追加的に入力した。回帰分

析では、多くのエネルギーにおいて所得水準や教育水準が主要な説明変数として選択された。図 2.1.17にその主要な結

果の一部を示す。エネルギー遷移の考え方を導入することにより、エネルギー消費において費用以外の障壁が考慮され

るようになり、従来（エネルギー遷移を考慮しない場合）の推計結果よりもエネルギー需要の構成が変化し、排出量が

大幅に変化するガス種が見られるようになった。 

  

 

 

 FIX：技術固定 REFwoET：なりゆき（エネルギー遷移なし）  

REFw.ET：なりゆき（エネルギー遷移あり） INDCw.ET：INDC（エネルギー遷移あり） 

図2.1.17 技術選択モデルによる中国の都市と農村を対象としたエネルギー需要の推移 

 

 このほか中国では、大気汚染、水質汚濁、廃棄物など二酸化炭素以外の汚染を内生化した応用一般均衡モデルの開発

を行い、これらの削減を目的とした環境税や炭素税導入（それぞれに低位と高位を想定）による汚染の排出量変化や経

済活動への影響を評価した。汚染物質の排出削減という観点からは、高位の環境税（12元/大気汚染物質基準単位、14

元/水質汚濁物質基準単位、15元/固形廃棄物トン）と低位の環境税＋炭素税（6元/大気汚染物質基準単位、7元/水質汚

濁物質基準単位、10元/固形廃棄物トン、40元/tCO2）は、ほぼ同等の削減効果が得られる結果となった。また、汚染削

減のために、経済活動のサービス化や低炭素電源の導入が進む結果となった。 
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（3）インドを対象とした分析結果 

 インドを対象とした分析では、AIM/Enduseを州別・都市農村別の家庭部門に適用するために、35州別のエネルギー

バランス表の詳細化を行い、それを用いて、家庭における用途別のエネルギー需要を詳細に評価した。アジア途上国の

民生部門はバイオマス依存度が非常に大きい。また、エネルギー貧困だけでなく、室内大気汚染が問題となっている。

インドは省別の経済格差、都市農村格差が大きく、社会経済状況によるエネルギー構成の偏在性の考慮が重要であり、

こうした点を考慮した分析を行った。分析の結果、経済成長・都市化による需要量は増えるが、一人当たりエネルギー

需要量は、世界レベルよりも依然低いままであるという結果となった。 

 

（4）ASEAN各国を対象とした分析結果 

 インドネシアでは、開発した応用一般均衡モデルAIM/CGEを用いて、ボゴール農業大学、バンドン工科大学と共同

で、2030年のNDC（なりゆきの排出量と比較して 29%削減）についてエネルギー、農業、廃棄物、IPPU（工業プロセ

ス）の各部門の分析を行った。エネルギー起源においては、2030年のGHG排出量が政府見通しを下回る結果となって

いるが、これは、伝統的バイオマスエネルギーから化石燃料利用への転換が影響しているものと思われる。その他の部

門については、概ねインドネシア政府が現時点で見通しているGHG排出量を再現することができた（図 2.1.18）。ま

た、同国で問題となっている土地利用起源の温室効果ガス排出量を分析するために、土地利用変化マトリクスを

AIM/CGEに内生化し、農業起源による温室効果ガス排出量の推計に加えて、土地利用変化による排出量についてもあ

わせて評価できるようにモデル開発を行った。インドネシアを対象とした将来推計では、エネルギー起源の排出量の伸

びが極めて大きいが、森林伐採による土地利用変化による排出も無視できず、2℃目標の達成に向けての政策の評価に

資するツールとして今後改良を行った。こうした結果は、インドネシアの共同研究者を通じてインドネシア政府に提供

され、第 4期中長期計画終了後の 2021年 7月にインドネシア政府が国連に提出した長期戦略（Long-term strategy for Low 

Carbon and Climate Resilience 2050）においてもAIMによる分析結果として引用されている。 

 

 

図2.1.18 インドネシアを対象とした部門別 GHG排出量の推計結果 

 

 タイでは、AIM/CGEを用いてNDC（2030年のGHG排出量をなりゆき比 20%削減）の影響の評価と、運輸部門にお

ける対策の導入（鉄道におけるディーゼル機関車から電気機関車への転換や複線化、自動車交通や海上交通における電

化等）による経済活動への影響が評価された。NDCの達成による 2030年のGDPロスは、BaUと比較して 2.1%となる

のに対して、上記の運輸部門における対策の導入により、2030年のGDPロスはBaUと比較して 1.2%に低下する結果と

なった。このほか、タイにおいては、2018年に報告された第 3回国別報告書（National Communication）の作成におい
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て、AIMが使用されるとともに、第 4期中長期計画終了後の 2021年 10月に提出された長期戦略（Mid-century, Long-

term Low Greenhouse Gas Emission Development Strategy）において、AIMを用いて定量化が行われたことが明記されてい

る。 

 ラオスを対象とした分析では、ラオスにおいて検討されている電気自動車の導入による温室効果ガス排出量と経済活

動への影響が、AIM/CGEを用いて分析された。ラオスでは電力のほとんどを水力発電でまかなわれることから、電気

自動車の導入によるCO2排出削減は一定の効果はあるが、電気自動車の普及には時間を要するとともに、自動車の普

及台数が非常に早いために、2050年までの効果は頭打ちとなる可能性を明らかにした。 

 

（5）1.5℃目標の達成に向けた国際的な取組支援 

 IPCC1.5℃特別報告書に向けて、国を対象とした 1.5℃目標に向けた取り組みの評価をアジアの共同研究者と連携して

分析を行った。1.5℃目標に対応する各国の排出削減目標は明らかではないが、1.5℃目標を達成する目安として世界全

体の温室効果ガス排出量を 2050年にゼロにすることが示されていることから、各国における取り組みとして 2050年の

排出量をゼロにすることを目標に分析が行われている。分析結果はCarbon Management誌の特集号として、世界全体と

ドイツ、ブラジルの結果とともに、日本、中国、インド、韓国、タイ、ネパールの結果を報告した

（https://www.tandfonline.com/toc/tcmt20/9/5）。表 2.1.2にCarbon Management誌の特集号の各論文のタイトルを示す。 

 

表2.1.2 Carbon Management特集号（Volume 9, Issue 5）における1.5℃目標に向けた各分析 

 Assessment of GHG emission pathways consistent with 1.5 °C target 
世界 Socioeconomic factors and future challenges of the goal of limiting the increase in global average temperature to 1.5 °C 
インド India in 2 °C and well below 2 °C worlds: Opportunities and challenges 
中国 Emission scenario analysis for China under the global 1.5 °C target 
日本 Transformation of Japan's energy system to attain net-zero emission by 2050 
韓国 Estimation of the cost of greenhouse gas reduction in Korea under the global scenario of 1.5 °C temperature increase 
タイ Thailand Energy System Transition to Keep Warming Below 1.5 Degrees 
ネパール Strategies to Achieve Net Zero Emissions in Nepal 
ドイツ Long-term low greenhouse gas emission development strategies for achieving the 1.5 °C target – insights from a 

comparison of German bottom-up energy scenarios 
ブラジル Economic and social implications of low-emission development pathways in Brazil 

 

（6）トレーニングワークショップの実施 

 前述のAIM/EnduseやAIM/CGEを用いた分析に加えて、これらのモデル開発やモデルを用いたシナリオ分析を目的と

した人材育成のためのトレーニングワークショップを実施するとともに、LoCARNet（低炭素アジア研究ネットワー

ク）が主催する政策決定者との対話にも参加し、各国における気候政策にモデルやシナリオを活用する取り組みの普及

にも尽力した。表 2.1.3に、第 4期中長期研究計画期間中に行ったトレーニングワークショップや政策対話を示す。ま

た、これらの人材育成に向けた取り組みの詳細や経緯については、環境儀No.74（アジアの研究者とともに築く脱炭素

社会－統合評価モデルAIM の開発を通じた国際協力）にて報告している。このほか、第 4期中長期計画期間中におい

ても、AIM国際ワークショップを国立環境研究所にて毎年行い、各国研究者と分析結果や政策目標に関する意見交換

を実施した。なお、2000年は新型コロナウィルス感染症のため、AIM国際ワークショップはオンラインで実施し、ト

レーニングワークショップも試行的に国内の研究者を対象にオンラインで実施した。 

  

https://www.tandfonline.com/toc/tcmt20/9/5
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表 2.1.3 第 4期中長期研究期間中に行ったトレーニングワークショップ・政策対話 
期間 開催地 内容 

2017年 1月 30日～2月 1日 タイ（タマサート大学・シリ

ントーン国際工学部） 
アジア各国から若手研究者を招聘 
ExSS; AIM/Enduse; AIM/CGE 

2017年 9月 4日～10月 13日 日本（国立環境研究所） AIM/CGE 
2017年 10月 23日～10月 27日 日本（国立環境研究所） AIM/Enduse 
2018年 5月 17日～5月 18日 ブータン AIM/CGEによる炭素中立評価のワークショップ 
2018年 6月 11日～6月 15日 タイ（タマサート大学・シリ

ントーン国際工学部） 
AIM/Enduse 

2018年 6月 26日～7月 5日 タイ（タマサート大学・シリ

ントーン国際工学部） 
AIM/CGE 
タイにおける政策決定者との意見交換も実施 

2018年 11月 19日 ラオス 人材育成ワークショップ 
2018年 12月 3日～12月 7日 インド（マウラナアザド国立

工業大学ボパール校） 
AIM/Enduse 

2019年 6月 27日～7月 3日 中国（北京航空航天大学・北

京大学） 
AIM/Enuse 
「気候政策と健康の今日便益に関する統合評価ワ

ークショップ」も開催 
2019年 10月 30日 タイ 政策対話（自治体・民間企業を含む） 
2020年 2月 17日 ラオス 政策対話 
2020年 2月 27日～3月 6日 インドネシア（ボゴール農業

大学） 
AIM/CGE 
「政策対話ワークショップ」もジャカルタで実施 

2020年 オンライン（国内向け） AIM/CGE 
2020年 オンライン（国内向け） AIM/Enduse 
2020年 オンライン（国内向け） ExSS 

 

 アジアにおける低炭素シナリオ開発に向けたトレーニングや政策対話では、図 2.1.19に示すようにAIM/Enduseや

AIM/CGEの他に、拡張型スナップショットツールである ExSSを用いた分析結果を示し、モデル開発とともに、モデル

と政策の関係や、どのように定量的なシナリオを普及させるかということについても解説を行っている。1.5℃目標の

実現に向けたNDCの深掘りや長期戦略の策定に向けて、2021年 10月 22日に閣議決定された地球温暖化対策計画にお

いても、「相手国への政策への関与を強化し、アジア太平洋統合評価モデル（AIM）による長期戦略策定支援、NDC 

改訂支援、民間企業の制度構築及び実施能力向上を支援し、相手国の野心の向上や脱炭素に向けた取組の強化に貢献す

る。」と明記され（「第 8章 海外における温室効果ガスの排出削減等の推進と国際的連携の確保、国際協力の推進」

の「2. 我が国の貢献による海外における削減」の「（1）相手国の政策・制度構築」）、PJ1（2）で実施してきたよう

な取り組みの重要性は、今後さらに高まると予想される。 
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図2.1.19 アジア途上国の低炭素・脱炭素に向けた取組を支援するモデルの枠組み 

 

2.1.2.4 まとめ 

PJ1（2）では、日本をはじめとした国を対象に、低炭素と持続可能な社会を実現する社会を評価するために、技術選択

モデルであるAIM/Enduseや応用一般均衡モデルのAIM/CGEを各国に適用し、シミュレーションを行った。2℃目標や

1.5℃目標を明記したパリ協定の採択を受けて、持続可能社会のうち低炭素を中心に分析を行ってきたが、低炭素社会

の実現に向けても各国の抱える様々な課題の解決と両立させた取り組みが必要となる。こうしたことから、今後は、こ

れまでに開発してきたモデル群を基礎として、2℃目標や 1.5℃目標を具体的にどのように実現するかというロードマッ

プの提示が必要となる。 
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2.2 プログラムを構成する研究プロジェクト（PJ2：適応と緩和を中心とした地域環境社会統合的なロードマップ研究 

2.2.1 サブテーマ1：地域・都市を対象とした環境影響評価モデルの開発 

2.2.1.1 目的と経緯 

近年、気温の上昇、大雨の頻度の増加や、農作物の品質低下、植物の分布域の変化、熱中症リスクの増加など、気候

変動やその影響が全国的に顕在化してきている。これらは今後ますます悪化する可能性があり、気候変動緩和策だけで

なく、将来予測される被害の回避・軽減等を図る気候変動適応策（以後、適応策）の検討も重要な課題となっている。

我が国では 2018 年 6月 13 日には気候変動適応法が交付され適応策の検討に資する研究推進も急務となっている。 

適応策は、農業・森林・林業・水産業分野、水資源分野、自然生態系分野、自然災害・沿岸域分野、健康分野、産

業・経済活動分野、国民生活・都市生活分野など多岐にわたっている。 

個々の分野で適応策の評価に関する研究が進められているが、分野間のトレードオフやシナジー効果といった相互影

響については、十分に分析ができていない。なぜなら、浸水被害を軽減する土地利用パターンを実現するためには、農

地や森林の立地も影響し、さらに、適応策に加え、エネルギー需給問題、生物多様性、コンパクトシティなどの都市政

策との整合性も考慮する必要があるためである。 

一般的に、このような多様な条件のなかから将来の望ましい都市・地域の在り方を探求するにはシナリオ分析の手法

が用いられる。これは分野間共通の基盤となるシナリオを複数構築し、各分野で評価を行い、総合的に望ましい政策を

検討するものである。本研究における基盤となるシナリオの設定については、適応策の分野の多くは土地利用・人口分

布に大きく依存するため、土地利用・人口分布データが適していると考えられる。 人口分布データについてはすでに

研究蓄積があるが、人口分布では表現できない農業分野、森林生態系分野、生物多様性などは土地利用変化が鍵とな

る。そこで本研究では、適応策における土地利用変化の予測・シナリオの構築を可能とするような分野間共通の土地利

用モデルを開発する。 

土地利用モデルは上述した個別分野においては多くの研究がなされてきており、使用目的、データ利用可能性、土地

利用分類の定義、適用エリア、空間解像度、時間スケールによって異なるモデルが使われてきた。土地利用変化の計算

モデルに関する既存研究は、15000件以上の研究があるとされ、多くのモデル開発においてセルオートマトン法

（cellular automata、以後CAと書く）を基本とした手法が用いられていることが報告されている。 

本研究のモデル開発に使用するデータに課せられる条件としては、都市・地域レベルにおいて分野間共通の分析を行

える高解像度データであること、更に最終的に国レベルの時系列データとの整合性が取れることが考えられる。そこ

で、データについては全国で整備されている土地利用細分メッシュ（国土交通省・国土数値情報）を採用する。土地利

用細分メッシュデータは、衛星画像から約 100mメッシュ毎に全国の土地利用種別を推定したものである。土地利用種

別の区分については全分野に対応するためにはかなり詳細なものが必要であるが、そのようなデータの入手は困難であ

るため、本研究では土地利用細分メッシュで提供される大分類区分された種別である「田」、「その他の農地」、「森

林」、「建物用地」、「その他の用地（競技場・空港・人口造成地など）」の 5種類を推定する方針とし、各分野の影

響評価はサブモデルで対応するものとした。 

以上の方針のもとでは、全国規模で高解像度の計算が行われ、土地利用種別は大分類に区分されたものに限定される

ことになるため、プロセスを表現するモデルでは計算負荷が大きすぎることになる。 そこで本研究では、土地利用種

別毎のメッシュ数だけでなく種別の空間配置に着目し、メッシュデータは周辺との関係性を定量的に示すためCAを採

用した。また、将来予測において種別の空間的配置と種別数を年単位で予測可能とするためにモデルは 1年毎の種別予

測が可能な逐次的な時間発展モデルとする 。そのために必要に応じで、ほぼ 5年間隔でデータ更新されている国土数

値情報を使って更新年の間の各年の種別データを線形補間的な近似によって求めた。 

CA モデルの本質はセルの遷移規則にある。各セルに対して隣接するセルの集合（近傍）が設定されるとき、近傍内

のすべてのセルの種別情報に応じて、着目しているセルが次の時間ステップで遷移する種別を決めるルールが遷移規則

である。遷移規則は、a) 近傍内のセルの種別情報から計算される遷移の可能性を示す数値の大小に基づく規則と、b) 近

傍内のセルの種別情報から決まる遷移確率によるものに大別される。前者の代表例は、遷移ポテンシャルがある。後者
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の多くはマルコフモデルと呼ばれ、遷移確率の計算には、ニューラルネットワーク、ロジスティック回帰分析等が利用

されるモデルも存在する。 

本モデルの第一の特徴は、Verburg et al.が提案した enrichment factor（以下、Eファクタと書く）を説明変数とする多項

ロジスティック回帰分析を用いてセルの遷移確率を計算する点にある。Eファクタはセルの近傍内における各種別を有

するセルの個数密度を意味する。第二の特徴は、ロジスティック回帰分析における重み係数の計算プロセスにおいて、

使用するデータ数の調整を行うための調整係数を導入した点にある。そして最適な予測精度を達成する調整係数を数値

的に導いた。 

 

2.2.1.2 方法 

（1）データ整備 

ここでは、本研究で使用するデータ、分析へのインプットデータの整備、ロジスティック回帰モデルの説明変数とし

て用いる Eファクタについて述べる。また、（2）節以降において、整備されたデータの解析や計算アルゴリズムの記

述などを簡潔に行えるようにセル集合の概念を明確化した。 

a）国土数値情報土地利用細分メッシュデータ 

国土数値情報土地利用細分メッシュデータは現在、S51（昭和 51年、1976 年）、S62、H3（平成3年、1991年）、

H9、H18、H21、H26 が公開されており、以下の 11種別、すなわち、田、その他の農用地、森林、荒地、建物用地、幹線

交通用地、その他の用地、河川地及び湖沼、海浜、海水域、ゴルフ場、に分類される。なお、本論文では年次間の比較が

必要になるのですべての年次で利用できる分類を用いる。以後、年次を表す際には西暦で表す。本研究では茨城県つく

ば市とその周辺地域を解析領域とした。 

 

b）土地利用種別個数データ 

本研究では、CAと多項ロジスティック回帰分析を併用して土地利用予測モデルを構築する。CAにおけるセルの遷移

規則はセルに隣接するセル集合の種別情報から定義されるEファクタを説明変数とする多項ロジスティック回帰分析に

よって計算される遷移確率で決まる。ここでは、Eファクタを計算する準備段階として、土地利用種別個数データ（以

後、単に個数データと呼ぶ場合もある）の整備について述べる。まず、解析対象地域の行政区域コードと国土数値情報

の 100mメッシュコードをArcGISの SpatialJoinを用いて関連づけ、解析対象地域のデータを抽出する。CAを適用する

際には、各メッシュとセルを対応させ、個数データはセル毎に定義される近傍に対して整備される。CAでは、様々な

近傍が定義されているが、本論文では、ムーア近傍を採用した。ここでは、中心のセルに隣接する 8個のセルの集合を

中心のセルに関する距離 d = 1の近傍と呼ぶ。d = 1の近傍に隣接する 16個のセルを加えた集合が中心のセルに関する

d=2の近傍である。近傍において各種別を有するセル数が個数データである。本研究では、解析領域内のセル毎に d =1, 

· · ·, 50の各近傍に対する個数データを計算するモジュールを開発し、個数データを整備した。 

本研究では 1年間隔で種別の遷移を予測するモデルを開発するため、データが公開されていない年次のデータも必要とな

る。そこで、非公開年次yのセルの種別を公開年次のデータから以下の様に定めた。まずy年前後で最も近い公開年次をそ

れぞれy1 、y2とする。このとき、解析領域内のセル iに関して両年の種別𝑇!と𝑇"が等しく𝑇# ならば、年次yの種別 は𝑇$(𝑖) =

𝑇#とする。また、𝑇! ≠ 𝑇"なら、確率1 − p、		p でそれぞれ𝑇$(𝑖) = 𝑇!、		𝑇"とし、𝑝 = (𝑦 − 𝑦!) (𝑦" − 𝑦!)⁄  である。 

 

c）Eファクタ（enrichment factor）の定義 

セル𝑖を中心とする距離dの近傍において、種別𝑇% のセルに注目する。このとき、セル𝑖の近傍d における種別 𝑇%のEファ
クタ𝐹&、%、'を以下の式で定義する。 

𝐹&、%、' =
𝑛&、%、' 𝑛'⁄
𝑁% 𝑁⁄ 																																																																(1)		 
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ここで、𝑛&、%、'はセル𝑖の距離 dの近傍に属する種別𝑇%のセルの個数、𝑛'は距離 dの近傍に属するセルの総数、𝑁%は

CAを適用する全領域における種別𝑇%のセルの総数、Nは全領域のセルの総数である。上式からわかるように、 
𝐹&、%、' ≥ 1を満たせば、近傍 dにおける種別𝑇%のセルの個数の割合が全領域に占める種別𝑇% のそれ以上であることを

示し、𝐹&、%、' ≤ 1の時は逆の状況を意味する。本研究では整備した個数データを入力値として与え、Eファクタを出力

するモジュールを開発した。 

上述した本研究におけるデータ整備からロジスティック回帰分析に至るフローを図2.2.1に示す。図2.2.1左上部分はオリジ

ナル（細分メッシュ）データから解析領域の個数データ作成までの流れを、右上部分はそれぞれのデータ作成に用いる計算

モジュールを、下の部分は（3）節で述べるEファクを説明変数とするロジスティック回帰分析を適用して土地利用種別予

測データを求める流れを簡潔に示した。 

最後に、今後の議論を進めやすくするために本論文におけるセル集合としての解析領域の概念を以下のように定義してお

く。まず、t（年）において解析対象領域内のセル𝑖の種別が𝑇ℓならば𝑇)(𝑖) = 𝑇ℓ と表し、セル集合𝐼)*、C+を次のように

定義する。 
𝐼)* =	 5	セル𝑖	6𝑖はある2次元座標と一意に対応し、𝑇)(𝑖)

= 𝑇, 	、𝑇, 	は図2.2.1に示される9種類の種別の一つ}			(2) 

𝐶) = <𝐼)*
-

,.!

																							(3)	 

 

 
図 2.2.1  オリジナルの細分メッシュからデータを作成、ロジスティック回帰分析を経て土地利用種別予測への流れ。 

上左図：データ整備の流れ、上右図：各データ整備段階に用いる計算モジュール、下図：Eファクタデータか

ら土地利用種別予測データの出力。 

 

（2）セルの遷移と Eファクタ 

 式（1）に示すように、Eファクタは近傍距離 dに依存している。ここでは、解析領域のデータが示すセルの遷移と

Eファクタの距離依存性の間の関連性を調べるものとした。 
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a）セルの遷移と Eファクタの距離依存性 

本研究では、Eファクタをロジスティック回帰モデルの説明変数として用いるため2.2.1では、表2.2.1に示されている

2006年から2009年の解析領域の土地利用種別の遷移と2006年の種別データから計算されるEファクタ𝐹&、%、'の距離dに依

存する性質（距離依存性）を調べる。また、本研究で解析対象とする種別は、全メッシュの約90%を占める5種類の種

別、「田」、「その他の農地」、「森林」、「建物用地」、「その他の用地」とし、これらを表 2.2.1に示すように記号𝑇!～𝑇/で表す。

本論文では、メッシュ毎の種別の遷移をセルの遷移と呼ぶ。上述した5種類の種別の遷移を分析しやすくするために、

セル集合𝐽
)!、)"

*、0
を以下の様に定義する。 

𝐽)!、)"
*、0 = {セル𝑖 ∣ 𝑖 ∈ 	𝐼)!

* ∩ 𝐼)"
0、 𝑇*、 𝑇0 = 𝑇!、⋯、𝑇/}       (4) 

ここでは、2006年から2009年の遷移に着目するのでセル集合𝐽
#1、#-
*、0

に属するセルを検討する。このとき、06、09はそ

れぞれ2006年、2009年を表し、以後、添え字における年代にはこの記法で表す。図2.2.2にセル集合𝐽
#1、#-
!、!

の要素（2006年

と2009年の種別がともに𝑇!=「田」である非遷移のセル）からランダムサンプリングされた50個の2006年のセルに関す

る𝐹&、%、'を距離dの関数としてプロットした。 

まず、図2.2.2 （a）の種別𝑇!に関すEファクタ𝐹!、%、'に着目すると、多くの𝐹!、%、'がdに関して減少傾向を示し、平

均値𝐹F
%、'
!、!

も減少関数である。平均値は以下の式（5）で定義される。 

𝐹F
%、'
!、! = G 𝐹&、%、' 𝑁2(𝐽#1、#-

!、! )H 																																																			(5)

&∈4
#$、#%
!、!

 

ここで、𝑁2(𝑋)は集合𝑋の要素数である。 

一方、個別のセルで見ると少数ではあるが増加傾向を示すものも存在する。平均値の減少率は1 ≤ 𝑑 ≤ 5で相対的に

急激に減少し、𝑑 ≥ 5でゼロに近づく。 

次に図2.2.2（b）に示した種別 𝐹&、5、'のプロットを考える。まず、平均値𝐹F
5、'
!、! は、1 ≤ 𝑑 ≤ 5で𝐹F

5、'
!、! 	≈ 0.5 （以

後、ほとんど等しいことを ≈で表す）から緩やかに増加し、d ≥ 10では𝐹F
5、'
!、! 	≈ 1でほぼ一定である。個別のセルに

ついてEファクタの挙動を見ると、いくつかのセルはd = 1またはd = 2に対して𝐹&、5、' = 0を満たし、これらの

多くはd ≤ 5で振動するが、d ≥ 10で振動は次第に緩やかになり、𝐹F
5、'
!、! 	≈ 1である。 

図2.2.2（a）と（b）はそれぞれ遷移先と同じ種別𝑇!、遷移先と異なる種別𝑇5 に関するEファクタのプロットであ

り、近傍内のセルの種別𝑇%によって𝐹&、%、'の距離依存性が異なることが分かる。ここでは非遷移セルに着目した

が、次に遷移セルについてもEファクタの距離依存性を調べて行く。この際、個別のセル毎ではなく、Eファクタの

平均値𝐹F
%、'
*、0

に着目する。 
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表2.2.1 セルの種別と記号の対応 

記号 𝑇! 𝑇" 𝑇# 𝑇$ 𝑇% 

種別 田 その他の農地 森林 建物用地 その他の用地 

 

 

図2.2.2 集合J
#1、#-
!、!

の要素からランダムサンプリングされた50個のセルの2006年におけるEファクタの距離dに関す

るプロット（セル毎に種々の色の実線でプロットされている）。 

注：黒の実線、最上部、最下部の黒の点線はそれぞれd毎の𝐹&、%、'の平均値、最大値、最小値を示す。また、（a）と

（b）はそれぞれ𝐹&、!、'、𝐹&、5、'（種別𝑇!「田」）、種別𝑇5（「建物用地」）に関するEファクタ）のプロットを示

す。 

 

b）セルの遷移と Eファクタの平均値の距離依存性 

表2.2.1 に示されているセルの遷移について、考えるセル集合の範囲を𝐽
#1、#-
!、!

、⋯、𝐽
#1、#-
!、/  に広げてセルの遷移とE

ファクタの平均値（式（5）と同様に与えられる）の距離依存性の関係を調べた。 

図2.2.3 （a）～（e） には、5つのセル集合𝐽
#1、#-
!、!

、⋯、𝐽
#1、#-
!、/  について、それぞれ𝐹F

%、'
!、!	、⋯、 𝐹F

%、'
!、/

がプロット

され、各図には種別𝑇%毎に5本のグラフが示されている。横軸は1 ≤ d ≤ 30とした。これは、各平均値が実際に図2.2.2

と同様に、d ≥ 30でほぼ一定値に収束しているためである。さて、図2.2.3 （a）は非遷移セル𝑖（𝑇#1(𝑖) = 𝑇#-(𝑖) =

𝑇!）に対する 𝐹F%、'
!、!

のプロット、図2.2.3 （b）～（e） は遷移セル（𝑇#1(𝑖) ≠ 𝑇#-(𝑖)）に対するプロットである。以

後、𝐹F
%、'
*、0

を前節に従い種別Tkの平均セル個数密度と呼ぶ。図2.2.3（a）における非遷移セルの各種別の平均セル個数

密度の距離依存性の特徴は、遷移先の種別𝑇!に関しては減少関数、遷移先と異なる種別に関しては増加関数である。

遷移セルのプロットの中で遷移先𝑇"のセルに関する各種別の平均セル個数密度（図 2.2.3（b））に着目すると、遷移

先の種別と同じ種別（𝑇"）に関しては単調減少である。遷移先と異なる種別の中で、遷移元の種別と同じ種別

（𝑇#1(𝑖) = 𝑇#-(𝑖)）に関しては減少関数、T1と異なる3つの種別に関しては増加関数である。 

遷移先が𝑇6の各種別の平均セル個数密度(図 2.2.3（c））では、遷移先と同じ種別𝑇6の平均セル個数密度が dに関して

減少関数であることは上述の場合と同じであるが、遷移元の種別𝑇!の平均セル個数密度は dに関して減少から増加に転
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じ、𝑇"と𝑇/のそれは増加から緩やかな減少に転じることが特徴である。図 2.2.3 （d）、（e）についても種別によって

特徴的な傾向を見ることができる。以上のように、遷移の仕方によって 5種類の種別の平均セル個数密度の距離依存性

は異なり、セルの遷移は平均セル個数密度によって特徴付けられることがわかる。  

 

 

図2.2.3 セル集合J
#1、#-
!、7

のセル𝑖(𝑇#1(𝑖) = 𝑇!、𝑇#-(𝑖) = 𝑇0) の2006年の種別T8に関するEファクタの平均値𝐹F
%、'
!、0

の

プロット。 

注：(a)は𝐽
#1、#-
!、!

(非遷移セル)、(b)～(e)はそれぞれ𝐽
#1、#-
!、"

～𝐽
#1、#-
!、/

(遷移セル)に属するセルのプロット、𝑇%の種別は

表2.2.1を参照のこと。 

 

c）時間発展的CAによる土地利用予測モデル 
Verburg et al.は、土地利用種別の遷移をモデル化するために、各セル𝑖の遷移確率をEファクタ𝐹&、%、'を説明変数とす

るロジスティック回帰式から計算するモデルを提案している。前節において、各セルの種別の遷移は近傍内の種別毎の

セルに関する平均個数密度（Eファクタの平均値）によって特徴付けられることが示されたため、Verburg et al.のモデ

ルは遷移確率の計算に有効に機能すると推察される。 

まず、本研究で採用した多項ロジスティック回帰式について述べる。今、時間間隔を△ t = 1（年）としてセル𝑖の

種別がt（年）から△t（年）後の𝑡′ = 𝑡 +△ 𝑡（年）に、𝑇ℓから𝑇ℓ9に遷移する遷移確率は以下の回帰式で計算される。 

𝑙𝑜𝑔
𝑃&
ℓ、ℓ&(𝑡′)

𝑃&
ℓ、:(𝑡′)

= 𝛽#
ℓ、ℓ& +GG𝛽

%、'
ℓ、ℓ&𝐹&、%、']ℓ

9 = 1、⋯、5、 ℓ ≠ 𝐾`
;

'.!

/

%.!

         (6) 

ここで、𝑃&
ℓ、:(𝑡′) は予め指定された基準的な遷移先の種別𝑇:に関する基準確率と呼ばれる9)。Dは近傍サイズの上限

である。種別は表2.2.1に示した5種別である。𝐹&、%、'はセル𝑖に関するEファクタである。機械学習で用いられる、学

習段階、テスト段階という概念を使い遷移確率を計算した。 

本論文で採用するロジスティック回帰分析を含めて、一般に学階とテスト段階の 2段階からなるデータ解析では、大

量の観測データを学習段階で採用することにより、テスト結果が大きな誤差を含むいわゆる過学習と呼ばれる問題に注

意する必要がある。この問題を回避する方法として学習データ数を少なく調整して解析する方法がある。 
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d）種別毎の学習データの構成とアルゴリズムの適用 

c）で示したアルゴリズムは表 2.2.1に示される 5つの種別𝑇*ごとに適用される。その理由は、土地利用種別に関する

セルの遷移では各種別において非遷移のセルが大部分を占めるので、学習段階で計算される重み係数βは種別毎に計算

したほうが遷移の特徴をより反映した係数になると考えられるからである。種別毎に学習段階を実行するためには𝑡 −

△ 𝑡年から𝑡年の種別毎のセルの遷移を考えるので、式(4)で定義されたセル集合𝐽
)!、)"

*、0
を用いて、セル集合𝐽

ｔ
&を  

𝐽)* =<𝐽
)<△)、)
*、0

/

0.!

																																																																									(7) 

と定義し、t年では、セル集合𝐽)*毎にアルゴリズムを適用してゆく。 

 

e）予測結果の評価 

予測結果の精度は、以下に示す再現率を使って評価する。今、t年の国土数値情報と t年の予測結果から得られるセ

ル集合（定義は式（3））をそれぞれ𝐶)、𝐶)>?とする。セル𝑖 ∈ 𝐶)の t年の種別が𝑇*ならば𝑇)(𝑖) = 𝑇*と表し、t年におい

て予測されるセル𝑖 ∈ 𝐶)>?の種別が𝑇*ならば𝑇)>?(𝑖) = 𝑇*と表す。今、セル集合𝑇𝑃*(𝑡)と𝐹𝑃*(𝑡)を以下のように定義す

る。 

𝑇𝑃*(𝑡) = {セル𝑖 ∣ 𝑇)(𝑖) = 𝑇)>?(𝑖) = 𝑇*	}																																					(8)	 

𝐹𝑃*(𝑡) = {セル𝑖 ∣ 𝑇)(𝑖) = 𝑇*、 	𝑇)>?(𝑖) 	≠ 𝑇*}																							(9) 

このとき、t年の再現率𝑅(𝑡)は 

𝑅(𝑡) =
∑ 𝑁2(𝑇𝑃*(𝑡))/
*.!

∑ (𝑁2(𝑇𝑃*(𝑡) + 𝑁2(𝐹𝑃*(𝑡))/
*.!

																																				(10)		 

で定義される。ここで、𝑁2(X)は集合Xの要素数を表す。 

 

2.2.1.3 結果と考察 

 

（1）モデルによる 2014年の予測と評価 

学習データ数の調整係数を変えながら、アルゴリズムに従って 2006年から 2014年まで 1年ごとの時間発展解析を行

い、式（10）によって計算される 2014年の予測結果の再現率𝑅%14(の値ができるだけ大きくなるような調整係数の探

索を行う。ここでは、探索を行う調整係数ϵ1、ϵ2の組(𝜖1、𝜖2)からなる 2 次元集合𝐿B1、B2を以下の様に定めた。 

𝐿'1'2、	 = +%𝜖1、𝜖2(-𝜖1	、𝜖2 = 0.1、0.2、⋯、0.8、0.94															(11) 

各 (𝜖1、𝜖2)を採用してデータ数の調整を行った学習データによる予測結果からセル集合𝐶!5>?を構成し再現率を求める。

集合𝐿B1、B2上で計算された再現率を可視化すると図 2.2.4のようになり、𝜖! = 0.8、𝜖" = 0.7のとき、最大再現率

0.81 が得られた。これは調整係数の設定法に基づいて、離散的な調整係数の集合𝐿B1、B2内で求められた結果であるが、

2014 年の予測において最大再現率に近い予測結果を与える一組の調整係数と考えられる。本論文では、この調整係数

の組を問題に対する最適調整係数と呼ぶ。 
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図2.2.4 集合𝐿B1、B2上の2014年の予測結果に対する再現率R（14）のプロット。R（14）は式（10）で与えられ

る。 

 

2014年の国土数値情報に基づく種別表示（図 2.2.5（e））を示す。図 2.2.5（a）は調整を行わずに予測した結果であ

る。表 2.2.2には図 2.2.5（a）～（d）のそれぞれの結果に関して図 2.2.5（e）が示す 5種別の分布に対する再現率R

（14）および種別毎の再現率を示した。まず、最小の再現率を与える種別分布の図 2.2.5（b）と 2014年の種別分布の

図 2.2.5（e）の間で顕著な違いが分かり、調整係数に対する再現率の低さが見て取れる。再現率が 40位（中間の順位）

の結果の図 2.2.5（c）と図2.2.5（e）との間の異なる部分として、南西部の「田」の領域に分散している「建物用地」、中

心より北西部の「その他の農地」、中心部の「その他の用地」の広さなどを上げることができる。 

最適調整に基づく表示（図 2.2.5（d））では、上述した図 2.2.5（c）において再現できていない部分の改善がみられ

る。 図 2.2.5（d）と（e）の間では「その他の用地」の分布の違いが顕著である。具体的には、中心部より東側の「建物用

地」が集中した領域（図 2.2.5（e））において、図 2.2.5（d）の予測結果では「その他の用地」の小領域が入り込んでい

る。また、図 2.2.5（d）において北西部で予測される「その他の用地」のいくつかの小領域は 2014年のデータ（図

2.2.5（e））では見ることはできない。 

次に、図 2.2.5（a）のデータ数の調整を行わない結果を見ると。まず、この予測に対する再現率 0.78は、調整係数の

探索結果の中では23 位に位置する。図 2.2.5（a）と図2.2.5（e）を比較したときの大きな違いは、図 2.2.5（e）の北部

森林領域と比べて図 2.2.5（a）では「建物用地」が広い領域を占めること、図 2.2.5（e）の中心からやや北西部に見ら

れる細長い「建物用地」の領域が「その他の農地」や「その他の用地」に変わっていることである。 

以上の結果から、データ数の調整を行わない解析は将来予測において部分的に大きな誤差を導く可能性を示唆してお

り、データ数の調整を行うアルゴリズムの適用は将来予測において必須であると考えられる。また、調整係数を適切に

選べば 2014 年の結果がより良く再現されることが示される。 
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図2.2.5 異なる学習データ数による予測結果。 

注：（a）は調整無しの結果 

（b）、c）、（d）はそれぞれ調整計数の(ϵ1、ϵ2) =（0.1、 0.1）（最小再現率）、（0.4、0.3）、（0.8、 

0.7）（最適調整）に対する予測結果 

（e）は2014 年の国土数値情報の種別表示 

 

表2.2.2  図2.2.5（a）～（d）の予測結果に対するR（14）と種別毎の再現率 

 データ調整 R(14) 田 その他の農地 森林 建物用地 その他の用地 
(d) ϵ1= 0.8、  ϵ2= 0.7 0.81(最大) 0.91 0.82 0.80 0.70 0.73 
(c) 𝜖1= 0.4、 	ϵ2= 0.3 0.75(40位) 0.89 0.81 0.72 0.61 0.64 
(b) ϵ1= 0.1、 	ϵ2 = 0.1 0.46(最小) 0.52 0.42 0.54 0.30 0.77 
(a) 調整無し 0.78 0.92 0.83 0.75 0.58 0.84 

 

ここでは、2014年を予測する計算において推定された回帰係数について、回帰係数がゼロの帰無仮説に関する p値の

例を示す。図 2.2.6は式（6）で与えられる 4本の回帰式𝑙𝑜𝑔 j𝑃&
ℓ、ℓ)&

&

/𝑃&
ℓ、:l ]𝑘9 = 1、⋯、4` 毎に、重み係数𝛽#

ℓ、ℓ)&
&

、

𝛽
%、'

ℓ、ℓ)&
&

	、	𝑘 = 1、⋯、5、	𝑑 = 1、⋯、	15 に対する p値が色分けで示されている。このプロットは、07年に種別が「建

物用地」のセル集合に対する計算に関するものである(ℓ = 4、𝑖 ∈ 𝐽#C5 )。各回帰式は定数項と 75項のEファクタの項から

構成されるが、ℓ!9、⋯、ℓ59に関して p ≤ 0.05を満たす係数の個数（帰無仮説が棄却される項数）はそれぞれ 24、 28、 

24、 41であった。 
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図2.2.6 2014年を予測する計算の初期ステップにおける回帰係数に対する p値のプロット。セル集合𝐽#C5 (種別「建

物用地」のセル集合に関する計算に対する結果。式（7）で与えられる回帰式ごとに色分けされた𝛽#
ℓ、ℓ)&

&

、

𝛽
%、'

ℓ、ℓ)&
&

、	k9 = 1、⋯、4、𝑘 = 1、⋯、5、𝑑 = 1、⋯、15 に対する p値のプロット 

 

（2）2014年以降の予測例 

前節で求めた最適調整係数を用いてデータ数の調整を行いながらアルゴリズムを使って、2014年から 1年ごとに 2034

年まで 5種別の土地利用種別を予測した。図 2.2.7の（a）～（e）に各年（図の上部に示す）の種別表示を示し、図

2.2.7（f ）に各年毎の種別数の時系列をプロットした。図 2.2.7（f ）の縦軸は種別数を表し、右側の軸の目盛りは「その

他の用地」、左側は「その他の用地」以外の4つの種別に対応する。図の黒い点は、東京都内の秋葉原とつくば市を結ぶ私

鉄、つくばエクスプレスの駅で、左から順に、みらい平、みどりの、万博記念公園、研究学園、つくば、である。図

2.2.8（a）、（b）には 2014年と 2034年の種別表示を拡大して示した。 

図 2.2.7（f）から、種別数の変化の特徴は、「田」では2027年まで緩やかな増加傾向を示すがその後減少に転じ減少率

はそれまでの増加率よりも大きくなること、「森林」では、上述の「田」の場合と逆の傾向を示すこと、「建物用地」と

「その他の農地」ではそれぞれ緩やかな減少、緩やかな増加を示し、「その他の用地」は増加傾向で20年間に約 25%の増

加していることなどが上げられる。 

次に、種別の空間分布の変化の特徴を考えると、「その他の用地」は、みどりの駅から研究学園駅の周辺で増加傾向

にあることが見て取れる。また、図 2.2.8（a）と（b）の円および楕円で囲まれた領域を比べると、2014年から 20

年後の「田」の縮小とそれが「森林」や「その他の農地」に変化する様子を見ることができる。 
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図 2.2.7 最適調整係数を用いた 2034年までの予測結果 

注：（a）～（e）：各年の種別表示 

（f）：各年毎の種別数の時系列をプロット。（f）における右の軸の目盛りは「その他の用地」、左側は「その他

の用地」以外の4つの種別に対応する。 

 

図2.2.8 （a）: 2014 年のデータに基づく種別表示、（b）:最適調整係数を用いた 2034 年の予測結果に基づく種別表

示 
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（3）考察 

開発したモデルは国土数値情報がカバーする国内全域を対象に適用可能である。CAを効果的に適用するためには、

本研究で採用した解析対象地域のように、大分類区分の中の複数の種別数のオーダーが同程度であるような地域を選択

することが望ましいであろう。非遷移セルに対する学習データ数の最適な調整においては、2種類の係数に関する数値

的な決定法が現実的である。ただし、調整係数と種別の組み合わせは対象地域における種別数に応じて決定する必要が

ある。 

セルの遷移は Eファクタが示すセル周辺の土地利用種別数以外の要因にも影響を受けるであろう。特に、長期的な

土地利用予測においては、気候変動適応策などの政策要因から課せられる空間的な配置条件や、人口数の予測に基づい

た建物用地に要する面積が建物用地のメッシュ数として与えられる条件などが考えられる。本研究のアルゴリズムで

は、種別毎に計算された遷移確率の中で最大確率を持つ種別が遷移先の種別として選択される。上述のような制約条件

が与えられた問題に対して、最大遷移確率を持つ種別が制約条件を満たす解として採用できないときには次善の策とし

て、第 2位の遷移確率を有する種別が選択される等のアルゴリズムの拡張を行うことによって、開発したモデルを適用

することが可能である。 

 

2.2.1.4 まとめ 

PJ2（1）では、セルオートマトン法（CA）と多項ロジスティック回帰分析を併用して土地利用予測モデルを構築し

た。モデルの構造的特徴は以下の通りである。 

（1）1年間隔で時系列的にセルの遷移を予測する時間発展モデルである。 

（2）セルの遷移は Eファクタ（enrichment factor）を説明変数とする多項ロジスティック回帰分析から予測されるセル

の遷移確率に基づいて決定する。 

（3）ロジスティック回帰式の重み係数の推計では、非遷移情報の多さを考慮して非遷移情報の学習データ数を調整す

るための調整係数を導入する。 

調整係数に関しては式（11）で与えられる離散集合において、最大再現率を与える調整係数の組として最適調整係数

を数値的に決定した。 

 

参考文献 

Verburgr P.H. et al (2004) A method to analyze neighborhood characteristics of land use patterns, Comput. Environ. and Urban Systems, 28 

667-690. 
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2.2.2 サブテーマ2：国・地域・都市を対象とした経済・社会・技術の統合評価モデルの開発 

2.2.2.1 目的と経緯 

本サブテーマでは、環境研究総合推進費（2-1404、2-1711、1-2003）と連携して、空間スケールの統合に着目し、国

から地域・都市スケールまでを対象に、人口・世帯、エネルギー、経済活動、土地利用、技術など複数の要素を統合し

て施策評価と実施計画を立案検討するためのモデル評価・分析枠組みを構築し、特に喫緊の対応が求められている気候

変動対策（低炭素化・脱炭素化）に焦点をあてて、具体の地域への適用を通じたシステム設計・評価を実施した。 

国全体が持続可能社会に向かうためには、地球温暖化対策計画や環境基本計画、エネルギー基本計画などの国全体の

方向性を踏まえ、地域・都市がそれぞれの地域特性を勘案しながら計画を策定し、実行していくことが求められる。例

えば、温室効果ガス削減（温暖化対策）については地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法）にお

いて地方公共団体は地方公共団体実行計画を策定するものとされているが、環境省の「地方公共団体における地球温暖

化対策の推進に関する法律施行状況調査結果（令和 2年 10月 1日現在）」によると、それぞれの地方公共団体全域を

対象とした地方公共団体実行計画（区域施策編）が策定されている地方公共団体は全体の 32.8%となっており、特に人

口 10万人未満の市区町村で割合が低い傾向がある。2015年にパリ協定が採択されて以降、世界全体での温室効果ガス

削減の取組強化が進み、わが国においても 2050年 80%削減の目標を掲げるなど温室効果ガス削減の取組が加速化する

中では、地域・都市でも、長期目標を掲げ、その実現の道筋を技術や制度・政策などの対策を組み合わせて検討し、さ

らに具体的に実施していくことが重要となっている。加えて、2020年 10月 26日の菅総理による「2050年カーボンニ

ュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言され、わが国全体が 2050年カーボンニュートラルへ動き出す

中、地域についても「国・地方脱炭素実現会議」において 2050年脱炭素化に向けた地域脱炭素ロードマップの検討・

議論が進むなど、地域・都市での低炭素・脱炭素に向けた取組の必要性はますます高まっている。 

このような地域・都市での取組を検討するうえでは、国全体の計画を単純に縮小するのではなく、地域・都市の社会

経済、気候、エネルギーインフラなどの状況を踏まえた計画作りが重要であり、例えば太陽光発電や風力発電、地熱発

電などが豊富に確保できる（賦存量の大きい）地域・都市では、これら再生可能エネルギーを中心とした計画作りとな

るであろう。あるいは、都心などに集合住宅や商業施設等が集中してエネルギー需要の密度が高い地区を有する都市で

は、地域エネルギー供給の導入が有効な対策となる可能性がある。地域・都市ごとの特性をもとにどのような対策が適

しているかを検討し、計画を立案していくためには、現状や対策とその効果の定量的な評価・分析が肝要である。これ

ら定量化にあたっては、地域・都市から排出される温室効果ガスの元となる化石燃料の消費量や資源の投入・排出量に

関係する建築物の新築・解体量など、個々の要素に着目するだけではなく、技術とその組み合わせ、産業構造なども含

む経済活動、集合住宅・戸建住宅の選好も含む土地利用、人口・世帯数の変化など、関連する要素も同時に（統合し

て）検討することが求められる。また、系統電力のように地域・都市で消費されているものの、供給は広域を単位とし

て行われるものについては、国全体などより広いスケールでの分析を行った結果を地域・都市での検討に組み込んでい

くことも必要となる。このような定量的観点も組み入れた分析を可能とするために、本サブテーマでは、統合評価モデ

ルAIMのうち、国を対象に開発されたモデル群を改良・拡張し、地域・都市での分析手法を開発することとした。 

開発した統合評価モデルは、省エネルギー技術導入や再生可能エネルギーへの転換などの対策の効果を詳細に分析す

ることが可能であるが、分析にあたって経済成長や人口移動などの社会経済情報、エネルギー価格、技術の費用、効

率、再生可能エネルギー種別の賦存量など多くのデータを必要とすること、モデル全体がプログラム言語で記述されて

おり、またモデルの実行には専用ソフトウェアの整備が必要となることなど、特に自治体で分析・計画策定を行う担当

者にとってモデルを用いて分析することには少なからず困難がある。そこで、開発したモデルをもとに、ExcelやWeb

の操作のみで簡易にリアルタイム性をもって分析できる手法（地域版ナビ、低炭素対策簡易分析ツール）も開発するこ

ととした。さらに、開発した簡易分析ツールの地域・都市での対策の検討や自治体、住民、産業、NGOなどステーク

ホルダー間での議論における有効性を検討するために、学生や社会人を対象とした将来のエネルギーを考えるワークシ

ョップ（エネルギーワークショップ）での実施や、環境NGO・地域・都市スケールでの低炭素シナリオ研究者との議

論を行った。 
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2.2.2.2 方法 

（1）社会経済・エネルギー等に関する地域・都市の情報整備と分析 

地域・都市の特性を反映したモデル開発や分析を行うために、各種統計のほか、国立社会保障・人口問題研究所の将

来推計結果などを参照して市区町村単位での人口・世帯、経済活動等に関する情報整備を行った。表 2.2.3に、整備し

た項目群の一例を示す。 

地域・都市ごとの特性を考慮した低炭素・脱炭素対策の検討には、これら情報のほか、エネルギー等に関する情報が

必要となるが、多くは市区町村単位での統計・情報整備が行われていない。エネルギー消費量については、経済産業省

が国全体のエネルギー需給をまとめた総合エネルギー統計をもとに、石油等消費動態統計等を用いて都道府県別のエネ

ルギー消費量を推計し、都道府県別エネルギー消費統計として公表している。そこで、この都道府県別エネルギー消費

統計をもとに、産業部門、業務部門、家庭部門それぞれに関連する指標を参照して按分等を行って市区町村別のエネル

ギー消費量を推計した。推計にあたって参照した指標は、産業部門では製造品出荷額、就業者数等を、業務部門は従業

者数、延床面積等を、家庭部門は世帯数等とした。なお、運輸部門は、都道府県別エネルギー消費統計においては家庭

乗用車のみが計上されているため推計の対象外とした。 

これら部門全体の推計値とともに、業種別や用途別にも推計することとした。産業部門は、農林水産業、鉱業、建設

業、食品飲料製造業、パルプ･紙･紙加工品製造業、化学工業、窯業･土石製品製造業、鉄鋼･非鉄･金属製品製造業、機

械製造業、その他製造業の 10業種それぞれに、電力とそれ以外（石炭、石油等）の別でエネルギー消費量を推計し

た。業務部門は病院・福祉施設、事務所、小売店、ホテル、娯楽施設、教育施設の 6業種に分類して推計した。家庭部

門は用途毎として、暖房、冷房、給湯、その他動力の区分で推計した。なお、同じ都道府県内でも気温等の気象条件に

は違いがあり、同じ規模の施設や住宅でも市区町村ごとに冷暖房（空調）でのエネルギー消費量等が異なることが推察

されるが、利用できるデータに限りがあることから都道府県内は一様であるとの仮定を置いて推計した。 

 

表2.2.3 社会経済等に関する市区町村別情報整備の一例 

人口・世帯関連 
人口（合計・年齢階級別） 将来推計人口（合計・年齢階級別） 世帯数（合計） 
労働力人口（合計・年齢階級別） 就業者数（合計・業種別） 転入・転出者数（合計） 
経済活動関連 
事業所・企業数（業種別） 従業者数（業種別） 製造品出荷額（業種別） 
粗付加価値額（業種別） 年間商品販売額（業種別） 農業産出額（種別） 
土地利用関連 
総面積 人口集中地区面積 都市計画区域面積 
林野・森林・湖沼面積 新設住宅着工戸数・床面積 建築物着工床面積（用途別） 

 

これらの情報整備は、可能な限り過去に遡って行ったが、多くの場合で統計情報は公表時の市区町村を単位として収

集されている。市町村は、廃置分合（合併など）により変化しており、例えば 2000年の市区町村数は 3,252（北方領土

を除く、以下同）であるが、2019年には 1,741とおよそ半数に集約されている。そこで、過去の情報を現在の市区町村

に合わせて再集計することができるよう、政府統計の総合窓口（e-Stat）で入手できる 1970年以降の廃置分合・時期の

情報をデータベース化するとともに、廃置分合による自治体の変遷を把握できるチャートを作成し、これらを参考に現

在の市区町村への再集計を行った。図 2.2.9に作成した市区町村変遷チャートの例を示す。 
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図2.2.9 市区町村変遷チャートの例（茨城県つくば市・つくばみらい市） 

 

（2）地域・都市スケールでの気候変動対策分析手法（統合評価モデル） 

本サブテーマでは、統合評価モデルAIMのうち、国を対象に開発されたモデル群を改良・拡張し、地域・都市での

分析手法を開発した。具体的には、サービス需要を所与として、将来の技術の組み合わせとエネルギー消費量、温室効

果ガス排出量の変化を評価できる技術選択モデル（AIM/Enduse [Japan]）をもとに、地域・都市を対象とした分析を可能

とする手法（モデル）とした。 

開発したモデルでは、要素間の整合性を確保しつつ気候変動対策の効果や温室効果ガス排出量の変化を評価できるよ

うエネルギーサービス需要はいずれかの技術から過不足なく供給される（エネルギー需給バランス制約）、技術ごとの

サービス供給量は容量と稼働率を考慮した年間供給量以下となる、エネルギー消費量は技術ごとのサービス供給量に効

率を乗じたものと等しい、温室効果ガス排出量はエネルギー種別ごとに消費量と単位消費量あたりの温室効果ガス排出

量（排出係数）を乗じたものと等しい、などさまざまな制約条件を組み入れている。また、人口について市街化区域

内・外の別を設定することができるようにし、総人口は国立社会保障・人口問題研究所による日本の地域別将来推計人

口と等しいとの条件のもとで区域内・外の人口の割合を変化させることで地域・都市のコンパクトシティ化や分散化な

どを考慮することができるようになっている。 

国全体と同様に、市町村においても太陽光や風力など再生可能エネルギー導入の拡大は低炭素・脱炭素化においては

重要な対策であるが、その利用可能量は無限ではなく、自然条件や土地利用等により制約される。市町村ごとの再生可

能エネルギー導入量は、環境省による再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査（再生可能エネルギーに関するゾーニ

ング基礎情報整備報告書）の導入可能量に設備利用率想定を乗じて算出した値を上限として設定した（複数のレベルが

想定されている場合には、最大を設定）。一例として、図 2.2.10に茨城県内市町村の太陽光発電（住宅用等）、陸上風

力発電、中小水力（河川）、地熱発電それぞれの利用可能量を示す。対象とした再生可能エネルギー種の中では、多く

の市町村で太陽光発電（住宅用等）の利用可能量が大きいが、日立市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、大子町など、

主に県北地域で陸上風力発電も有望な再生可能エネルギー種であることがわかる。 

また、低炭素・脱炭素化に向けては、産業排熱などの未利用排熱や林地残材、製材工場等残材や建設廃材などの木質

系バイオマスの活用も対策の一つとして検討されているが、未利用排熱については熱パイプラインなどの輸送のための

インフラ整備が必要であるとともに輸送による温度低下（熱損失）が生じ、また、木質系バイオマスは需要地までの物

理的な輸送のための費用と手段によっては輸送時の温室効果ガス排出があり、需要地との距離が離れている場合には、

費用が便益を上回ったり、輸送時の温室効果ガス排出量が削減量を上回ったりするなど、低炭素・脱炭素とは逆向きの

効果となる場合がある。そこで開発したモデルでは、未利用排熱や木質系バイオマスが供給される地点（供給地）から

の距離や費用等を考慮して利用可能なエリア・地点（需要地）を算出することができるようにした。 

 

1970 1971

大穂町

大穂町

筑波町 筑波町

豊里町 豊里町

谷和原村
谷和原村

伊奈村 伊奈村

谷田部町 谷田部町

桜村 桜村

茎崎村 茎崎村

1972 1982 1985

茎崎町 茎崎町

1986

伊奈町

伊奈町

1987 1991

つくば市

つくば市

つくば市

1993 1994 1995 1996 1997 2001 2002 2004

つくば市

2005 2020

つくばみらい市 つくばみらい市
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図2.2.10 市町村別再生可能エネルギー利用可能量（上限）の例（茨城県） 

 

（3）系統電力を対象とした低炭素シナリオ分析 

PJ1（2）の成果等では、国全体の低炭素・脱炭素化には、需要部門（産業、業務、家庭、運輸）での電化が必要であ

ることが示唆されており、地域・都市の低炭素・脱炭素でも同様に、電化は重要な対策となると考えられる。地域・都

市で必要とされる電力需要は、一部は地域の太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギーや地域エネルギーシステム

で賄うことができるが、電力需要と比較して再生可能エネルギー利用可能量の少ない地域・都市などでは系統電力から

の供給により賄われることとなる。地域・都市で消費する電力がどのような発電設備から供給されるかは、対象とする

都市・地域の範囲内で決定されるものではなく、一般送配電事業者の送配電区域単位など広域で見た需給バランスをも

とに決定される。そこで、全国大での需給バランスをもとに発電設備の運用、温室効果ガス排出量と、地域・都市に供

給される排出係数の変化を、統合評価モデルAIMの多地域電源計画モデルを用いて評価した。 

多地域電源計画モデルは、全国を都道府県を基礎とした単位で 60地域に分割し、それらを実際の送電ネットワーク

に基づいて設定した仮想的な送電線で結んで構成されており（図 2.2.11）、都道府県毎の電力需要量の違いや発電設備

の立地を考慮して、1日 24時間の日負荷曲線に対する発電設備の運用や長期的な電源構成の変化を分析することがで

きる。発電設備としては、原子力発電、石炭火力、CCS付石炭火力、石油火力、ガスボイラー、ガスコンバインド火

力（CCGT）、CCS付ガス火力、一般水力、揚水式水力に加えて、再生可能エネルギー設備として太陽光発電と風力発

電を考慮している。これら発電設備の設備容量は、既設、建設中又は計画中の設備は外生的に設定するが、分析におい

て需要に対して設備容量が不足する場合やより温室効果ガス排出量の少ない発電設備への転換が必要とされる場合に

は、設備費、運転維持費、燃料費等の合計に基づいて新設する発電設備の種類と容量が決定される。 
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図2.2.11 多地域電源計画モデルの構成 

 

（4）地域・都市の低炭素対策簡易分析ツール 

低炭素対策簡易分析ツールは、公益財団法人地球環境戦略研究機関との共同研究として、本サブテーマで開発した地

域・都市スケールでの気候変動対策分析手法（モデル）の分析プロセスや計算式を一部簡略化して Excelで計算できる

ようにし、また、Excelで構築した計算プロセスをWebシステム上に移植して構築したものである。簡易分析ツールの

操作インタフェースを図 2.2.12に示す。 

モデルを用いた分析では、例えば高効率型エアコンの普及率を 50%にする、あるいは 60%にするというように数値

を直接設定するが、簡易分析ツールでは、対策ごとに複数の実施水準が予め「レベル」として設定される。レベル 1は

現状維持や対策をほとんど実施しないと想定した水準、レベル 4は効果は高いが対策実施のための大きな努力を払うと

想定した水準、レベル 2と 3はそれらの中間の水準であり、例えば、家庭部門の住宅の断熱性能に関しては、レベル 1

の「2050年も現在と同水準の断熱性能のまま」から、レベル 4の「2050年までに住宅の断熱性能が改善され、暖房・

冷房需要が現状比 40%削減される」まで設定されている。対策それぞれにユーザーがいずれかのレベルを入力・選択

すると、図 2.2.13に示す計算構造に沿ってエネルギー需要量、一次エネルギー消費量や温室効果ガス排出量が自動で計

算され、グラフ化される。 

 

 

図2.2.12 低炭素対策簡易分析ツールの操作インタフェース（左：Excel版、右：Web版） 
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図2.2.13 低炭素対策簡易分析ツールの計算構造 

 

2.2.2.3 結果と考察 

（1）エネルギー需要量と温室効果ガス排出量に基づく市区町村分析 

市区町村単位で整備した統計情報等を用いて、市区町村別に産業部門・業務部門・家庭部門それぞれのエネルギー消

費量を推計した。2015年の結果を例にすると、市区町村別エネルギー消費量は、合計では最小から最大まで 890倍近い

差があることが明らかになった（ただし福島県内の自治体を除く）。しかし、対象としたエネルギー消費量全体（市区

町村エネルギー消費量の合計）の 25%が 21自治体（自治体総数の 1.2%）によること、95%を超える自治体（約 1,650

自治体）はエネルギー消費量 0.5 Mtoe（百万石油換算トン）以下であることを踏まえると、一部の自治体にエネルギー

消費が集中していることがわかる。 

市区町村別エネルギー消費量を部門別に見ると、消費量の多い自治体には、おおむね共通して産業部門の割合が高い

という特徴がある（図 2.2.14に消費量上位 100自治体の総エネルギー消費量と部門別割合を示す）。特に消費量が多い

自治体には、岡山県倉敷市や大分県大分市、千葉県市原市、神奈川県川崎市や福岡県北九州市などの鉄鋼業や化学工業

が盛んな地域や、愛媛県四国中央市のように紙・パルプ産業が盛んな地域が含まれており、これら産業の立地が市区町

村のエネルギー消費量に大きく影響することがわかる。PJ1（2）の成果等では、2050年低炭素・脱炭素社会に向かって

は、紙・パルプ、石油化学、鉄鋼、窯業土石のサービス需要は低減していくことが見込まれており、市区町村の低炭

素・脱炭素対策やその効果を検討するうえでは、国全体としての産業構造の変化や立地も考慮することが肝要であるこ

とが示唆される。また、大阪府大阪市・堺市、神奈川県横浜市、京都府京都市、福岡県福岡市、埼玉県さいたま市や東

京都千代田区もエネルギー消費量が大きい自治体に区分されるが、これらは人口密度の高い地域を有していたり、大規

模商業施設が集中している地域であり、日本全体としては人口減少の局面に入っているものの、都市への人口流入が継

続する場合には、これら自治体も含めて都市での特に家庭部門や業務部門での省エネルギーや温室効果ガス削減対策が

いっそう重要になるといえる。 
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図2.2.14 市区町村別エネルギー消費量と部門別割合（消費量上位 100自治体） 

 

部門別エネルギー消費量の推計・評価と併せて、市区町村別・部門別の温室効果ガス排出量に着目した分析として、

市区町村間の類似性や特徴に基づく分類を試みた。分析では、産業部門、家庭部門、業務部門に加えて運輸部門の影響

も考慮するため、環境省の公表する部門別CO2排出量の現況推計・部門別データを用いた。部門別温室効果ガス排出

量に基づく市区町村の分類には、クラスタ分析手法を用いた。分類にあたっては、CO2排出量をそのまま用いる場合の

ほか、一人あたりで規格化したCO2排出量（一人あたりCO2排出量）と部門別割合を用いた場合について検討した。 

CO2排出量や一人あたりCO2排出量を用いた場合には、クラスタ分析手法やクラスタ数（分類の数）によらず、多く

の市区町村が 1つの分類に集中し、適切に分類することができなかった。例えば、クラスタ数を 10としてWard法を用

いた結果では、80%以上の自治体が同じ区分として分類され、類似性や特徴抽出は困難であった。 

CO2排出量の部門別割合をもとに市区町村を分類すると、産業部門の割合の大小、業務部門の割合、運輸部門のうち

貨物自動車の割合などの観点で類似性を見いだすことができた。一例として、2015年データをもとにグループ数を 10

として k-means法によって分類したグループ別の平均的なCO2排出量を図 2.2.15に示す。分析では、CO2排出量を産業

部門（農林水産業）、産業部門（製造業）、家庭部門、業務部門、運輸部門（旅客）、運輸部門（貨物）の 6部門に区

分し、総量に対するそれぞれの割合で分類を検討したが、産業部門（農林水産業）は多くの自治体で全体の数%程度に

留まっていたことから、分類には大きく影響しないことがわかった。その他の部門は、その特徴によりグループが形成

され、例えばグループ 1は、農林水産業を除く全部門が同程度の割合となっている市区町村が分類され、北海道中川

町・幌加内町、青森県藤崎町・七戸町、奈良県川上村、高知県四万十町などが含まれる。グループ 2は、グループ 1と

類似しているが運輸部門の占める割合が小さく、北海道留萌市、福島県会津若松市、山梨県富士吉田市、和歌山県新宮

市などのほか、神奈川県横浜市、愛知県名古屋市、京都府京都市、福岡県福岡市といった公共交通機関網の利便性の高

く、結果運輸部門からのCO2排出量が小さい市区町村も分類されている。グループ 3は、家庭部門と業務部門（民生部

門）の割合が高く、北海道赤井川村・南富良野町・浦河町といった他と比較して農林水産業の割合が高い自治体のほ

か、東京都小平市・西東京市・八王子市といった東京都市部や板橋区・足立区などの特別区、埼玉県さいたま市など大

都市や大都市近郊の都市群も含まれる。グループ 4は、新潟県佐渡市、長崎県五島市・対馬市といった島しょ部の自治

体や都市部から距離のある小規模自治体が分類されており、グループ 3に近いがやや運輸貨物の割合が高い。グループ

5から 8は産業部門の割合の大小により区分される分類であり、産業部門の割合が最も高い（平均 80%）のグループ 8

には、千葉県市原市や岡山県倉敷市、大分県大分市といった市区町村別エネルギー消費量においても全体の上位に位置

する自治体が分類される。グループ 9とグループ 10は、分類される市区町村数は少ないが特定の部門の割合が高い自

治体が含まれる分類である。グループ 9は、業務部門の割合が他部門と比較して高い市区町村であり、東京都品川区・

渋谷区・新宿区・千代田区・港区や大阪府大阪市などの商業やビジネスの中心的な地域を有する自治体が分類される。

グループ 10は、運輸貨物の割合が特に高い自治体であり、北海道利尻富士町・礼文町、青ヶ島村や三宅村などの東京
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都島しょ部、鹿児島県徳之島町・天城町など、グループ 4に含まれる自治体よりもさらに遠方に位置する自治体が主に

分類されている。前掲した環境省の調査（地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査結

果）によると、半数以上の自治体において地方公共団体実行計画（区域施策編）が未策定であるが、その理由として人

員不足、予算不足などのほか、専門的知識の不足や対策・施策効果の評価が困難である、また有望な対策・施策が見つ

からないことが挙げられている。本分析から示された地方自治体間の類似性や、市区町村の温室効果ガス排出量やエネ

ルギー消費量も踏まえて、それぞれの特徴ごとに有効と考えられる対策・施策に関する情報を整備して提供していくこ

とは、自治体での実行計画策定の支援として有効な方策となり得るものと考えられる。 

 

 

図2.2.15 グループ別の平均的なCO2排出量部門別割合 

注：括弧内はそれぞれのグループに分類される市区町村数 

 

（2）統合評価モデルを用いた地域・都市スケールでの低炭素効果 

開発した気候変動対策分析手法（統合評価モデル）を用いて、東北地方のある市を対象に将来の低炭素効果の定量分

析を行った。分析では、地域・都市のコンパクトシティ化による効果を評価するために、市街化区域内外の人口の割合

は変化せず、将来見込まれる総人口の増減率を一律に乗じるケース（BAUケース）と、住宅・施設の解体等の理由に

よる住み替えのタイミングで市街化区域外の人口の一部が市街化区域内に移転するとしたケース（コンパクト化ケー

ス）の 2つを想定した。市街化区域内への移転を想定するコンパクト化ケースでは、移転に際して住宅・施設の形態が

変化するものとし、具体的には住宅では移転により戸建住宅から集合住宅へ住み替えるとした。資源エネルギー庁や環

境省の調査結果等では、世帯人員が同じであっても戸建住宅と比較して集合住宅のほうがエネルギー消費量、特に、冷

暖房や家電機器の消費量が少ないと報告されていることを踏まえ、住み替えの効果はエネルギー消費量変化として分析

に反映した。家庭部門に着目してそれぞれのケースでのエネルギー需要量変化を評価すると、BAUケースでは居住形

態が変化しないため、将来のエネルギー需要量は人口・世帯数の減に相当する分だけ減少する。他方、コンパクト化ケ

ースでは戸建住宅から集合住宅への住み替えによるエネルギー消費量減が加わり、市域全体ではBAUケースよりもエ

ネルギー需要量は低くなる。しかし、市街化区域内で切り出した場合には、市街化区域外からの移転が加わるためエネ

ルギー需要総量は増加する。 

それぞれのケースのエネルギー需要量推計結果をもとに、対策実施によるエネルギー消費量及びCO2排出量の削減

効果を評価した。分析では、個別機器の高効率エアコンやヒートポンプ式給湯器など高効率機器への転換や灯油暖房機

のガス暖房機やエアコンへの転換（電化）（単体技術）、太陽光発電など再生可能エネルギー導入（再エネ）に加え、

地域エネルギーシステムの導入も対策として考慮した。 
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コジェネレーションシステム（熱電併給システム）等を核とした地域エネルギーシステムは、住宅や店舗等（需要

家）に個別に熱や電力の供給設備を設置するよりもエネルギー利用の効率を高め、温室効果ガス排出量の削減に寄与す

ると期待されている。しかし、地域エネルギーシステムの導入には設備費のほか設備設置の場所・建屋の確保、また、

個別需要家に設置する場合とは異なり運転や維持管理のための人員の配置が必要など、一定程度の投資が必要とされ

る。そのため、地域エネルギー事業は一般に、設置を予定するエリア・地点のエネルギー需要が集約的であればあるほ

ど採算性が高まるが、需要家の数や需要規模が小さい場合には事業採算を確保することが困難となり、仮に導入しても

早期に廃止される可能性が高い。そこで、事業採算性（事業収支）に基づいて対象地域・都市での地域エネルギーシス

テムの導入可能性を評価し、導入可能と判断されたエリア・地点に限ってその導入規模（容量）や熱電供給量等を評価

するという 2段階で、地域エネルギーシステムを活用した低炭素・脱炭素対策に関する分析を行った。一段階目の分析

結果として、図 2.2.16に地域エネルギー事業の想定は同じとして、人口密度と従業者密度を変化させた時の事業収支を

評価した例を示す。地域エネルギーシステムが導入可能となるには、事業収支（収支曲線）が正となる条件を満たす必

要があるが、今回用いた想定では家庭部門の需要量と関係する人口密度、業務部門の需要量と関係する従業者密度がい

ずれも 1万人近い規模のエリア・拠点が必要であることがわかる。 

 

 
図2.2.16 地域エネルギーシステムの導入可能性評価結果の例 

注：従業者数又は人口密度を200人/km2から10,000人/km2まで変化させた場合 

 

これら想定を踏まえて対象地域で単体技術や再エネ、地域エネルギーシステム導入等による将来のCO2削減効果を

分析すると、2050年には合計で 45万 tCO2の削減となることが明らかとなった（図 2.2.17、分析ではCO2削減対策を実

施しない場合をベースラインとおいた）。内訳では、高効率機器への置き換えや電化等が削減量全体の 14.6%、再生可

能エネルギー（太陽光発電（PV））の導入が 22.5%、市街化区域内への移転によるエネルギー需要減と地域エネルギー

システムの導入等が 41.2%、系統電力の低炭素化による削減量が 21.7%となる（系統電力の低炭素化効果を除くと、高

効率機器置き換え等が 18.6%、再生可能エネルギーが 28.7%、需要減・地域エネルギー導入が 52.6%となる）。 

本分析で対象とした地域では、単体技術導入や再生可能エネルギー活用によるCO2削減とともに、コンパクトシテ

ィ化や地域エネルギーシステム導入もCO2削減対策として重要となる。また、地域エネルギーシステム導入にはコン

パクトシティ化は不可欠であり、市街化区域外の人口の移転を想定しないBAUケースでは地域エネルギーシステムの

採算性が確保できる条件を満たすエリア・地点はなく、結果として単体技術と再生可能エネルギー導入によるCO2削

減分にとどまることがわかった。加えて、地域・都市でCO2削減を検討するにあたっては、対象地域内で実施する技

術や再生可能エネルギーの導入等とともに、系統電力の低炭素・脱炭素化も重要な対策となる。本分析では、CO2削減

量の約 1/5が系統電力の低炭素化による効果であるが、エネルギー消費量やCO2排出量に占める民生部門の割合が高い

地域・都市（前掲のグループ 3やグループ 9）では、低炭素・脱炭素対策推進により高効率機器の導入を考慮しても電
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化による電力需要量増が見込まれ、系統電力の低炭素化・脱炭素化の効果はより大きくなるものと推察される。他方で

系統電力の低炭素化・脱炭素化は、国全体などのより広域的な視野での対策が求められるものであり、地域・都市スケ

ールでの気候変動対策の取組も踏まえつつ、わが国の電力部門が長期的に低炭素・脱炭素化していくための計画作りや

取組を推進していくことが重要であるといえる。 

 

 

図2.2.17 CO2削減効果と内訳（BAUケース・ベースラインとコンパクト化ケースの差分） 

 

（3）再生可能エネルギー導入による電力低炭素化に関する分析 

わが国の電力部門でのCO2排出量削減（低炭素化）を達成するための対策の分析として、多地域電源計画モデルを

用いて電力を消費する側（需要家）と連携した再生可能エネルギー導入促進方策についての検討を行った。再生可能エ

ネルギー導入の支援スキームのひとつである固定価格買取制度（FIT）は、再生可能エネルギー設備からの発電電力を

一定期間、一定価格で買い取ることが保障される制度である。買取費用の一部は再生可能エネルギー発電促進賦課金

（再エネ賦課金）として電力料金に上乗せして消費者が負担しているが、金額が全国一律であり、需要家が自発的に再

エネ賦課金以上の金額を負担することが困難である。そこで、需要家の再生可能エネルギーへの支払い意思額

（Willingness To Pay、WTP）を評価し、WTPに相当する水準の金額をそれぞれの需要家が再生可能エネルギーのために

支出すると想定して将来の設備導入量やCO2排出量削減への影響を評価した。 

再生可能エネルギーへの支払い意思額（WTP）は、メタアナリシス手法を用いて支払い意思額関数を構築して都道

府県別に推定した。支払い意思額関数は、現状の再生可能エネルギー導入量や年齢、収入、教育レベルなど複数の社

会・経済要因を説明変数とした回帰式により表現した。構築した支払い意思額関数を用いて現在（2015年）のWTPの

中央値を都道府県別に求めると、最小は 479円/（月・世帯）、最大は 2,288円/（月・世帯）と推計された（図 2.2.18 

（a））（なお、中央値は賛成率が 0.5となる場合の値）。都道府県別WTPは、支払い意思額関数において収入が説明

変数として選択されたこともあり、東京都や愛知県など一人あたり収入が高い地域で高くなる傾向がある。 

将来のWTPの推計にあたって、本分析では現在の潜在成長率が今後も継続するケース（低成長ケース）と経済再生

が進み経済成長率が高まるケース（高成長ケース）の 2つをおいた。それぞれについて 2030年の都道府県別WTPの中

央値は、低成長ケースでは 1,106〜3,604円/（月・世帯）、高成長ケースでは 1,521～4,482円/（月・世帯）と推計された

（図 2.2.18（c）と（d））。2015年と比較すると、低成長ケースでもWTP中央値の最小値は 2.3倍、最大値は 1.6倍に

増加し、高成長ケースでは多くの都道府県でWTP中央値が 2,000円/（月・世帯）を超える水準まで増加する。 
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図2.2.18 都道府県別の再生可能エネルギーへの支払い意思額（WTP）中央値の推計結果 

 

これらWTPの推計結果を踏まえて、多地域電源計画モデルを用いて 2030年までの再生可能エネルギー設備導入量や

CO2排出量削減への影響を評価した。将来の電源構成を評価するに際しては、電力需要量の変化が重要な入力条件とな

る。そこで分析では、共通社会経済経路（SSPs）から持続可能な経済発展を目指すシナリオ（SSP1、S1）、緩和策と

適応策の困難度が高い地域分断的なシナリオ（SSP3、S3）と、それらの中間である中庸的なシナリオ（SSP2、S2）の 3

シナリオを用いた推計を行った。なお、原子力発電については、日本の約束草案に示されたエネルギーミックスに従っ

て設定した。 

発電設備ごとの発電量（電源構成）の分析結果について、2030年に着目すると、WTPを考慮しない場合（参照シナ

リオ、Ref）には再生可能エネルギー（太陽光発電、風力発電）は導入されず、原子力発電や火力発電（石炭火力、天

然ガス火力）が主たる電力供給源となることがわかった。一方、WTPを考慮することで再生可能エネルギー導入量は

増加し、2030年の日本全体での導入量は、SSP1が最も高く 78 GW、最も低い SSP3でも 43 GWとなり、地域別に見て

も参照シナリオよりも導入量が大きく増加している地域が多く見られる（図 2.2.19）。また、再生可能エネルギー導入

量を地域間で比較すると、東京電力パワーグリッドや中部電力パワーグリッド、関西電力送配電の送配電区域（以降、

東京、中部、関西等とする）での導入量が大きい。これは、一人あたり収入の水準が他と比較して高いことに加え、地

域内の総人口（世帯数）も多く、電力会社が受け取る再生可能エネルギー導入のための費用総額が他地域と比較して大

きいことによる。 

再生可能エネルギー導入拡大に伴って電力部門のCO2排出量も減少し、SSP1では 2013年比 23%減、SSP2では 21%

減、SSP3でも 19%減となる。地域ごとの排出係数の変化で見ると、東京や中部は再生可能エネルギー導入により 2015

年と比較して低下するが、東北や四国、沖縄ではほとんど変化しないことがわかった。例えば、東京の排出係数はシナ

リオにより幅があるものの、2030年には 2015年の 25%程度まで低下するが、四国は 2015年の約 2割減にとどまる。ま

た沖縄は、火力発電が大きな割合を占めるとともに、九州など他地域との間での電力融通がなく、また再生可能エネル

ギーポテンシャルが少ないこともあり、排出係数は 2030年でも 2015年と同程度か若干増加する。 

需要家の選好に基づく再生可能エネルギーへの支出の仕組みを導入することで、特に東京、中部、関西など一人あた

りの収入水準が高く、また人口が集中する地域での再生可能エネルギー導入促進が期待できることを明らかにしたが、

わが国の 2030年の温室効果ガス排出量の削減目標（2013年度比 26%減、2021年 4月 22日に同 46%減に引き上げ）と比

較すると更なる対策実施は不可欠であることがわかる。本分析からは、教育や普及啓発などは需要家の再生可能エネル

ギーに対する価値付けを高め、適切な資金提供の仕組みを設けることで再生可能エネルギー設備の導入を促進すること

が可能であるが、電力部門で大幅なCO2排出量削減を達成するためには、再生可能エネルギーや蓄電池等の関連技術
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も含めたコスト低減・技術開発の促進、炭素税等の賦課、再生可能エネルギー由来電力への優遇措置など、他の政策手

段も組み合わせて実施していくことが不可欠であることが示唆される。 

 

 

図2.2.19 地域別・シナリオ別の再生可能エネルギー導入量の推計結果（2030年） 

 

（4）低炭素簡易分析ツールによる地域・都市低炭素シナリオ分析と社会実装に向けた検討 

開発した低炭素対策簡易分析ツールを関東地方のある市に適用し、複数の将来シナリオを設けた分析を行った。対象

とした自治体は、鉄鋼業や石油化学産業などの製造業が活発であり、エネルギー消費量やCO2排出量においても産業

部門の占める割合が大きいことから、産業構造に着目して下記のようにシナリオを 3つ想定した。 

� 現状維持シナリオ：2050年まで現状の産業構造が維持されるとともに、わが国のGDP成長に合わせて産業部門の生

産額が増加するシナリオ 

� 産業構造転換シナリオ：2020年以降 2050年に向けて製造業から教育や研究開発等に完全に移行するシナリオ 

� 第三次産業拡大シナリオ：上記の中間的な 2030年頃から鉄鋼業や石油化学産業などの製造業が徐々に第三次産業に

転換するシナリオ 

それぞれのシナリオについて、CO2削減対策の実施有無で 2ケースの分析を行ったところ、CO2削減対策なしでは将

来にわたって製造業が残る想定である現状維持シナリオと第三次産業拡大シナリオは、エネルギー消費量とCO2排出

量が増加していくが、製造業を全く別の産業・業種に移行させる産業構造転換シナリオはエネルギー消費量とCO2排

出量は大幅に減少し、エネルギー消費量で見ると 2050年には 2015年の 1/3まで変化する（図 2.2.20中の破線）。これ

に対して、CO2削減対策を行うことで、エネルギー消費量とCO2排出量はともに減少し、産業構造転換シナリオでは

2050年のCO2削減率は 93.6%に達する。現状維持シナリオや第三次産業拡大シナリオでも、CO2削減対策を講じること

でエネルギー消費量やCO2排出量を現状よりも削減することができるが、最大でも 30%減程度にとどまる。これらの

結果は、地域・都市が低炭素・脱炭素化するための計画や政策づくりにおいて、現在立地している産業に関する検討が

重要であることを示しているが、分析では産業部門の縮小による雇用や税収の変化などは考慮されていないことには留

意する必要がある。 
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（a）現状維持シナリオ      （b）第三次産業拡大シナリオ    （c）産業構造転換シナリオ 

図2.2.20 低炭素簡易ツールを用いた将来のエネルギー消費量の分析結果 

注：破線が削減対策なしケース、面が削減対策ケース） 

 

低炭素簡易分析ツールの目指す、自治体や住民、NGOなどのステークホルダーそれぞれ、あるいは協働しての低炭

素シナリオ開発での利用に向けて、毎年 2〜3回程度、自治体のステークホルダーとともに将来のエネルギーや温暖化

対策を考えるワークショップや学生・社会人を対象としたエネルギーに関する教育プログラム・ワークショップ（以

下、エネルギーワークショップ）で開発した簡易分析ツールによる定量化・シミュレーションを実施し、参加者からの

フィードバックを受けたツールの改良等を継続的に実施してきた。フィードバックには、簡易分析ツールを用いた定量

化を実施することで将来のエネルギー・温暖化対策の議論に客観性を持たせられる等の評価があった一方、定量的な結

果が提示されてしまうために大胆な議論が難しくなってしまうとの指摘があった。また、実施水準が予め「レベル」と

して設定されているために、最新技術など想定を超える技術開発・イノベーション、社会の大胆な変革の可能性などの

参加者による自由な発想が制限されてしまうのではないか、といった指摘もあった。さらに、開発したツールに関する

環境NGOや地域の低炭素シナリオ研究者との議論では、電気自動車と再生可能エネルギーの組み合わせのようなセク

ターカップリングの要素の取り込みや、地域経済への効果などの組み込み、簡易分析ツールの利用方法に関する情報整

備と発信などが指摘された。これら議論も踏まえると、簡易性を維持しつつ技術や将来社会像、産業構造等について自

由度を高めた設定が可能となるようなツールへの改良や技術開発・イノベーションの動向を踏まえた継続的な情報更新

体制の構築などが今後の課題である。 

 

2.2.2.4 まとめ 

本サブテーマでは、特に地域・都市の気候変動対策（低炭素対策）に焦点をあて、計画作りのための基礎となる社会

経済やエネルギー消費量等の情報整備、人口・世帯、エネルギー、技術などの複数の要素を統合した検討・評価のため

のモデル評価・分析枠組み（統合評価モデル、簡易分析ツール）の開発と具体地域へ適用しての分析を実施した。 

本分析の結果より、地域・都市において温室効果ガス排出量の大幅削減（低炭素化・脱炭素化）を実現していくため

には、地域・都市のエネルギー消費等の特性を踏まえた技術の導入、地域・都市で活用できる再生可能エネルギーの利

用など、地球温暖化対策計画等の国全体の対策・計画で挙げられている対策とともに、地域・都市のコンパクトシティ

化や分散化などの土地利用・都市構造の見直し、産業立地も含めた産業構造の転換など地域・都市の姿そのものも視野

に入れた対策の検討と実施が肝要であることが明らかとなった。また、技術的対策により電化が進展していくと見込ま

れる中では、地域・都市で利用される電力が低炭素・脱炭素であることが必要であり、系統電力の低炭素化・脱炭素化

への貢献も議論されることが望ましいことが示唆されている。 
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2.2.3 サブテーマ3：持続可能社会実現策の社会実装支援方策及び社会モニタリング研究 

2.2.3.1 目的と経緯 

持続可能な低炭素都市や産業の構築が急務となっている。本サブテーマでは、このような社会の転換を支援する検討

として、エネルギー消費のモニタリング研究の成果及び、産業の低炭素化の社会実装に繋がる検討の成果を示す。 

近年、技術開発や低価格化が進むエネルギー消費のモニタリング機器を活用し、エネルギー消費から観測される行動

や建物・機器性能の推計と、ICT（情報通信技術）センサー等によるモニタリングデータや各種調査データから得られ

る情報を組み合わせた、低炭素都市モニタリングシステムを開発することとした。その運用結果等を踏まえて、具体的

な都市や地区スケールなどの対象に対して、気候変動対応の技術社会システムの計画を提案し、関係者と協働して検

討・評価を行うことを目的に検討を行った。本研究は、環境省の二国間クレジット（JCM）推進のためのMRV 等関連

するインドネシアにおける技術高度化事業と連携して実施された。当該事業は、JCM の実施が見込まれるインドネシ

アにおいて、面的な広がりをもった低炭素社会を先導する実験的な事業地区・都市を設定し、当該地区・都市の温室効

果ガスの直接・間接的な排出計測システムを整備・運用することにより、その地域特性を活かした低炭素促進方策の設

計、提案を行うものである。 

一方、気候変動の緩和に向けて、化石燃料を代替し得る廃棄物を効率的に利用することが一層重要になっている。国

内においては、廃棄物からのエネルギー回収の手段としては、大部分で焼却発電が採用されている。しかし、特に一般

廃棄物の焼却炉においては、燃焼ガスが腐食性に富むなどの理由により、その発電効率は 20数%に留まっている。抜

本的な効率向上には、熱利用を行うことが望ましいが、暖房や給湯レベルの温度の熱は、ヒートポンプによって効率的

に供給することが可能であり、競合技術の進歩も考慮する必要がある。一方、乾燥、反応、蒸留、殺菌、調理など、高

温の熱需要（蒸気需要）のある製造工場では、ヒートポンプの適用が困難であり、100℃近辺の蒸気であっても、ヒー

トポンプの導入がなかなか進んでいない。しかし、焼却炉で製造できる蒸気は 300℃～400℃、圧力の面でも工場側の

少なくとも中・低圧蒸気の条件を満たすことができるため、有効利用が可能である。焼却発電の効率は火力発電の効率

（高効率なものでは 60%を超える）に比べて大きな差があるが、ボイラー効率では工業用ボイラーとそれほど差がな

い。焼却熱を従来の発電から、工場への蒸気供給に切り替えることができれば、CO2排出削減の観点でも、また経済性

の観点でも大きく貢献できる可能性が高い。このように、廃棄物の焼却熱の利用を高効率化できる余地が大きいため、

本研究において必要な技術や社会システムを示し、導入可能な地域やその効果を明らかにすることを目的に検討を実施

した。なお本検討は、環境研究総合推進費（3-1709）と連携して実施した。 

 

2.2.3.2 方法 

（1） 低炭素都市モニタリングシステムの開発と評価 

a）モニタリング装置の開発 

 住宅やオフィス、商業施設、工場等の電力消費のモニタリング及び見える化を行う装置を開発することとした。モニ

タリングの装置は、電力消費量の計測装置と、計測した情報をクラウドサーバにインターネットを通じて収集する、ネ

ルギー消費量集約装置（送り側及び受け側）、及び収集したデータをグラフ等によってリアルタイムに近い形で表示す

るエネルギー消費量共有装置から構成される構造とする。計測装置は、電力監視ユニット、表示設定機器等から構成さ

れ、計測対象設備等に電力を供給する分電盤における電圧・電流値等を計測し、決められた時間毎に、計測値をデータ

集約装置に提供する。データ集約装置は、データを送る側では省エネ支援アダプター、ルーター等から構成され、計測

装置から送信された計測データを蓄積し、決められた時間単位にデータを集積して、csvファイルとして、データ消費

量集約装置の受け手側（クラウドサーバ側）にインターネット経由で送信する。エネルギー消費量の共有（表示）装置

は、計測・集約されたデータを、タブレット等のブラウザを通して、時間単位別及び観測点別に表示するとともに、過

去データの閲覧機能及びデータのダウンロード機能を有するものを開発することとした。開発した装置は、インドネシ

ア・ボゴール市及びボゴール農業大学の協力を得て、主にボゴール市内の住宅やオフィス、商業施設等に設置した。ま
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た、工場の電力消費と一部燃料消費をモニタリングするため、福島県新地町の工場や下水処理場及び、インドネシアの

建材製造工場に設置した。 

 

b）電力消費データの解析 

インドネシアを対象に電力消費量を把握しようとした研究としては、高層住宅を対象にライフサイクルでのエネルギ

ー消費を把握するために電力消費量を調査したAgya et.al.1)や、バンドンを対象に都市の発展の仕方による家庭部門での

電力消費量の違いを把握するための調査を行ったA.S.Permana et.al.2)があるが、どちらも住宅のみを対象としたもので、

その調査方法は電力料金を基に推計を行う方法であった。また、モニタリングシステムの導入を狙い、インドネシアに

おいて住宅を対象にスマートメーター導入に関する心理モデルを作成し、スマートメーターの導入戦略を検討した Jui-

Sheng et.al.3)らの研究がある。都市レベルでの省電力化を目指し、電力モニタリングを行った研究には、イギリスでモニ

ターを導入し、見える化の効果を検討したHargreaves et.al.4)の研究があるが、研究対象が家庭に限定されており、対象が

十分であるとは言えない。  

住宅のエネルギー消費量を調査するためにアンケート調査を実施した研究としては、日本の農山村地域を対象に種々

の低炭素化対策の効果を評価する基礎データ収集のため、生活状態や住民意識、エネルギー消費量の実態調査を目的と

したアンケートを実施した研究や、中国の都市住宅エネルギー使用状況の調査を行い、省エネルギー化の方策を検討す

るため、オンラインでのアンケート調査を行った Shan et. al.5) の研究などがある。住宅のエネルギー予測にニューラル

ネットワークを適用した研究には、フランスの 16都市を対象に建物の形状係数、U値、窓と床面積の比率等を従属変

数とし、ニューラルネットワークを含む回帰モデルによる予測モデルの有用性を検討した Tiberiu et.al.6)や、商業施設や

コミュニティレベルでの住宅を対象に LSTMを基調とするリカレントニューラルネットワークモデルを構築し、1解像

度で中長期の予測を行ったAowabin et.al.7)の研究などがある。ただし、これらは 1つの建物や対象地のエネルギー消費

量を正確に予測することが目的で、市や地域のように面的に拡張することを目的としていない。以上を踏まえ、本研究

ではエネルギー消費量の逐次モニタリングを実施し、そのモニタリングデータとアンケートデータを連結させ、深層学

習を適用したアンケート世帯への時間電力消費量推計方法を開発することを目的とした。 

本研究において実施したモニタリング対象に含まれる 7つの住宅では、その建物の大きさや世帯人数、電力消費量の

実態は様々である。ただし、1日の電力消費量における変化率はいくつかの分類が可能であると考えられる。そのため

本研究では、短時間の電力消費量の時間移動を考慮し、動的時間収縮法（DTW）とウォード法による電力消費パター

ンの分類を行った。また、省エネルギー効果の検証を検討した場合、1日の中での電力消費の変化だけではなく、機器

レベルでの電力消費量の比率にも関心が持たれる。そのため本研究では、ウォード法による電力消費の機器比率につい

ての分類も実施した。 

 機器の導入数が限定的となるモニタリングのみによって市内のエネルギー消費量を十分に観測することは困難であ

る。そのため、モニタリングデータを基にモニタリングを実施していない世帯のエネルギー消費量を推計する方法の開

発が必要となる。本研究では、モニタリングデータをもとに市全体の時空間エネルギー消費量を推計する方法論を開発

する手始めとして、市内の世帯にアンケート調査を実施し、アンケート世帯の電力消費量及び電力消費パターンを推計

するモデルの開発を行った。これは、各アンケート世帯の電力消費量を各地点のポイントデータとして空間への内挿を

行う方法である。図 2.2.21はアンケートポイントにデータ挿入を行う計算フローを表す。この挿入されたアンケートポ

イントのデータを用いて空間内挿を行う。 

 また、ボゴール市等の現地行政機関等に対し、エネルギー消費の分析結果に加えて、交通や廃棄物など、多面的な低

炭素施策に関わる情報提供を行い、政策貢献を行った。 
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図2.2.21 アンケートポイントにデータ挿入を行う計算フロー 

 

（2）廃棄物焼却熱を利用した産業の低炭素化に関する検討 

 廃棄物からのエネルギー回収の方法としては、国内では焼却発電を軸にその整備が進められてきており、海外におい

ても焼却発電の施設が普及している。しかし、国内の焼却施設では、発電効率は 20数%に留まる。同様に固形燃料を

直接燃焼する石炭火力発電所の発電効率が、最大で 45%程度に達し、ガスを燃料とする複合サイクル発電は 60%を越

える発電効率となっていることを考えると、2倍もしくはそれ以上の効率の差が存在する。このような焼却炉の低い発

電効率を補うには、熱利用を行うことが有効である。しかし、国内の焼却施設では熱供給を行っているとして、暖房や

給湯目的の低温の熱供給が行われている。しかし、このような低温の熱はヒートポンプによって効率的に行うことが可

能であるため、ヒートポンプの高効率化と普及が進むにつれ、焼却炉からの暖房・給湯目的での熱供給で削減できる化

石燃料消費量は、限定的になりつつある。低炭素性能の大幅な改善には、ヒートポンプの適用が難しく、高温の熱需要

のある製造工場に焼却施設から蒸気することが有効な解決策となるが、この点について、エネルギーの質的効率である

エクセルギー効率の観点と、今後脱炭素化が進む中での、将来のエネルギーシステムとの親和性の観点から整理する。 

 エネルギーには量と質の性質があり、低炭素化を検討する上では、この両面から効率を改善する必要があるが、質の

面が十分に考慮されない場合も多い。エネルギーの質はいくつかの類似の概念で表現されるが、その 1つがエクセルギ

ーである。エクセルギーは、エネルギーのうち有効な仕事として取り出すことのできるエネルギーを指し、エクセルギ

ー率の高いエネルギーほど、質の高いエネルギーとなる。地域特性に合ったエクセルギー効率の高い廃棄物の熱利用シ

ステムを採用することにより、CO2排出削減と経済性の両面で競争力の高い熱利用システムとすることが可能となる。

図 2.2.22に示すように、焼却施設の規模別と、周辺の工場の熱需要の有無別にケース設定し、CO2削減効果及び経済性

の評価を行う。焼却施設の近隣に蒸気需要のある工場が存在する場合はこれを優先する。また、焼却炉の規模別にもケ

ースを設定する。ここではモデルケースとして、高効率発電が可能な 600 t/日の処理規模と、これまでエネルギー回収

が困難とされてきた小型の焼却施設として、30 t/日の処理規模を設定する。大規模のケースでは、工場の蒸気需要が存

在する場合はこれを優先するが、焼却施設が供給可能な蒸気量に対して蒸気需要が少ないケースもあり得るため、発電

しつつ抽気蒸気を供給する場合（ケース 1a）と、需要が十分あり、発電を停止して製造した蒸気を全量工場に送る場

合（ケース 1b）を設定する。また、大規模であるが蒸気需要がない地域については、従来通りの高効率発電のみを行

う場合（ケース 2a）をベースラインとして設定し、周辺の住宅・業務系の建物等にまとまった温熱需要が存在する場

合を想定して、発電を犠牲にしない低温温熱の供給を行う場合（ケース 2b）を設定する。小規模のケースでは、これ

までエネルギー回収をしていない場合が多いことから、ボイラーを追加的に設置し、製造した蒸気を近隣の工場に供給

することを想定する（ケース 3）。小規模であるが、近隣に蒸気を必要とする工場が存在しない場合には、食品廃棄物

の選別によるメタン発酵・発電と、プラスチックや紙類等の固形燃料化を行うことを想定する（参考ケース）。 
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図2.2.22 廃棄物からのエネルギー回収高度化の地域別方策 

 

2.2.3.3 結果と考察 

（1）低炭素都市モニタリングシステムの開発と評価 

a)モニタリング装置の開発 

 開発した装置の構成を図 2.2.23に示す。インドネシアでは、DSLや光回線のような有線ケーブル網が発達していない

箇所が多く、計測したデータを転送する際、3G回線等を利用する必要があり、夕方など回線が込み合う時間帯には回

線が途切れる傾向がある。そのため、転送中のデータ等を判別し、転送できない部分のデータを自動リカバリーする機

能を有し、安定的に電力観測・データ収集を行えるシステムを開発した。本システムを、インドネシア・ボゴール市内

の住宅、商業、業務等の施設に、高圧受配電盤、分電盤、個別の電力入力盤、それぞれを監視可能な電力消費量計測装

置 F-MPCならびにエネルギー消費量情報の集約装置を設置し、データ収集を継続的に実施した。計測器具を分電盤に

取り付けるにあたり、ヒアリングおよびブレーカーのOFF/ONによる調査を行い、接続先の電化製品情報を明らかにし

た。観測した電力消費量は、クラウドサーバ上に集約をした。電力消費量の観測は 2015年 3月 1日から開始し、2016

年から順次拡大し、2019年度まで継続した。計測は毎分ごとに行い、解析には計測データを積算して 1時間単位とし

たものを使用した。 

 

 

図2.2.23 モニタリングシステムの全体構成 
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b)電力消費データの解析 

 図 2.2.24はモニタリングを実施した住宅の時間電力消費量を表したものである。住宅 1~4は 2015年 3月から観測を開

始し、住宅 5~7は 2016年 2月から観測を開始した。観測データには欠測データが存在する。これはインドネシアの通

信環境や機器故障に伴うもので、保守・修理作業を行うことで対応しているが、時に長期の欠測が見られる。そのた

め、以後では自己回帰性を考慮しない相関分析を中心に分析を行う。モニタリングによって得られた電力消費量は建物

により異なり、住宅 3、4、7では 2kWを超える電量消費が見られる期間があるが、その他では大きくても 1.2kW程度

であった。ただし、これらの違いはモニタリングを行った建物の延べ床面積に影響を受けていると考えられ、その変化

率の幅を住宅の違いで大きく差があるものではないと考えられる結果が得られた。 

 

 

図2.2.24 観測された電力消費量の変動 

 

図 2.2.25は時間電力消費量の平均値を 1とし、一日の電力消費量の変化率をDTWとユークリッド距離を用いたウォ

ード法に基づくクラスタ分析を行った結果である。住宅 1、5、7からなるグループ 1は夜間の電力消費量が大きく、昼

の電力消費量が少ないグループである。一方、住宅 2、3、4、6からなるグループ 2は 18時から 24時までの電力消費

量が大きいが、ほかの時間帯の電力消費量が安定せず、午前 0時から出勤時間までの電力消費量がグループ 1よりも顕

著ではないグループである。こうした違いは、空調等の電化製品の使用時間帯が異なるためと考えられる。この他に、

電力消費量の機器比率等によるモニタリングサイトの分類を行った。 

 

 

図2.2.25 電力消費パターンのクラスタ分析による分類 
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 電力消費量推計モデル・電力消費パターン分類モデルについては、2段階の深層学習を用いて各計算設定において電

力消費量推計モデル・電力消費パターン分類モデルを作成することができた。図 2.2.26は各計算設定で作成できた電力

消費量推計モデルによる結果と正解データを比較したものである。開発された回帰モデルのR2値は切片ありで 0.8、切

片無しで 0.7を超え、高い相関性を持つと考えられる。アンケートの一部を教師データとしたm100_q50（モニタリング

データサンプル数 100、アンケートサンプル数 50、以下同様）、m100_q100ではR2値の改善と電力消費量の小さいデー

タにおける誤差縮小が見られた。以上のことから、全体から一部のサンプルでも数を増やすことでモデルの精度を改善

できると考えられる。m200のように 45度線上から大きく外れる結果が得られる場合もあった。これはR2値で判定し

ているためと考えられ、R2以外の統計指標も検討が必要と考えられる。また、図 2.2.27は各計算設定で作成できた電力

消費パターン分類モデルによる結果と正解データとを比較したものである。R2値はすべてで 0.9を超える結果となった

が、m100やm200では分散が大きいため 45度線上から外れる結果が多く、m100_q50及びm100_q100では大きく改善す

ることから、分類についてもサンプルでも数を増やすことでモデルの精度を改善でき、現時点のサンプル数では十分で

はないと考えられる。双方において、m100_q50とm100_q100には顕著な差がないため、現在のモニタリング世帯がボ

ゴール市内の住宅の電力消費量・パターンを偏りなく観測できている と仮定した場合、モデルの精度向上に必要なモ

ニタリング世帯数は 100程度に収まるものと考えられる。 

 

 

図2.2.26 電力消費量推計モデルの結果 

 

 

図2.2.27 電力消費パターン分類モデルの結果 

 

 本研究で開発した計算フローを用いることで、モニタリングデータからアンケート世帯の電力消費量及び電力消費パ

ターンを推計することができるものと考えられる。図 2.2.28はアンケート世帯の一部を抽出し、m100_q100を対象にア

ンケート項目から一部の回答世帯における電力消費パターンを推計した 1日の電力消費量変化を表したものである。こ

のうち、Sample A及び Sample BはACを持たない世帯である。Sample AはGroup1型の電力消費パターン、Sample Bは

Group2型の電力消費パターンであるが、その中間型の Sample Cのようなパターンも生成されるため、クラスタ分析で

分類される以外の電力消費パターンも生成されることを確認できた。 
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図2.2.28 アンケート項目から推計された1日の電力消費量変化 

 

 リモートセンシングデータから、ボゴール市内の建物と土地利用をオーバーレイすることで、各建物のうちどの建物

が住宅であるかを推定した。ただし、ボゴール市内には約 22万世帯が存在し、そのすべてを記載することはできな

い。そこで、全住宅の電力消費の推定結果を積み上げて表すこととした。図 2.2.29は上記の電量消費量及び電力消費パ

ターンの空間内挿をもとに、機器保有の内挿結果を統合させ、ボゴール市内の全住宅の電力消費量を積み上げたもので

ある。エアコンを所持していない可能性のある世帯が広範に広がるため、市全体での電力消費量は小さく出たが、今後

のエアコン保有率の増加によって大きく増加する可能性がある。また、その他に含まれる電力消費量が多く、これには

家電のほか分離できなかった機器が含まれているため、その構成を詳細化するとともに、家電ごとの電力消費量削減策

が必要になるものと考えられる。住宅の電力消費量のピークは 21時前後となり、夜間の人が活動している時間帯が大

きいことが示された。一方で電力消費における機器の比率は夜間では大きく変わらなかった。ただし、本研究ではモニ

タリングを実施した 7つの住宅をもとにした積み上げを行っているため、その電力消費特性がボゴールの平均的な住宅

を代表し得るものではない場合には、住宅の電力消費量は異なるものとなる。本件の計算を追試し、手法論としての適

切性を証明するためにも、より多くの世帯に対してモニタリングを実施していくことが必要となる。 

 

 

図2.2.29 ボゴール市内の住宅における電力消費量の時間推移 

 

 図 2.2.30は別に実施した商業施設に関する解析結果を統合し、市全体での電力消費量の推移を推計したものである。

業務用地についても住宅と同様にOpenStreatMapと土地利用のオーバーレイを基にその立地する数を確認した。業務地
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は公的機関とオフィスなどの私用業務地に分け、サンプル数が住宅に比べても少ないことから、モニタリングデータの

平均値を用いて内挿を行った。この結果から、ボゴール市内では業務商用の電力消費量が住宅に比べて大きいと推定さ

れた。電力消費の多くは日中のエアコン及びその他（エアコン・照明・冷蔵庫以外）に含まれる結果となった。今後エ

アコンが住宅でも大きく普及することを勘案すると、機器の更新や建物の断熱性能の向上によって、エアコンの電量消

費の削減が重要と考えられる。 

 

 

図2.2.30 ボゴール市内の電力消費量の時間推移 

 

また、インドネシア・ボゴール市においては、ボゴール農業大学と協力して現地の市政府に対し、エネルギー消費の

分析結果に加えて、市が直面する優先度の高い問題である、交通渋滞の緩和と低炭素化、廃棄物の埋立処理からの脱却

など、多面的な環境問題に関わる対策や予想される効果に関する情報提供を行った。市の職員と複数回の会合を行い、

日本及び海外の環境技術や政策動向について入力する機会を提供するなどして、政策支援を実施することができた 。 

 

（2）廃棄物焼却熱を利用した産業の低炭素化に関する検討 

 熱力学的なエネルギーの有効利用の観点と、少ないエネルギー投入で熱供給が可能なヒートポンプ技術など、今後主

流化すると考える熱供給や利用の技術の面から考察すると、現在の技術では化石燃料を非効率に利用せざるを得ないプ

ロセスを、廃棄物の持つエネルギーで置き換えることができれば、代替される化石燃料が高いエクセルギー率で利用さ

れる間接的な効果を含めて、社会全体としてのエクセルギー効率の向上に貢献することができる。現状では図 2.2.31に

示すように、廃棄物焼却施設で発電を行い、天然ガスが製造工場の蒸気供給に利用されている。この場合、特にガスの

エクセルギー損失が大きい。しかし、焼却施設では発電に代わって製造工場に蒸気を供給し、製造工場で利用していた

ガスを発電に用いる形に変更すれば、焼却施設から製造工場への蒸気供給は、ガスボイラーを利用する場合と比べて熱

効率にそれほど大きな遜色がない一方、ガスは発電効率 60%と、焼却発電の 3倍程度高い効率で発電に利用可能なた

め、非常に効率的である。ここで重要なのは、焼却発電から蒸気供給に切り替えたことによる、焼却施設のエネルギー

の量的効率の向上ではない。より本質的な変更点は、焼却熱の製造工場への供給を通して、天然ガスの利用に関わるエ

クセルギー効率を大幅に向上し得ることであり、結果的に廃棄物焼却施設で発電する場合に比べて、2倍程度多くCO2

排出を削減することができる。このように、廃棄物天然ガスをそれぞれの特性に合わせて適材適所で利用することによ

り、廃棄物とガスを併せた資源利用のエクセルギー効率を、社会全体として向上させることが、最も重要な改善点であ

る。 
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図2.2.31 化石燃料（天然ガス）と廃棄物焼却熱を効率的に利用する改善策 8) 

 

加えて、今後はカーボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギーが主流化することになると思われるが、

特に太陽光発電の発電量が卓越する日中においては、従来の焼却発電を行っても電力が販売できなくなる可能性がある

一方、電気からの製造にはひと手間掛かる蒸気は、同じエネルギー量の電力よりも価値が高くなる可能性もある。焼却

炉においてまず製造されるのは蒸気であるため、将来は蒸気を蒸気のまま供給することの価値が、一層高まると考えら

れる。産業を脱炭素化する観点でも、今後は図 2.2.32に示すように、経済性の高い焼却熱の利用を契機に、産業団地の

熱供給インフラを脱炭素化に向けて転換する「産業スマートエネルギーシェアリング」を展開することが望ましい。 
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図2.2.32 焼却熱の利用を中核として産業の脱炭素化を推進する産業スマートエネルギーシェアリング 

 

 また、低炭素効果の評価に際しては、対策が社会全体の低炭素化に繋がることを評価する新たな評価方法として、資

源の LCAと呼ぶ手法を提案した 9)。この評価方法は従来の LCAの枠組みを大きく逸脱するものではなく、リサイクル

の評価であれば、循環資源によって代替される新規資源の社会における価値を端的に示すプロセスを、システム境界内

に加えて評価するものである。従って、従来の LCAのツールやデータベースを使って容易に評価が行える利点があ

る。廃棄物を含めて資源の社会における適材適所での利用に繋がる評価を行うことができる。 

設定した各ケースにおける、廃棄物 1 t当たりのCO2排出削減効果及び投資回収年数を図 2.2.33に示す。発熱量当た

りのCO2排出量の大きなC重油を代替する方が、CO2排出削減効果は大きく算定される。大型の焼却施設（600 t/日）

において発電を停止して高圧蒸気の全量を製造工場に送るケース 1bにおいて、特に大きな削減効果が得られ、発電の

みを行うケース 2a（ベースライン）に比べて 2倍程度の削減効果となる。次に、発電を犠牲にしない低温温水を民生

系の建物に送るケース 2bでは、ヒートポンプによる熱供給を代替する想定や、低温温水で給湯する場合にはガスボイ

ラーで追い炊きが必要という設定のため、このガス消費が影響するために、CO2はわずかに増加するとの結果となっ

た。加温を必要としない暖房用途に限定すれば、熱需要量の大きさに応じてある程度のCO2排出削減効果が得られる

可能性はある。更に、従来効率的なエネルギー回収が困難であった小規模な焼却施設（30 t/日）にボイラーを後付け

し、製造する蒸気の全量を製造工場に送る想定のケース 3では、廃棄物 1トン当たりのCO2排出削減効果が、大型焼却

施設の場合と同様に、高効率発電を行う場合の 2倍程度大きくなり、小型焼却施設において製造工場への蒸気供給は極

めて効果的な手段になり得ることが分かる。また、近隣に蒸気需要がないケースでは、固形燃料化やメタン発酵を組み

合わせることで、高いCO2排出削減効果が期待できる。製造工場への蒸気供給は経済性も高く、小型焼却炉にボイラ

ーを後付けで設置する場合でも数年で熱供給のための初期投資が回収できる。 
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図2.2.33 熱利用の各ケースのCO2排出削減効果と投資回収年数 

 

 廃棄物焼却熱の製造工場での利用を国内でも推進するため、表 2.2.4に示すように普及啓発のための活動を実施し

た。また、川崎市が実施した環境省令和 2年度地域の多様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業におけ

る、脱炭素化に向けた「川崎スマートヒートサプライプロジェクト」FS調査事業にアドバイザーとして参画し、事業

化を見据えた調査の実施に貢献した。 

 

表2.2.4 焼却熱の高度な利用システムの社会実装推進のための活動 

カテゴリー 内容 

産廃焼却施設から製造工場へ

の蒸気供給の計画支援 

� クレハ環境(株)がいわき市で実施した、FSに技術面で貢献。 
� 複数の産廃事業者と焼却施設周辺の熱需要等具体的な調査を実施。 

自治体焼却施設から製造工場

への蒸気供給の計画支援 

� 自治体焼却施設から、近隣の大手製造工場への蒸気供給について、簡易な評価によ

り事業化に伴うCO2排出削減効果や、期待される投資回収年数等に関する情報提供

を実施。 
産業スマートエネルギーシェ

アリング研究会の運営に貢献 

� 北九州産業学術推進機構において研究会を設立。事業化の案件抽出や、事業の面展

開に必要なマネジメント機能を検討。 
環境行政への貢献 � 環境省・中小廃棄物処理施設における廃棄物エネルギー回収方策等に係る検討調査

検討会に参画。焼却熱の製造工場での利用は、同委員会のガイダンスでも採り上げ

られた。 
� 環境省・廃棄物処理システムにおける低炭素・省CO2対策普及促進方策検討調査検

討会に委員として参画。同委員会では製造工場の熱需要の調査などが行われた。 
� 環境省・廃棄物焼却施設からの余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業に貢献。 
� 環境省主催のシンポジウム及び講演会で焼却熱の製造工場での利用をテーマに基調

講演を実施。 
学会における研究成果の普及 � 廃棄物資源循環学会誌で「廃棄物の熱エネルギー利用の高度化に向けた展望」と題

する特集号を発行。また複数の専門誌に記事を掲載。 
海外展開 � インドネシア工業省、バンドン工科大学、国立環境研究所の 3者で、焼却熱の製造

工場での利用に関する研究協力の覚書を締結。 
� 中国清華大学や上海交通大学、中国の公的研究機関、韓国蔚山大学、香港城市大学

などと、焼却熱の産業利用を含む、スマート産業団地に関する共同研究を実施。 
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2.2.3.4 まとめ 

持続可能な低炭素都市構築への流れを支援するための研究の中から、低炭素都市モニタリングシステムの開発と評価

に関する研究及び、廃棄物焼却熱を利用した産業の低炭素化に関する検討について紹介した。インドネシア・ボゴール

市では、開発したエネルギー消費のモニタリング装置を利用して、エネルギー消費状況を把握、分析し、モニタリング

を補完するためのアンケート調査の結果と合わせて低炭素対策を提案し、市の職員、企業、市民等との複数回の対話を

実施し、市の政策に貢献した。また、途上国の廃棄物問題（埋立）及び廃プラスチック問題、産業セクターの低炭素化

を総合的に解決する対策として、焼却熱の製造工場での利用を提案し、国内の複数の地域で具体的調査を実施するとと

もに、インドネシア工業省・バンドン工科大学とは研究協力に関するMoUを締結して、今後の調査に関する協力体制

を構築した。対策を実現する観点では、産業団地の低・脱炭素化に向けて、北九州市や川崎市と連携して、事業化を前

提とした調査や関係者との協議を実施した。研究成果は国内外の多くの査読付き論文誌に掲載され、学術的な貢献を果

たすとともに、環境省を始めとする政府機関、国内の自治体、海外の複数の国及び自治体などに研究成果の情報提供を

行い、協働して対策を検討し、民間企業等とも連携して社会実装に向けた活動を進めることができた。国際機関や海外

の学術機関との国際的な連携も強化拡大しており、若手研究者の交流や国際共同研究の機会も多く持つことができた。 

 

引用文献 

1) Agya Utma, Shabbir H. Gheewala (2009): Indonesian residential high rise buildings: life cycle energy assessment. Energy and 

buildings, 41, 1263-1268. https://doi.org/10.1016/j.enbuild.2009.07.025 

2) A.S. Permana, R. Perera, S. Kumar (2008): Understanding energy consumption pattern of households in different urban development 

forms: A comparative study in Bandung City, Indonesia. Energy Policy, 36, 4287-4297. https://doi.org/10.1016/j.enpol.2008.08.005 

3) Jui-Sheng Chou, I Gusti Ayu Novi Yutami (2014)：Smart meter adoption and development strategy for residential buildings in 

Indonesia, Applied Energy, 128, 336-349. https://dx.doi.org/10.1016/j.apenergy.2014.04.083 

https://doi.org/10.1016/j.enpol.2012.03.027 

4) Tom Hargreaves, Michael Nye, Jacquelin Burgess (2013): Keeping energy visible? Exploring how householders interact with 

feedback from smart energy monitors in the longer term, Energy Policy, 52, 126-134. https://doi.org/10.1016/j.enpol.2012.03.027 

5) Shan Hu, Da Yan, Siyue Guo, Ying Cui, Bing Dong, (2017): A survey on energy consumption and energy usage behavior of 

households and residential building in urban China, Energy and Buildings, Vol.148, 1, pp.36-378. 

https://doi.org/10.1016/j.enbuild.2017.03.064 

6) Tiberiu Catalin, Joseph Virgone, Eric Blanco, (2008): Development and validation of regression models to predict monthly heating 

demand for residential buildings, Energy and Buildings, Vol.40 Issue10, pp.1825-1832. https://doi.org/10.1016/j.enbuild.2008.04.001 

7) Aowabin Rahman, Vivek Srikumar, Amanda D. Smith, (2018): Predicting electricity consumption for commercial and residential 

buildings using deep recurrent neural networks, Applied Energy, Vol.212, 15, pp.372-385. 

https://doi.org/10.1016/j.apenergy.2017.12.051 

8) 藤井実 (2021): 廃棄物のエネルギー利用の高度化と情報技術の役割. 環境浄化技術, 20 (1), pp.1-6 

9) Minoru Fujii, Yi Dou, Lu Sun, Satoshi Ohnishi, Seiya Maki, Huijuan Dong, Liang Dong, Remi Chandran, (2019): Contribution to a 

low-carbon society from improving exergy of waste-to-energy system by upgrading utilization of waste, Resources, Conservation & 

Recycling, 149, pp.586-594 

 

  

https://doi.org/10.1016/j.enbuild.2009.07.025
https://doi.org/10.1016/j.enpol.2008.08.005
https://dx.doi.org/10.1016/j.apenergy.2014.04.083
https://doi.org/10.1016/j.enpol.2012.03.027
https://doi.org/10.1016/j.enpol.2012.03.027
https://doi.org/10.1016/j.enbuild.2017.03.064
https://doi.org/10.1016/j.apenergy.2017.12.051


 

 62 

2.3 プログラムを構成する研究プロジェクト（PJ3：環境社会実現のための政策評価研究） 

PJ3環境社会実現のための政策評価研究では、持続可能な社会の実現に向けたまちづくりおよびしくみづくりに着目

し、2つのサブテーマを設定した。サブテーマ 1は、まちづくりの観点から、持続可能な社会の実現に資する地域と生

活のデザインに関する研究を行い、その計画策定手法を開発する。サブテーマ 2は、しくみづくりの観点から、持続可

能社会の実現に向けた政策と法制度に関する研究を行い、国・地域を対象とした法制度を提示する。これにより、生活

と地域、国における持続可能な社会の実現に資する方策を示す。 

 

2.3.1 サブテーマ1：持続可能な社会と地域・生活のデザインに関する研究 

地域及び生活における環境負荷の推計手法の高度化と、日常的行動の選択に関する価値意識と移動手段の選択および

持続可能な交通まちづくりの支持との関係の分析を行い、地域と生活の一体的な転換の方策を明らかにする。 

 

2.3.1.1 目的と経緯 

地域及び生活における環境負荷の推計手法の高度化を行い、定量化を通じて環境負荷の小さい地域と生活の姿をより

詳細に明らかにする。具体的には、空間詳細かつ属性別の人口データや建物データを活用して、都道府県や市区町村の

内部の環境負荷排出量を按分することで、建物別、基本単位区別、メッシュ別等の空間詳細な環境負荷及び空き家発生

量を明らかにし、詳細地域別の対策の検討や効果の評価を可能にする。また、住宅の空き家の発生抑制と高断熱化の促

進を両立させるために、現況よりも新設住宅数が減少した場合に、追加的に必要になる断熱改修の割合を明らかにす

る。さらに、家庭部門のCO2 排出実態統計調査のデータを活用し、重回帰分析を通じて排出の要因を明らかにすると

ともに、世帯特性や気温等の地域特性を反映した市町村別排出量を推計する。最後に、これまで推計してきた自家用車

からの排出量と今回新たに推計した家庭部門排出量とをあわせた「家庭からのCO2排出量」を求め、排出量の多い市

区町村やメッシュを明らかにする。 

また、具体的な行動の転換可能性について示唆を得るため、時空間制約を考慮した生活スケジュールの分析を行い、

立地パターン別の一日の世帯の行動の転換可能性を考察する。 

持続可能な社会の実現に向けて、個人の行動転換と社会の政策転換を同時に実現することが課題である。日常的な行

動の選択に関する価値意識と移動手段の選択および持続可能な交通まちづくりの支持について調査し、これらの関係を

分析することで、地域と生活の一体的な転換のための方策を明らかにする。 

 

2.3.1.2 方法 

（1）地域及び生活からの環境負荷の推計手法の高度化 

建物別、基本単位区別、メッシュ別等の空間詳細な環境負荷発生量を推計する方法として、人口の分布を用いる方法

と建物の分布を用いる方法が考えられる。今回、全国の建物ポイントデータを新たに入手したことから、建物床面積を

用いた空間按分の方法を特に検討した。建物ポイントデータからは、航空写真等から読み取られる外形線に目視等調査

による階数を掛け合わせた床面積等が得られる。図 2.3.1に推計の手法を示す通り、これと、固定資産概要書等及び住

宅・土地統計調査のデータを組み合わせることにより、戸建てと集合のそれぞれに都道府県別の床面積補正係数を求

め、建物ポイントデータから求められる床面積の補正と、空き家率の考慮を可能とした。これを用いて、地域詳細なエ

ネルギー消費量、二酸化炭素排出量、空き家率の推計と図示を行った。 

建物の新築による高断熱化は、現状の住宅着工数が続くことを前提としている。人口減少に伴う空き家の発生を回避

する場合に、どの程度の高断熱化が可能か、追加的に必要となる既存住宅の高断熱化の量を推計した。 

家庭部門CO2 排出量実態調査の個票データを用いて重回帰分析を行い、図 2.3.2に示す通り、市区町村別の統計デー

タと緯度経度から求めた暖房デグリーデーによって市区町村別家庭部門CO2排出量を推計した。なお、調査結果が階

級区分で示されるデータについては、表 2.3.1の通り階級値に変換して用いた。 
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図2.3.1 建物別の床面積を統計値と整合させる手法 

 

表2.3.1 調査値の階級値変換 
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図2.3.2 市区町村の特徴を反映した家庭部門 CO2排出量の推計 

 

（2）時空間制約を考慮した生活スケジュールの分析 

東京都市圏及び宇都宮都市圏において保育所を利用している共働き世帯を対象に、立地や交通行動等に関するアンケ

ート調査（各約 300件）の結果を分析し、時空間プリズム・パス理論に基づく立地パターン別の 1日の世帯の時空間制

約を踏まえて、保育所送迎の送迎実態と実行可能性を明らかにした。 

 

（3）行動と政策の転換可能性の考察 

日常的な選択とまちづくり・しくみづくり等の中長期的な選択の関係について検討し、調査を設計・実施した。具体

的には、個人は判断基準を時と場合に応じて使い分けていると考えられること、判断基準として損得、遵法、正義等の

道徳性段階が参考になること、イメージしやすいように生活や交通に関する選択を対象とすること、行動と政策が相互

に影響する構造化理論を前提とすること等を整理した。 

道徳性段階とは、表 2.3.2に示す通り、前慣習的道徳としての罰と服従、相互取引、慣習的道徳としての調和・承認

と法と秩序、脱慣習的道徳としての社会契約と倫理的原理の 3段階あるいは 6段階に道徳の段階的な発達をコールバー

グが整理したものである。コールバーグは、物語に対する反応から段階分けを行っているが、本研究では、回答しやす

くするため、表 2.3.2に示す選択肢を設け、日常生活の行動判断を行う場面において、主にどんな観点から考えるか、

主なものを順に 3つ尋ねた。損得や評判に関するものについては、プラスの面とマイナスの面に分けた選択肢とした。

日常的な行動選択では 1～6、しくみやまちの計画や決定に関わる選択では 6～8に重点が置かれるような使い分けが起

きることも考えられるが、後者の回答は困難と考えて、前者を尋ねる形式とした。 

移動手段を例に、個人の選択と政策の選択を尋ねた。行動と政策が相互に影響する構造化理論を参考として、図

2.3.3に示す順で、質問を構成した。具体的には、左から順に、地域の現状を踏まえた行動選択、政策的に便利にして

ほしい要望、引越時に地域と行動を同時選択、市長になったとしたときの政策選択の順である。政策の選択理由を併せ

て尋ね、道徳観や個人属性との関係を分析した。また、持続可能な移動手段の優遇政策に対する市民の賛否と理由及び

政策選択に対する考え方についても尋ねた。 
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表2.3.2 「道徳性段階」と回答の選択肢 

『道徳性段階』（コールバーグ） 質問「日常生活の行動判断、主にどんな観点から考えますか？」 

8 
脱慣習 

倫理的原理 自分の良心に従うこと 

7 社会契約 社会的に公正であること 

6 
慣習 

法と秩序 法律やきまりに反しないこと 

5 
4 調和、承認 周りの人に良いねと認められること 

周りの人に変に思われないこと 

3 
2 前慣習 

相互取引 自分の得になること 
自分の損にならないこと 

1 罰と服従 罰せられないこと 

 

 

図2.3.3 移動に関する行動選択と政策選択の設問 

 

2.3.1.3 結果と考察 

PJ3（1）では、次の 3つの研究活動を通じて、持続可能な地域・生活の計画手法の検討を進めた。 

（1）地域及び生活からの環境負荷の推計手法の高度化 

建物別用途別床面積データを用いて、都道府県統計値と整合的かつ地域詳細な床面積、空き家率、エネルギー消費量

およびCO2排出量を推計する手法を開発した。 

具体的には、建物別用途別床面積データを固定資産概要書等と対応付けて都道府県別建て方別床面積補正係数を求

め、空き家も考慮した建物別用途別床面積にエネルギー消費原単位を乗じることで、図 2.3.4の通り、都道府県別エネ

ルギー消費統計に良く整合する値が算出されることを確認した。建物ポイントデータの床面積は箱型の建物を想定した

過大な床面積であるため、補正係数と空き家率を考慮した床面積に、エネルギー消費原単位を乗じることで、空間詳細

なエネルギー消費量を求めることができる。市別CO2排出量及び図 2.3.5に市原市の例に示す通り、3次メッシュ別、

建物別のエネルギー消費量を精度よく求めることを可能とした。 

 

 

図2.3.4 都道府県別の住宅エネルギー消費量積上値の統計値に対する比 

 

! !"#$

%&

"#'(

)!*+$,

%&'(

"#'(

!-.$

%&'(

"#

!/0$

%&

"#'(

1234567'(89



 

 66 

 

図2.3.5 3次メッシュ別と建物別のエネルギー消費量推計結果 

 

建物ポイントデータの部屋数を、住宅・土地統計調査の住宅数と空き家数、3次メッシュ別、小地域別の世帯数及び

同推計と組み合わせることで、3次メッシュ別及び町丁・字等別の空き家率を推計する手法を確立し、千葉県を例に図

示した。また、建物データを国勢調査の市町村別、町丁字別及び基本単位区別に求めた世帯主年齢別世帯類型別世帯数

と比較することで、八千代市の団地を例に 20～30世帯程度の基本単位区別（集合住宅では概ね棟別）の空き家率及び

同将来推計を図示した。同様に、市原市牛久地区、館山市内 4地区、西之表市の現況と将来の空き家率を図示した資料

を作成した。図 2.3.6に示す通り、これらの資料は、市と千葉大学の連携による中高生参加のまちづくりワークショッ

プに提供し、地域の課題と対策の検討に役立てられた。 

 

 

※JST/RISTEX「多世代参加型ストックマネジメント手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」 

図2.3.6 空き家地図を用いた中高生参加みらいワークショップにおける検討と提言 

 

住宅の気候変動対策として、新築住宅の高断熱化が重要な施策となっている。その一方で、空き家の増加が課題とな

っており、新規着工数が減少することが懸念される。高断熱新築住宅の供給による民生家庭部門の世帯あたりエネルギ

ー消費量の削減見通しを分析し、世帯数の減少に伴う空き家の増加を防ぐ程度に新設住宅数を抑制する場合の見込みを

求めた。図 2.3.7に示す通り、新設住宅数を現況通りに見込む場合に比較して、空き家率を抑制する場合の累積新設戸

数は 2050年までに約 2割にとどまり、世帯当たり原単位はほぼ横ばいであること、見込み通りの削減量を得るために
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は、2030年頃にはストックの 20%、2050年には同 60%を新設の代わりに既往住宅の断熱改修で対応する必要が生じる

ことを明らかにした。 

 

 

図2.3.7 世帯あたりエネルギー消費量の将来変化とケース別の累積新設住宅戸数 

 

環境省による「家庭部門のCO2排出実態統計調査」の全国試験調査の個票データを用いて、緯度と標高から推計し

た市町村別の暖房デグリーデーを組み合わせた重回帰分析を行うことで、家計調査に基づく推計に比較して、単身世帯

の特徴や市町村別の気温の特性をより詳細に反映した要因分析と市町村別世帯あたり家庭部門CO2排出量推計を可能

とした。表 2.3.3に示す通り、全国モデルでは、世帯人数、暖房デグリーデー、電力排出係数、オール電化、延べ床面

積、世帯主年齢、世帯年収、戸建て、太陽光発電(-)、持ち家等が有意な要因として選ばれた。地方別モデルでは、北海

道・東北・関東甲信・九州の 4地方で暖房度日による市町村の排出量の差が大きく、同じ地方の中でも地域差があるこ

とを明らかにした。また、東海地方を除いてオール電化がプラスに効いており、電気温水器等の使用がエネルギー消費

量の増加につながっていることが示された。さらに、北海道、沖縄、関東甲信、四国、近畿等の順に戸建ての影響が大

きく、断熱性の違いや広さの違いが排出量の増加につながりやすい地方であることが分かった。また、欠損データ処理

と非線形回帰の改良モデル分析を通して、中国地方では太陽光発電の普及率変化による排出量の変化量が大きいことを

示した。 

この結果、図 2.3.8に示す通り、家庭部門の世帯あたりCO2排出量は、都道府県内一様だったものが、家庭CO2統計

調査により、10地方 3都市階級で得られるようになり、さらに、本推計によって、市町村別の空間解像度での排出量

を推計することが可能になった。結果は、環境GISの家庭CO2排出量として公表した。 

市町村別の「家庭におけるCO2排出量」として民生（家庭）部門と運輸（旅客）部門に着目し、策定マニュアルに

示される標準的な推計手法より詳しく、戸建／集合別の建て方と単身／2人以上の世帯人員を考慮した家庭部門CO2排

出量と走行距離とその信頼性を考慮した運輸部門（乗用車）CO2排出量を全国市区町村別に推計した。具体的には、図

2.3.9に示す通り、あわせて約 2.0～3.0 t-CO2／人を中心に分布しており、緩やかな相関関係にあることが分かる。いず

れも一人あたり排出量が大きい市町村は、北海道・東北を中心に、北陸から山陰地方と、瀬戸内の一部に存在するこ

と、大都市から遠く走行距離が長く、寒冷地かつ集合住宅割合が小さい特徴がある。一方、東京、さいたま、吹田他で

は、大都市圏にあり公共交通至便かつ集合住宅割合が高いため世帯あたり排出量が少ない。 
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表2.3.3 家庭 CO2排出量の重回帰分析の結果 

 

 

 

図2.3.8 家庭部門世帯あたりCO2排出量の空間詳細化 
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図2.3.9 市区町村別「家庭からの」排出量（民生家庭と運輸乗用車の和） 

 

地域・生活に起因する環境負荷として推計してきた民生家庭部門や運輸旅客部門に起因するCO2排出量を図 2.3.10の

通り、3次メッシュ別に示した。具体的には、環境省による「家庭部門のCO2排出実態統計調査」の全国試験調査の個

票データを用いて、平均年齢、電力排出係数、年平均気温、世帯規模、住宅延床面積、日照時間、人口集中地区、標

高、年平均降水量からなる住宅排出量モデルを新たに構築し、開発済みの自動車排出量モデルと組み合わせ、当該メッ

シュの統計値を入力して求めた。 

 

 

図2.3.10 3次メッシュ別の住宅と自動車の一人あたり排出量 

 

（2）時空間制約を考慮した生活スケジュールの分析 

子育て世帯を対象に、夫婦の勤務時間や居住地、勤務地、保育施設の立地や移動状況を元に、各人のスケジュールと

行動の制約条件を踏まえながら、選択可能な代替案を検討した。具体的には、東京都市圏および宇都宮都市圏において
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保育所を利用している共働き世帯を対象に、立地パターン別の 1日の世帯の時空間制約と実行動を明らかにした。手法

としては、東京・宇都宮都市圏における保育所送迎に関連する立地や交通行動等に関するアンケート調査を用い、時空

間プリズム・パス理論に基づき保育所送迎の実行可能性を推定した。さらに都市圏・立地パターン別に保育所送迎の実

行可能性、実際の送迎担当者、送迎に対する意識を分析し、都市圏や立地パターンの違いによる相似点や相違点につい

て明らかにした。 

立地パターンは東京都市圏、宇都宮都市圏ともに 5つの代表的なものに集約され、構成比は違うが、パターンの種類

自体は似通っていた。妻の送迎可能な世帯の割合は、都市圏、立地パターンを問わず、朝夕ともに概ね 9割であった。

妻が送迎をする前提で立地が決まり、妻が保育所送迎できる範囲で、勤務時間を調整（延長/短縮）している可能性が

示唆された。 一方、同じような立地パターン・時空間制約でも、宇都宮都市圏では東京都市圏に比べ、夫の送迎分担

が多い傾向にあることがわかった。また東京都市圏は、夫が自宅から保育所経由で職場に行く場合に、直行する場合と

比べ時間的ロスが少ないが、通勤時間と勤務時間の関係で効率的な立地が生かしきれていない可能性があることが示唆

された。妻の保育所送迎意識については、立地パターンの差は少なく、東京都市圏に比べ宇都宮都市圏の方が、送迎が

楽しく、子供とのコミュニケーションに有効に使われていることがわかった。 

 

（3）行動と政策の転換可能性の考察 

移動手段を例として、個人的な行動選択と社会的な政策転換の関係を一体的に把握する調査・分析を行った。2017

年 10月に実施したアンケート調査の概要を表 2.3.4に示す。インターネット調査のモニターを対象として、性別、20～

60代別、三大都市圏都市部／非三大都市圏の別に均等割付になるように抽出し、3,306件の回答を得た。未成年と 70代

以上が無いことを除いては、日本の平均的な人口に近い構成となっている。 

 

表2.3.4 移動手段の選択に関するアンケート調査の概要 

 
 

図 2.3.11に、日常的に 1番目によく使う移動手段［現状］として選択された手段、今後政策として今より便利にして

ほしい移動手段［政策］、将来引っ越すとしたらどの移動手段がいまよりも便利なまちに住みたいか［引越］、市長に

なったとして今後政策としていまよりも便利にする移動手段［市長］について、1番目に選ばれた移動手段の割合をそ

れぞれ示した。［現状］では、40%超が主に自動車を利用し、鉄道・バスと徒歩・自転車が各 30%弱を占める。［政

策］としては、自動車が 20%弱、バスと鉄道が各 20%強であり、現状の手段分担に比較して、公共交通の利便性向上

が求められていることが分かった。こうした公共交通の選択を求める傾向は、［引越］のように都市構造の制約を緩和

した場合にさらに強まり、鉄道や未来的な移動手段が便利なまちに住むことを希望する割合が多くなる。これには、自
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身が高齢になった際に移動が困難になることをおそれた選択が多く含まれていることも考えられる。［市長］として

は、さらに公共交通を選択する割合が増え、50%を超える。特にバスへの支持が多い。自動車といまのままでよい（現

状の手段は自動車）の選択を精査すると 20%程度であり、現状の日常的な移動手段の選択の割合と比較して、公共交

通をいまよりも便利にする政策への支持の割合が相当高いことが分かる。 

 

 

図2.3.11 使っている／便利にしたい移動手段の選択 

 

手段選択の理由は、図 2.3.12に示す通り、［政策］［引越］［市長］の順に、いま使っているからが少なくなり、み

んなに使いやすいからが多くなって割合がほぼ逆転する。環境にやさしいからも増加する。特に、みんなに使いやすい

からとする割合は、政策として便利にしてほしい手段を聞かれると 20%弱だが、市長になったとして便利にする手段

を聞かれると 35%ほどと大きく増加しており、15ポイントほどが、いま自分が使っているからとする理由からシフト

したようにも見える。このように、今後政策として便利にする移動手段について聞かれる際に、政策主体を他者とみる

か自らとみるかで、移動手段の選択とその理由が変わる人が一定量おり、回答の割合が逆転することが分かった。すな

わち、現状の移動手段の利用割合に応じて手段別の利便性向上への資源配分を決めるのではなく、市長になったつもり

で将来の交通政策について議論・投票し、手段別の利便性向上における資源配分に反映させることで、社会転換を促す

ことができ、間接的に行動転換につなげることが可能と考えられた。 

 

 

図2.3.12 便利にしたい移動手段を選択した理由 

 

道徳性の段階については、図 2.3.13に示す通り、高年齢層ほど、高い段階にあることが示された。簡易な設問とした

が、一定の分類が可能な結果が得られたと考えられる。回答者の割合は、自分の良心に従うこと（28%）が最も多く、

社会的に公正であること（11%）とあわせて脱慣習的道徳が 4割近くを占めた。次に、法律やきまりに反しないこと

（19%）が続き、周りの人に変に思われないこと（6%）、周りの人に良いねと認められること（4%）とあわせて慣習

的道徳が 3割近くとなった。自分の得になること（11%）、自分の損にならないこと（10%）は、罰せられないこと

（3%）とあわせて前慣習的道徳が 2割を超え、なんとなく（9%）も 1割という構成であった。日常生活の行動判断に

ついて尋ねたが、必ずしも損得勘定に集中せず、倫理的な観点を選ぶ回答が多かった。若年層ほど、損得や評判に関す

る観点を重視する人の割合が高く、30代以降に法律やきまりに反しないことを重視する割合が高く、高齢者では自分

の良心に従うことを重視する人が特に多いことが分かった。 

 

!"#$%&'()

*+,-#./0-#1-$

2"3-4567

890:";,-#

<'= >? @A <B=

CD EFG() &':- HIJJ

!"#$%&'(),./0-;$&'()
!"#################$!"################%!!"

!"#$%&'($%)$*

+,-$./01

23(4,5#$%

*6789:,%*; <=>(?@%*;

AB49:*CD* EF(CG$*

:HIJ$@4* KL4MNOP

QRS 4B#4T

&'($5*MNOPUVBWXY
!"#################$!"################%!!"



 

 72 

 

図2.3.13 道徳性の段階の年齢別の結果 

 

また、自動車から公共交通へと回答を変更したタイミングの違いに着目した分析を行ったところ、環境・経済・社会

の持続可能性や手段の多様性に視点が向いた段階で公共交通の利便性向上に転換したことが分かった。また、道徳観と

［市長］として手段選択の理由との関係を分析したところ、みんなに使いやすいとの理由を挙げた人は、自分の良心に

従うことや自分の得になることを考慮している人が有意に多く、環境にやさしいを理由を挙げる人は、自分の良心に従

うことや法律やきまりに反しないこと、周りの人に良いねと認められることを考慮している人が多いことが分かった。 

次に、持続可能な移動手段を優遇する政策への賛否とその理由、道徳観との関係を分析した。図 2.3.14に示す通り、

経済的・社会的・環境的な持続可能性にすぐれた交通手段を他の手段より優遇する政策について、消極的支持 35%を

含めて支持できるが 57%と過半を占め、どちらとも言えないが 34%、消極的不支持 3%を含めて支持しないが 8%、そ

の他 1%であった。総論としては、経済的・社会的・環境的な持続可能性にすぐれた移動手段をそれ以外の移動手段よ

りも優遇する政策は支持を得られる可能性が高いことが分かる。支持の理由としては、まちづくりには長期的な視野が

大切だからが約半分を占める。次に、自分の生活に関係するからが 40%弱と続く結果となった。一方、なんとなく、

政策を提案している主体を信用できないから、他に重視すべき政策があるからといった理由は、支持しない場合に多く

挙げられている。また、詳細がわからないため、どちらともいえないとした回答も多いことが分かる。道徳観との関係

では、図 2.3.15に示す通り、自分の損にならないことや得になることを道徳観とする人は自分の生活に関係するからを

挙げる傾向があり、社会的に公正であることや自分の良心に従うことを道徳観とする人はまちづくりには長期的な視野

が大切だからを理由に挙げる傾向があった。また、法律や決まりに反しないことを道徳観とする人は、詳細が分からな

いからどちらともいえないと回答する傾向があった。さらに、日常的選択をなんとなく行っている人は、なんとなく支

持できないと回答する傾向があった。長期的な視野の重要性や施策の詳細な情報を伝えるだけでなく、しくみの選択に

よる各自の生活の改善見込みを伝えることが重要と考えられることを示した。 
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図2.3.14 持続可能な移動手段優遇政策への賛否と理由（n=3,280） 

 

 

図2.3.15 日常的な道徳観と持続可能な移動手段優遇政策への賛否とその理由（n=3,306） 

++,--：1％有意，+,-：5％有意 

青線は「支持する」「支持しない」「どちらともいえない」の区分 
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2.3.1.4 まとめ 

PJ3（1）では、地域及び生活における環境負荷の定量化を目指して、統計データや調査個票データを組み合わせて分

析し、全国の市区町村あるいは第 3次メッシュの運輸旅客部門及び民生家庭部門のCO2排出量を推計する手法の開発と

高度化を行い、排出量に影響する地域の特徴とともに明らかにした。具体的には、メッシュ人口及びメッシュ周辺人口

の集積度と自動車CO2 排出量との関係を詳細に分析し、過疎地を含めてメッシュ類型別排出原単位を算定すること

で、市街地の縮退・コンパクト化の効果を把握可能とした。また、「家庭部門のCO2排出実態統計調査」のデータを

解析し、10地方別に世帯規模や年収、建て方、太陽光発電有無等の要因が排出量に与える影響を提示するとともに、

全国市区町村別及び 3次メッシュ別のCO2排出量を推計し、その特徴を考察した。 

また、建物ポイントデータと組み合わせることで空間詳細なエネルギー需要、CO2排出量や空き家発生量を図示し、

地域のデザインを検討するための材料として提示した。具体的には、建物用途別に床面積の補正係数を求め、建物単位

や町丁目単位、メッシュ単位の空間分布の推計精度を高めた。一方、国勢調査の世帯数と住宅数から基本単位区別等の

空き家発生数を求め、空き家地図を作成し、4都市の中高生参加のまちづくりワークショップ等において、将来の空き

家発生の状況をイメージするための資料として活用された。また、地球温暖化対策地方実行計画の運輸部門と家庭部門

のCO2排出量の現況値及び将来値の推計と対策の検討の手法としても提案された。市区町村別民生家庭部門CO2排出

量は、環境GISでの公開を行った。 

さらに、「道徳性の段階」に着目し、個人の日常的な選択と持続可能社会のしくみやデザインに関する政策の選択と

の関係を分析することで、転換策への合意形成の可能性を検討した。具体的には、移動手段を例に調査を行い、自動車

利用者であっても、政策選択では、みんなが使いやすいから、経済性にすぐれているから、環境にやさしいからと感じ

た段階で、バスや鉄道の利便性向上策を選択する傾向があることを明らかにした。また、持続可能性にすぐれた交通手

段の優遇策を支持する理由は道徳観によって異なり、社会的に公正であることを重視する人はまちづくりには長期的視

野が大切だから支持する傾向がある一方、自分の損にならないことを重視する人は自分の生活に関係するから支持する

傾向があることなどを明らかにした。すなわち、持続可能社会に向けた政策選択の機会を明示的に設けること、多様な

道徳観に応えられる政策を形成することが、環境社会実現のために重要と考えられた。 
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2.3.2 サブテーマ2：持続可能社会実現に向けた政策・法制度研究 

2.3.2.1 目的と経緯 

持続可能社会を構築していくためには、社会や人々の行動を変えていく必要がある。そのためには、人々の意識の状

況を把握し、必要に応じて適切な情報を発信し、認識を変えていくことも大切である。本プログラムのうち、プロジェ

クト 1及び 2は、持続可能な状態を物理的・客観的に示すことを役割としている。これに対して、プロジェクト 3は、

他のプロジェクトで示された持続可能な状態に社会が近づくための方策に焦点を当てる。特にサブテーマ 2では、社会

（ここでは国というスケールでの日本を対象とする）が過去から現在までの間により持続可能な方向に向かってこられ

ているのかを測り、また、今後、目指すべき方向を示すための指標づくりを行う。また、世の中にはさまざまな情報や

社会課題が併存している中で、特に環境問題に対する人々の関心を計測する一連の研究を行う。 

本研究の前、第 3期中長期計画で実施した「持続可能社会転換方策研究プログラム」（平成 23～27年度）において

は、持続可能社会の成立要件や指標群に関する当時の状況をふまえ、同指標体系の構成要素ごとに、代表指標となりう

る指標候補の選定や、指標が目指す社会像の提示を行った。しかし、その後、平成 27年（2015年）には国連にて持続

可能な開発目標（SDGs）が公表される等、世の中の進展に合わせていく必要性が生じた。そこで、本サブテーマで

は、これまでの研究蓄積を踏まえつつ、今後の日本の持続可能性を計測し、また、より持続可能な政策を提示すること

を目的とした研究を実施した。 

 

2.3.2.2 方法 

（1）持続可能性指標に関する研究 

本サブテーマの主たる研究であるが、5年間で段階的に異なるアプローチの指標開発を試みた。 

第 1には、前中長期計画で実施した連環型の指標体系に基づき指標データを公表・発信する試みである。持続可能性

を計測する指標（総じて論じたものとして草郷ら 1)を参照）については、世界中にこれまで多数のものが公表されてい

るが、一長一短があり、いずれの指標も何らかの課題があった。複数の指標群からなるダッシュボード型の指標につい

ていえば、Tasaki et al. 2)が指摘したように指標で計測する要素間の関係を表すことができていない点が一つの課題であ

る。これは、持続可能社会の 4つの構成要素（環境、経済、社会、個人）を対象とした政策が個別に実施されており、

縦割りで有機的に連携できていないという問題指摘ともいえ、近年では「ネクサス」あるいは「連環」という表現で持

続可能性を考えるうえで注目すべきキーワードの一つとなっている 3)。しかしながら、SDGsの 169のターゲットに基づ

き国連の統計局が検討している指標群は、ターゲットの目標達成を世界的に把握することに主眼があり、ネクサス型の

指標検討はできていない。また、世界的な動向を把握する必要性がある一方で、日本には日本の固有の状況があり、日

本の持続可能性を確保するうえでは日本の状況を的確に把握し、それに基づいて対策を講じる必要もある。 

そこで、SDGs の指標と補完的に使う持続可能性指標として、連環型の指標体系における長期データを収集・整備・

公表を行った。収集した指標データは、前中長期計画で選定した 22 のヘッドライン指標 4)に加え、その他 80 以上の指

標、計 100 以上である。また、上記指標をよりビジュアルに分かりやすく説明する試みとして、積み木状態で持続可能

性の状態を示す SusBB（Sustainability Building Block）ヘッドライン指標を考案した。社会における複雑な関係性がもたら

す現象を示すのに少なすぎず、他方、情報過多になって理解困難にならぬよう多すぎず、指標の数が 10～20 程度とな

ることを想定し、「人の良き状態（well-being）」「経済」「環境」「社会」の 4つの観点から 16の指標を選定した。 

第 2は、上記のような社会における要素間の有機的なつながりが形成しているメカニズムをどう多くの人々に理解し

てもらい、有効な議論につなげていくかという観点に基づく図解アプローチの試みである。表現方法には、文字、音

声、数値（指標を含む）、数式、写真、図・絵、動画といった様々なものがあり、表 2.3.5に示すとおりにそれぞれに

長短がある。とりわけ、近年では情報技術の発展により、図や動画などの視覚情報を用いた表現・伝達手段が増えてい

る 5)– 7)。そこで、サステイナビリティ分野における視覚情報の利用事例（図解アプローチ）を類型化すると 4つに大別

できた。第一は、環境容量あるいは社会最低水準に対する人間活動の状況を示すもの（例、プラネタリーバウンダリー 
8)やドーナツ経済 9)の図）、第二は、関係する多数の項目とその構造を分かりやすく提示するもの（例、SDGsのアイコ
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ン）、第三は、そのような構造における要素間の複雑な関係性を表現するもの 10)、11)、第四は、視覚化により内容を豊

かに伝えるもの（例、新しいライフスタイルの描写 12), 13)）である。本プロジェクトでは、上記の第二と第三の図解アプ

ローチを参照しながら、気候変動、公害、資源問題という 3つの異なる環境問題の歴史的変遷を問題の発生から深刻化

と対策の実施から解決というマクロな観点でメカニズムを記述した。なお、本図解の作業は、『ビジネスモデル 2.0図

鑑』7)を公表している図解総研（旧ビジネス図解研究所）と協働して実施した。 

 

表2.3.5 サステイナビリティ分野における異なる表現方法のまとめ 

 サステイナビリティ分野における利用 留意点、注釈 

文字

（書き

言葉） 

多くの文書で広く利用されている。 単語のつながりのみで意味を形成するので、意味が一つの意味に

ならないこと（非一意性）の弱点がある。レトリックでミスリー

ドさせたり、ごまかすことが可能。論理的な矛盾があっても発見

がしにくい。他方、多くの人が日常のコミュニケ―ションで用い

ており、人々の基本の伝達手段。 

音声

（話し

言葉） 

会話・スピーチなどで広く利用されている。 文章が音声に変換されて時間的に配置されたものであり、上記の

留意点がそのまま当てはまる。音声は、時間的に配置されるが、

表現されている内容そのものが変化するわけではないという意味

で、静的である。声のトーンなどで、表情をつけることが可能と

いう長所がある一方、聞き逃しが生じるという短所がある。 

数値 指標やデータとして古くから活用されている

（単一指標、ダッシュボード型、SDGの指

標）。指標は数多くのデータを集約する役割

で古くから使われる。 

文章より客観性を確保しやすいが、数値の定義に注意が必要。数

値の解釈も必要。表はデータを見やすくする表現形式であり、こ

こに含むものとする。 

数式 専門家による研究等で主に利用。簡単な数式

は文書等で利用されている。 

一意性が高く厳密。簡単な数式でなければ多くの人々には理解さ

れない。数式化できない事象には使えない。 

写真 文書等で古くから利用されているが、利用は

やや限定的。 

現実の一部を視覚的に切り取るため、客観的事実としての訴求力

がある。近年は編集・加工技術が発達しているため、真贋性につ

いては以前よりは低下している。 

図・絵 従来からグラフや図面が用いられていた（経

済学ではサミュエルソンの図解が先進的だっ

たとのこと）が、現在は、アイコンやインフ

ォグラフィクスなど、利用が増えている。文

章や数値も組み合わされて利用されることが

多い。 

視覚を直接的に利用するため、適切な表現がされれば、理解は素

早い。文章よりも複雑な表現でも一意性を保てるが、複雑すぎる

と 2次元空間には表現しきれず、表現内容の捨象が必要となる。 

動画 情報技術の発達により、単なる録画あるいは

多少の編集がされたものが、特に増えてい

る。 

上記の表現と異なり、表現されている内容が時間的に変化する。

音声と図・絵、写真（の連続）を多用するため、それぞれの長短

を引き継ぐ（ただし、図・絵の 2次元空間の制約は時間変化によ

り緩和される）が、何よりも視覚変化があることで、一定時間ま

では人々の注意を惹きつけやすい。 

 

第 3は、資本ベースでの持続可能性指標とされる「包括的富」に関する研究である。世界銀行や国連環境計画等が公

表している「包括的な富」は、人工資本・人的資本・自然資本を統合した一国全体の富の価値を示す。富と福祉は同じ

動きをする、つまり富が減っていると、将来世代が使うべきリソースが減っているということだから、持続可能ではな

い、という考え方に基づいている。研究上は、この 3つの資本を統合する際の重みづけとなるシャドー価格をどのよう

に計算するか、3つの資本以外で世代間福祉に影響する要因をどう考慮するか、といった理論・実証面での課題が山積

している。 

そこでまず、資本のシャドー価格とは何かということを改めて理論的に検討する。シャドー価格は、ある社会経済シ

ナリオの下で、ある資本が 1単位追加されたときに社会的福祉がどれだけ向上するかを表す。例えば森林のシャドー価

格は、木材としての市場価格だけでなく、生態系としての様々なサービスの価値を含んでいる。シャドー価格は、資本

が現在から将来までもたらすこうしたサービスの割引現在価値でもある。社会的ニーズの高まっている再生可能エネル

ギー資本を対象に、シャドー価格の意味と価値の計算を行った。 
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次に、上記の通り、富と福祉は同じ動きをするというのが包括的な富の考え方だが、富が実際に福祉の向上に結び付

かないという状況も考えられるのではないだろうか。実際、国際機関等が測定しているのは、国全体でのポテンシャル

資本である。それらが実際に利活用されているとは限らない。そのため、富の増加は、福祉の向上について誤ったメッ

セージを送りかねない。そこで、資本の利活用を反映した富の増減の理論構築と実証を行った。 

これらと並行して、国連環境計画による 140か国を対象とした包括的富報告書（Inclusive Wealth Report 2018）におい

て、人工・人的・自然資本を統合するデータベースの構築、分析、執筆を行った。また解説論文の執筆を行い、指標の

普及啓発に努めた。 

 

（2）気候変動緩和策の評価に関する研究 

気候変動への政策的対応に関しては、パリ協定のような国際制度構築の観点と、国内での実施の観点に分けられる。

第 4 期中長期計画の中で、前者は低炭素研究プログラムで実施し、後者を本プログラムで実施した。なぜならば、排

出削減策を国内で実施するためには、他の関連する諸政策との整合性が求められるためである。ここでは、排出削減

策の国毎の比較分析を実施し、主要排出部門の内訳等が一目で分かるなど各国の特徴が表現できる指標を作成した。

また、別の環境保全政策である生態系保全策との整合性をウェブサイト検索機能を使用して確認し、トレードオフや

シナジーの関係にある分野を特定した。 

 

（3）メディアでの環境問題の取り扱いと、個人レベルでの認識や行動に関する研究 

気候変動問題を始めとして環境問題の政策を立案するためには、「科学的エビデンス」が基本となる。この「科学的

エビデンス」を政策立案に持っていくためには様々な経路があるが、社会においてどう受け止められ政策対応の要望が

でるのか、さらに政策として実現した様々な対策がうまくいくかどうかについても、社会がどう受け止め実行していく

かにかかっていることが多い。特に、「科学」及び「科学的エビデンス」の成り立ち、エビデンスとしての取り扱い、

表現技法等々に関する理解、競争する言説（科学的エビデンス）の存在と比較、それぞれの言説の関係者等の存在が、

社会がこれら科学的エビデンスの取り扱いを複雑かつ困難にする。このような問題意識から、人々の認識の形成につい

て把握するために、「科学と社会、リスク、メディア報道の関連に関する言説」「日本における報道の時系列分析」

「人々の社会問題の「重要度」認識と新聞報道」の 3つの分析を実施した。 

また、国内の環境保全型農業への取り組みについて、実施経営者の状況を把握することを目的として、世界農林業セ

ンサス 2015の個票データを用いて、経営耕地面積や出荷先選択と環境保全型農業への取り組み確率の関係を明らかに

した。対象は茨城県の農業経営体とした。センサスで調査されている環境保全型農業への取り組みは、化学肥料の低

減、農薬の低減、堆肥による土作りの 3つであり、それぞれ実施していれば 1、実施していなければ 0となるダミー変

数を作成し、ロジットモデルにより分析する。作物の種類別に取り組み要因を見るため、コメ、露地野菜、施設野菜、

果樹の売り上げがそれぞれ 10割である経営体のサンプルを抽出して分析を行った。サンプル数はコメ農家 27,084軒、

露地野菜農家 1,828軒、施設野菜農家 1,425軒、果樹農家 1,554軒、合計 32,241軒（全サンプルの 56%）の経営体のデー

タとなった。 

 

2.3.2.3 結果と考察 

（1）持続可能性指標に関する研究 

a）持続可能性連環指標の公表 

日本の持続可能性をモニタリングするための指標とその指標体系を説明し、指標データを閲覧できるホームページを

公表した結果を図 2.3.16 に示す（https://www.nies.go.jp/social/japansdi/index.html）。持続可能な社会を実現する道筋は必ず

しも 1つとは限らないため、「ゆたかな噴水型社会」と「虹色のシャワー型社会」という 2つの社会発展像を設定した。

前者は、資本を効率的に用いて高い経済成長を実現し、その得られた成果によって経済分野以外の目標達成を推進して

いく社会である。後者は、環境、経済、社会、個人という異なる側面における複数の達成状態を多面的にバランスよく

https://www.nies.go.jp/social/japansdi/index.html
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実現していくことを目指す社会である。それぞれの社会に密接に関係する指標を、22 の指標から選定し、各指標の改

善状況を（1）式もしくは（2）式で表される改善率を用いて、次のように 3つの色で判定・表現した。 

緑色：改善率≧x% 

黄色：－x%＜改善率＜－x% 

赤色：改善率≦－x% 

○指標値が大きいほど良いと判断する指標の場合 

    改善率＝（最新年の指標値）／（最新年より t年前の指標値）－１ （1） 

○指標値が小さいほど良いと判断する指標の場合 

    改善率＝（最新年より t年前の指標値）／（最新年の指標値）－１ （2） 

ここで、xは 3、5、10、tは 5、10、20で判定できるようにした。 

図 2.3.16では 10年間の判定状況では、経済の発展は改善傾向にあるが（最上段の緑色）、それを支える資本が減耗

していることが示されている（最下段の 6つのうち 4つが黄色）。その後、データ収集を 5年間継続し、現在は一部の

指標の入れ替えを行い、第二版の指標データを公表している。 

 

 

図2.3.16 持続可能性連環指標体系のホームページ（左下は、ゆたかな噴水型社会の判定状

況、右下は各指標の時系列グラフ） 

 

b）積み木型の SusBB指標の開発 

次に、SusBBヘッドライン指標を作成した結果を図 2.3.17に示す。計 16のヘッドライン指標が図中では横長の積み木

として表示されている。その横幅が目標達成度、つまり幅が広いほど目標に近いことを示し、緑・黄・赤の色分けが過

去 10 年前から 5 年前までの変化量による相対評価と目標達成度による絶対評価を組み合わせた総合評価（表 2.3.6）で

判定された結果を示している。これにより、現在の日本においては、経済面の長期停滞等が懸念されているが、それで

も横幅がある緑色を中心とする比較的好ましい状況であり、他方、社会面と一部の環境の面で幅の狭い赤色の悪い状況

にあり、人々の基盤が脆弱化していることが分かる。また、総合的な人の良き状態（ウェルビーイング）についても黄

色や赤色を含む状況にあり、全体的にバランスの悪い発展状況にあることを示された。従って、経済と社会と環境とウ

ェルビーイングのバランスを再考する必要があると言える。 
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図2.3.17 Sustainability Building Block（SusBB）ヘッドライン指標 

 

表2.3.6  SusBBヘッドライン指標における色判定 

 

注：絶対評価の数値は下記の目標達成度を採用 

ポジティブ指標＝指標値/目標値 

ネガティブ指標＝目標値/指標値 

 

c）環境問題の発生と解決に係るメカニズムの図解 

 まず、経済（人間）活動による環境負荷の発生と社会による環境保全のバランスで環境が劣化あるいは改善するとい

う経済－環境－社会という基本構造を捉え、それが時間変化するという共通枠組みを「共通図解」として図解した（図

2.3.18）。具体的には、厳密には多少の違いはあるものの、多くの環境問題が 1) 当初は持続可能な使い方をされていた

環境や資源が、2) 経済活動の増大に伴って自然の再生速度や浄化速度を超えて使われるようになり、3) 環境問題を引き

起こし、4) その問題を認識した人々からの声を受けて対策が講じられるようになり、5) 環境問題が収束するという 5つ

のフェーズで表現できることを示した（図 2.3.19）。これにより、事後対応と未然防止の違いが明確に表現できている。

また、図 2.3.18 では、企業と個人という主体を加え、前述の 3 要素との関係を提示している。これは、被害発生から社

会への訴え、社会から汚染者への働きかけの両者が環境保全において重要であるという認識に基づいている。この図解

の枠組みを気候変動、公害、資源問題の 3つに適用し、各環境問題の基本構造図、上記の 5つのフェーズの各フェーズ

の図、ならびに環境問題が解決できない場合の状態図の計 7つの図を各問題について作成し、2020年１月にホームペー

ジから公開を行った（https://taiwa.nies.go.jp/colum/kankyo_zukai.html）。 
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図2.3.18 環境問題の基本構造    図2.3.19 環境問題の5つのフェーズ 

 

d）「包括的富」研究 

包括的な富を構成する資本のシャドー価格について、ある条件の下では、資本が生み出す将来の所得フローの割引現

在価値としてのシャドー価格（前向き価格）と、資本への投資と減価償却の積み上げとしてのシャドー価格（後向き価

格）とが理論的に等価になることを示した。そして人工資本と自然資本を代替する資本としての再生可能エネルギー資

本（太陽光発電・風力発電）について、前向き・後向きシャドー価格の理論モデルの構築を行った。これを使って主要

国の推計を行った結果（図 2.3.20参照）、いくつかの国では、再生可能エネルギー資本がすでに自然資本を上回ってい

ることが分かった。 

 

 

図2.3.20 1人当たり再生可能エネルギー資本（太陽光＝橙、風力＝青）の価値（2014年、USD、前向き価格） 

 

次に、資本の利活用を反映した富の増減の理論構築と実証を行った。まず、道徳哲学上の枠組みとして、ロールズと

センによる基本財・潜在能力・機能の理論を使うと、資本（基本財）、資本を使う潜在能力、資本による福祉の向上

（機能）という 3段階で把握する必要があると整理できる。また経済理論的には、制度の改善により資本の利活用度合

いが上がり、シャドー価格が上がると定式化できる。各国の資本の利用率データに基づいて推計した結果、ポテンシャ

ル資本が増えていても、実際に利活用されている資本が減っている例が確認された。今後は、使われていない資本、失

業状態にある人的資本、アクセスできない自然資本、などの位置づけも考慮することが求められる。 

また国連環境計画（UNEP）による 140か国を対象とした包括的富報告書（Inclusive Wealth Report 2018）において、人

工・人的・自然資本を統合するデータベースの構築、分析、執筆を行った。さらに解説論文では、過去 20年強で、ほ

とんどの国で 1人当たり自然資本が減り包括的富が増えたこと（図 2.3.21参照）、世界の 1人当たり自然資本が 3分の
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1減少したこと、1人当たり富が増えていた国は 6割に過ぎないこと、などと要約したうえで、報告書に寄せられたコ

メントを元に新たな分析を行った。 

 

 

図2.3.21 各国の1人当たり包括的富増加率（横軸）と1人当たり自然資本増加率（横軸）（1990～2014年） 

出典：Yamaguchi et al. (2019)15) 

 

（2）気候変動対策の水準に関する評価研究 

温室効果ガス排出量の削減目標達成に向けて導入された政策の水準に関する評価手法を新たに開発した。気候変動対

策をエネルギー低炭素化、省エネ、節エネ、森林吸収源及びその他ガスの 4項目に分け、合計 39の評価指標を構築し

た。またそれを用いて日本の気候変動政策を評価した（図 2.3.22）。最後に、気候変動対策の水準に関する評価研究：

温室効果ガス排出量の削減を目指した政策を評価するために開発した評価手法（C-PPI）を用い、G20諸国を評価し

た。その結果、日本では、省エネ基準が先進国の中でも高水準であったが、エネルギー中炭素集約度や再生エネルギー

導入割合は、先進国のみならず途上国を含めたG20の中でも高い方ではないことが改めて明らかとなった。人々の節

エネを呼び掛ける政策は他国より多く、意識向上は進んでいるが、高い意識を持っていても社会システムやインフラが

遅れていることが課題である。家庭部門や交通部門に関する排出量は先進国と途上国との格差が特に大きく、先進国に

よる支援の対象となりうることも明らかになった。 
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図2.3.22 C-PPIを用いた日本に関する政策評価の図 

 

気候変動政策と生態系保全政策のシナジーとトレードオフについて、気候変動の緩和策、適応策、そして生態系保全

政策は、それぞれの政策目的を掲げ、目的達成に必要な政策を列挙しているが、相互の関連性については十分精査され

ていない。そこで、「地球温暖化対策計画（2016年）」「気候変動の影響への適応計画（2015年）」「生物多様性国

家戦略 2012（2012年）」に掲げられた政策項目のすべての組み合わせを実施し、シナジーやトレードオフが生じる可

能性を点検した（表 2.3.7）。また、トレードオフが生じうる可能性が明らかとなった分野について、その改善のため

の措置について検討した。 
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表2.3.7 緩和策と生態系保全策との間のトレードオフとシナジー 

注：○＝シナジー効果を持つ可能性が高い 

×＝トレードオフ効果を持つ可能性が高い 

△＝影響がありそうだが，どちらの効果を持つ可能性もある 

空欄＝影響がない 

 

（3）マスメディア報道とその気候変動問題認識に与える影響に関する研究 

a）科学と社会、リスク、メディア報道の関連に関する言説 

 ワインバーグ（Weinberg, 1972: DOI: 10.1126/science.177.4045.211）は、科学者の科学的真理の追究とそのプロセス評価

について論じ、さらにその社会的な対応への「市民参加」の必要性について述べている。それは、科学的事実のそのま

までは社会において既に確立している法律、制度、慣習、その他の科学以外の事実を含めた社会における対策実施上の

必要な方策までは議論できないからである。Funtowicz and Ravets(1993, https://doi.org/10.1016/0016-3287(93)90022-L)は、環

境問題などにおいては特にこの点が重要だとして「ポストノーマルサイエンス」論を唱えた。このポストノーマルサイ

エンス論は、現在では EUなどの政策の基盤であると位置づけられている。このポストノーマルサイエンス論は、科学

を「純粋科学」から応用科学に向かって社会における利害関係が増すことを示し、環境科学などはこの一番外側に存在

して、「科学的な正しさ」がかならずしも「社会的な正しさ」とはならない、言い換えると、科学者だけでは物事の取

り扱いを決定できない科学であるとしている。科学的な事実、科学的エビデンスを元に社会を巻き込んだ対応策を検討

すべき分野ということである。 

 それぞれのプロセスにおける関係者を含む社会が「仕組みを理解し、その上で「科学的なエビデンス」の意味するこ

とを理解」するために大きな役割を果たすのが、マスメディアである。もちろん、それぞれのプロセスにおける関係者

の、それぞれの立場によってはそれぞれの職能団体が大きな役割を果たす場合もあるだろう。しかし、多くの「市民」

にとっては、マスメディアが最も大きな役割を果たす。インターネットの発達した現在の日本においても、いまだにそ

うである。図 2.3.23は 2020年 6月の調査結果（全国 2,000名の無作為抽出された成人男女を対象として実施したもの。

地球温暖化対策計画 生物多様性保全戦略の中の保全計画 

大項目 中項目 生
態
系
ネ
%
ト
ワ
(
ク 

重
要
地
域
の
保
全 

自
然
再
生 

環
境
影
響
評
価 

森
林 

田
園
地
域
・
里
地
里
山 

都
市 

河
川
・
湿
原 

沿
岸
・
海
洋 

農
林
水
産
業 

エ
コ
ツ
(
リ
ズ
ム 

Ａ．産業部門（製
造事業者等） 

    ○   △     

Ｂ．業務その他部

門 

エネルギーの面的利用の拡大（地中熱）       △     

その他（ヒートアイランド対策）       ○     

Ｃ．家庭部門 住宅の省エネ化        △     

Ｄ．運輸部門 自動車単体対策 （排ガス削減等） ○ ○ ○         

公共交通機関及び自転車の利用促進       ○ ○     

Ｅ．エネルギー転

換部門 －再生可
能エネルギーの

最大限の導入 

太陽光発電 メガソーラー ×  × × × ×      

風力発電（陸） ×  × × × ×      

風力発電（洋上）  ×      × ×   

地熱 × × × ×        

水力  × × ×    ×    

バイオマス × ×   △ △      

その他GHG メタン（水田，畜産等）  ×        △  

温室効果ガス吸

収源対策 

健全な森林の整備（間伐，林道整備等） ○ ○   ○       

効率的かつ安定的な林業経営の育成 △ △ △       ○  

木材及び木質バイオマス利用の推進 ○ ○   ○       

都市緑化等の推進        ○     

低炭素型の都市・地域構造及び社会経済シ

ステムの形成  

     ○ ○     
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回答数986名、年代毎、左側:男性、右側：女性）であるが、男女年代に関わらずテレビが普段の情報源として多いこと

がわかる。その次が若い層では電子版の新聞、高年層では印刷された新聞も多い。つまり、少なくとも日本においては、

従来型のマスメディアが優占していることがわかる。一方で、若い層を中心に、ツイッターなどの SNS への依存も高

まっていることもわかる。本報告では取り扱わないが、20 代〜30 代を中心に、友人や家族を情報源とする比率も高く、

二次的な情報（噂など）が広まりやすい状況にもあることがわかる。 

 

 

図2.3.23 社会の出来事に関する普段の情報源 

注：NIESにて2020年 6月実施、無作為抽出された全国個人面接調査回答者 986名 

 

b）マスメディア（新聞）における気候変動の報道の現状 

コロラド大科学技術政策研究所（USA）のMECCO（メディア報道と気候変動展望台）プロジェクトに参加し、日本

におけるメディア報道のデータとりまとめを行った。これは、「気候変動」に関する記事の件数について 2000年度以

降毎月のデータを集計するものである。1）日本をはじめ各国のメディア報道は、COP会合、IPCC報告書等の国際的な

イベント、メディアリリースに大きく影響されている、2）日本における報道は、欧米のそれに比べてラグ（時間的な

遅れ）があることが多かったが、パリ協定（2015年）以降、欧米と歩調が揃うようになっており、毎年のCOP会合で

は一定のピークが見られるようになった、3）2019年は全世界的に気候変動に関する報道件数が多い傾向にあり、日本

も例外ではない、等の点を明らかにした。 

図 2.3.24に日本における気候変動に関する毎月の報道件数を示す。これによれば、2001年のアメリカの京都議定書離

脱、2005年の京都議定書の発効、2007年 1月の映画「不都合な真実」の封切り、IPCC第 5次報告書の公表、6月のG8

サミット（ドイツ）などで急激に報道件数が増加し、2008年 6月のG8洞爺湖サミットまで続く。2008年夏の金融危機

でいったん沈静化するが、2009年後半の鳩山内閣の京都議定書以降の日本の排出削減目標値の公表、12月のCOP15

（コペンハーゲン）で報道は再度増加する。その数年にわたりやや沈静化するが、2015年 12月のCOP21（パリ）の開

催とパリ協定の採択とその翌年の日本の協定への参加と新たな目標値等の報道で件数は増加する。2018年から 2019年

にかけても報道件数は増加傾向を示す。温暖化適応法の成立と計画、自然災害の頻発と気候変動との関連の議論などが

契機となっていることを示した。 
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図2.3.24 日本における気候変動に関する新聞報道件数推移 

注：コロラド大科学技術政策研究所（USA）のMECCO（メディア報道と気候変動展望台）

プロジェクトサイトより日本分表示。出典：Aoyagi and Doi (2020)15) 

 

c）人々の社会問題の「重要度」認識と新聞報道 

図 2.3.24のようなメディア報道の影響をみるために、2005年度以降、ほぼ毎月、「日本で最も重要な問題」「世界で

最も重要な問題」について自由回答方式で聞いてきた。調査は、日本全国の成人男女から無作為抽出された 4,000人

（有効回答数は 2,000人前後）を対象として個人面接で実施した。図 2.3.25では「世界で最も重要な問題」に関する集

計結果を示す。自由回答で得たものを調査者が後日まとめて分類し、集計したものである。その結果、図 2.3.24に示し

たような、新聞報道の件数に対応して、「環境・公害」（気候変動がほぼ 50%程度を占める）の比率が増減すること

がわかった。 

図 2.3.25によれば、2005年の京都議定書の発効、2007年 1月映画「不都合な真実」の封切り、1月末から 5月初頭の

一連の IPCC第 5 次報告書の公表、6月の G8 サミット（ドイツ）などで急激に報道件数が増加したのに対応して、環

境・公害の回答比率も増大し、この期間は他の項目を抑えて第一位の回答率を維持する。これは、2008 年 6月の G8洞

爺湖サミットまで続く。2008年夏の金融危機でいったん沈静化するが、それでもトップ3の位置を維持する。2009年後

半の鳩山内閣の京都議定書以降の日本の排出削減目標値の公表、12 月の COP15（コペンハーゲン）で報道の再度の増

加に呼応して環境・公害の回答比率も増加する。その後、2011 年の東日本大震災が起き、数年に渡りやや回答率は下

がるが、それでも全体の順位では 3〜5 位のレベルである。この時期、「平和・戦争・テロ」問題が大きく耳目を集め

ていたためである。その後、 2015年 12月の COP21（パリ）の開催とパリ協定の採択とその翌年の日本の協定への参加

と新たな目標値等の報道で件数は増加するが、人々の関心はそれほどは盛り上がらない。しかし、2018 年から 2019 年

にかけても報道件数の増加傾向以上に、世論における「環境・公害」の回答率が上昇する。これは、2018 年夏の大雨

と洪水、台風などの災害が大きく気候変動と結び付けられて報道されたからと推測される。2020 年以降は、感染症・

医療・福祉問題が突如として重要度を増した。COVID19 パンデミックのためである。それでも「環境・公害」はトッ

プ 3の位置を維持する状況にある。 
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図2.3.25「世界で最も重要な問題」に対する毎月の回答率集計結果（2005.5～2021.3) 

 

d）環境保全型農業に関するデータ解析結果 

国内の環境保全型農業への取り組みについての分析の結果、表 2.3.8 に示すように経営耕地面積が大きいほど環境保

全への取り組み確率は上昇するが、2乗項の係数が負であることから閾値を超えると低下する逆 U字型の関係にあるこ

とが明らかとなった。閾値を超える経営体の数は、全体の 0.2%から 5.1%であり、かなり大規模な経営体に限られてい

る。つまり、農地集積を通した経営規模拡大と環境保全型農業の普及の整合性は、ある程度まで成立するものであるが、

かなり大規模な経営体についてはその限りではない。環境保全型農産物の栽培は天候や病害虫の影響を受けやすく、安

定的な収量や品質を維持することが慣行栽培に比べて難しい。つまり、経営体にとって環境保全への取り組みには追加

的な費用を要するものであり、ときには環境保全による付加価値を上回る可能性もあることから、経営のリスク要因と

なり得る。従って、経営耕地面積の大きい経営体ほど、環境保全のための費用が総収入に比べて小さく、環境保全型農

産物を含む作物ポートフォリオの形成が容易となる。しかし、さらに経営耕地面積が大きい経営体では、慣行栽培に特

化することで得られる規模の経済性による限界純便益の方が勝っており、環境保全に取り組むインセンティブを失うと

考えられる。農家の経営規模が経営戦略の違いを反映するならば、政策ターゲットを明確にして環境保全型農業普及の

ための施策を設計する必要があることが示唆される。 

また、主な出荷先によって環境保全への取り組みに有意な差があることが示された。具体的には、農協を主な出荷先

としている経営体に比べて、農協以外の集出荷団体、卸売市場、小売業者を主な出荷先としている経営体は、取り組み

確率が低い傾向にある。逆に、消費者への直接販売をメインとしているコメ農家と果樹農家については、環境保全への

取り組み確率は高い。農家から直接購入しようとする消費者は、食の安全や環境配慮に関心が高く、環境保全のための

追加的な費用を受け入れるものと考えられるが、特にコメや果物については環境保全型農産物の有力な販路となってい

ることが窺える。しばしば指摘されることであるが、グリーン購入のような環境保全型農産物の需要拡大につながる施

策によって消費者の環境保全への関心を高めていくことが必要であると考えられる。 
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表2.3.8 ロジットモデルによる推計結果（抜粋） 

 

注：その他、経営主の年齢、労働従事日数、機械保有台数等の変数をモデルに追加し、それらの影響をコントロールしてい

る。 

 

2.3.2.4 まとめ 

5年間の研究の蓄積の結果、特に以下の観点から、成果を上げることができた。 

まず、日本の持続性を測る指標については、指標の選定根拠の論理的な説明付けを行うことができた。その上で、特

に日本にとっての課題を抽出し、計測しておくべき指標について時系列データを整備することができた。また、そのよ

うな一連の理論的裏付けのある、しかしながら複雑すぎず、一目で状況を理解しやすい積み木型の指標体系（SusBB）

を最終年度で完成させることができた。今後の残された仕事として、SusBBを実際に用いて日本の今後の状況を毎年計

測し、わが国の持続性を確認するのに実際使えるかどうかを確認する作業が残されている。これについては、令和 3年

度から始まった新たな研究計画の中で継続していく予定である。 

第 2に、気候変動政策の評価については、進捗を確認する指標の作成には至ったが、現実の社会が急速に動いてお

り、指標で評価するよりも先に排出量実質ゼロが目標として定められた。今後の進捗確認に、指標は利用しうるもの

の、最終的には排出量そのもので進捗が確認されうるため、指標の活用方法は今後検討する必要がある。一方、気候変

動緩和策、適応策、生態系保全とのトレードオフとシナジーは、現実としては本研究実施以降さらに深刻な問題となり

つつある。令和 3年度から開始した新たな研究計画の中で、再生可能エネルギーの設置場所に関する検討など、より具

体的な研究テーマに発展することができた。 
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 最後に、マスメディア報道（特に新聞）とその報道件数が人々の「社会問題の重要度認識」に与える影響についてで

ある。一般に気候変動問題は、身近で起きているものだが、一般の人々については専門家が指摘して初めて問題として

認知できる問題である。人々は専門家の指摘を直接聞く機会は非常に少ない。多くは、マスメディアの報道を通じて認

識することになる。そこで、本項目では、1）人々の社会問題の認知経路の調査、2）マスメディアの気候変動問題の報

道状況（新聞の報道件数）、3）人々の社会問題の重要度認識（「環境・公害」も回答比率）の 3つの調査データを集

計し、時系列の変化をみることで、この影響の度合いを検討した。本稿に示したものは、一次データのみであり、政策

変化、時期的なまとまり（一定の政治期間ごとの分析）、統計的な分析は実施中であり、ここでは示せていない。しか

し、現時点までの分析においては、密接な関係があることが明らかになりつつあり、これについては、学会や学術誌へ

の発表で世の中に問いたいと考えている。 
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